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第 1章 序論 

 

本研究は，ものづくり産業の人材ニーズを捉えるとともに従来からの職業訓練の問題点

を指摘して，それらに対応するための職業訓練システムを開発し，実地訓練により訓練効

果を検証することを目的としている．同時に，訓練現場からの視点で，職業訓練に関して

今後の望ましい改革の方向を提示する．  

 

1.1 研究の背景 

1.1.1 日本的人材育成システム 

日本企業の人材育成は，企業内職業訓練を中心に，主に若年労働者を対象として熟練形

成を行ってきた．企業内職業訓練では，学校教育での基礎能力を持つ若年労働者に対して，

長期雇用を前提として，企業現場での業務に就きながら日常的または計画的に上司や先輩

が部下に指導する OJT（On the Job Training）[1-1] をベースに形成された[1-2][1-3]．この

ような訓練法は，日本的人材育成システムとして日本の産業を支えてきた．このため，OJT

による訓練法が前提となって大多数の公教育は，職業能力の形成を主要な任務に位置づけ

てこなかった[1-4] ． 

しかし，1990年代からの経済のグローバル化の中で，製造業の成長率の低下（製造業の

実質成長率は1980年代4.9%から，1990年代1.0%となる）による経済的余裕の喪失[1-5]，雇

用の減少（1990年代は製造業252万人の減少）による企業内職業訓練制度の崩壊[1-6]，技術

の急速な進歩により職場外で指導されるOFF-JT（Off the Job Training）の必要性など，社会

環境が大きく変革し，日本的人材育成システムを持続していくことが困難となってきた

[1-7][ 1-8]．  

特に中小のものづくり企業にあっては，OJTによる企業内職業訓練が次第に困難になっ

ている．自動化・I T化・IoT化が進む中，高度な設備や専門の指導者が必要とされるため，

職業現場のOJTだけでは養成できない職業能力分野の台頭が指摘されている[1-9]．すなわ

ち，日本的人材育成システムの弊害を取り除くような改善策が必要であると言える 

 

1.1.2 雇用情勢 

第9次職業能力開発基本計画[1-10]によると，1990年代のバブル崩壊以降の雇用失業情勢

の悪化の中で，非正規労働者は近年増加している．非正規労働者の労働者全体に占める割
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合を図1-1によると，1985 年には，16.4%（655万人）であったが，2010 年には 34.3％（1,755

万人）となり，人数比で約2.7倍もの増加傾向にある[1-11]．また，非正規労働者の内訳の

推移を見ると，派遣社員は2000年には 2.6％（33万人）であったが，2010年には 5.5％（97

万人）に上昇している（人数比で約3倍）．契約社員・嘱託等は2000年には 12.6％（160万

人）であったが，2010年には 26.6％（467万人）に上昇している[1-12]．  

労働者自身が非正規雇用の就業形態をあえて選んだ理由について，2007年は，「自分の都

合のよい時間に働きたいから（42.0％）」，「家計の補助，学費等を得たいから（34.8％）」，

「正社員として働ける会社がなかったから（18.9％）」となっている．その中で，「正社員

として働ける会社がなかったから」と答えた割合は，1999年の14.0％から2007年では4.9ポ

イント上昇して18.9%となっている[1-13]． 

その一方で，他の就業形態に変わりたいと願う非正規労働者の割合は，1999年の13.5％

から2007年では30.6％に上昇しており，そのうち，90.9％は正社員になりたいと答えている

[1-14] [1-15]．このように，雇用情勢の分析に現れた潜在的事実からも不本意な就業と考え

ている非正規労働者の正規労働者への移転を促進するための取組みが求められている． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1-1 正規労働者と非正規労働者の推移（総務省：労働力調査） 
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1.1.3 ものづくり産業における人材ニーズ 

訓練効果の高い，ものづくり系の職業訓練を実施するには，ものづくり産業における

人材ニーズの把握が必要である．図 1-2 から図 1-4 は，労働政策研究・研修機構による

「ものづくり産業における人材の確保と育成に関する調査」（2008 年）の結果である．

これは，機械・金属系を中心とした，従業員 30 人以上規模の製造業事業所を対象に行っ

た調査であり，2,015 社からの有効回答のうち 95%は中小企業からの回答であった．この

調査では，ものづくり現場における環境変化とその中での経営課題を，各事業所がどの

ように認識し，その状況下で人材育成の方向性をどのように考えているのかを探ってい

る．  

図 1-2 は，「過去 3 年間における事業環境・市場環境の変化の状況認識に関する結果で

ある．大多数の事業者は，3 年の変化とともに「製品に求められる品質・精度が高まっ

た（75.8 %）」と最も強く認識しており，続いて「より短納期を求められるようになった

（62.9 %）」，「国内・海外企業との価格競争が激しくなった（59.0 %）」などが多数を占

めている[1-16] [1-52]． 

このように，ものづくり現場では，「品質（精度），納期，価格」の要求に関する高ま

りが，強く認識されていると言える[1-52]．同時に，ものづくりにおけ PDCA サイクル

が 3 年間で短縮化を求められるようになってきたとも言える． 

 

図 1-2 過去 3 年間における事業環境・市場環境の変化の状況認識（複数回答） 

 

また，図1-3に示す「技能系正社員に求められる最も重要な知識・技能」のアンケート結

果では，「生産工程を合理化する知識・技能（28.5 %）」へのニーズが最も高く，次いで

[%] 
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「高度に卓越した熟練技能（19.4 %）」，「設備の保全や改善の知識・技能（12.0 %）」

である．5 年前との比較を見ると，「生産工程を合理化する知識・技能（28.5%）」に対

するニーズの伸び，「高度に卓越した熟練技能（19.4 %）」の重要性の減少が顕著である．

これは熟練技能の必要性が否定されているのではなく，ものづくりにおける生産工程の合

理化のウェイトが高まっていることを示唆しており，先の図1-2の3つの要求を実現するた

めに，重要性が増したものと考えられる 

他方，図1-4に示す「技術系正社員に求められる最も重要な知識・技能」では，「複数の

技術に関する幅広い知識（21.0 %）」，「生産の最適化のための生産技術（18.3 %）」，

「特定の技術に関する高度な専門知識（17.7 %）」が上位に上げられる． 5 年前との大き

な相違は，「特定の技術に関する高度な専門知識（17.7 %）」に対するニーズの減少が顕

著である[1-17]．つまり，第1位が，複数の技術であることから，ものづくりの生産環境が

高度に複合化してきたことへのニーズの変遷と受けとめられる． 

これは，本研究をスタートさせた当時の調査であるが，2013年の調査でもこの傾向は変

わらない．このように，ものづくり産業にとっては，主として「生産工程を合理化する知

識・技能」と「複数の技術に関する幅広い知識」をもつ人材の確保・養成に対する取組み

が喫緊の課題であると位置づけられる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-3 技能系正社員に求められる最も重要な知識・技能 
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図 1-4 技術系正社員に求められる最も重要な知識・技術 

 

1.1.4 職業訓練ニーズ 

ものづくり分野で必要とされる職業訓練を実施するためには，企業の職業訓練ニーズを

把握する必要がある．著者が所属する独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構（Japan 

Organization for Employment of the Elderly, Persons with Disabilities and Job Seekers）（以下

JEEDと略す）では，毎年，全国にある訓練施設の職業訓練指導員が企業を訪問して「企業

の求める職業能力・人材に関するニーズ調査」を行っている．2015年度は，4月から10月に

かけて全国の3,543事業所(従業員数 1～99人：75.6%，100～299人：14.35%，300人以上：

10.1%)について調査を実施し，そのうち，ものづくり分野は2,872事業所であった．図1-5

は，機械関連の397の事業所を対象として，「従業員の育成にとって必要だが自社内でのOJT

では養成しがたい職業能力」に関する回答結果であり，232種類の職業内容から選択したと

きの上位10位を示している．これらは，まさに職業訓練のターゲットとすべき職業能力の

上位10であると言える．  

職業内容の内わけを見ると，3次元CAD（設計ほか）・3次元モデリング・2次元CADな

どのCAD関連が3つ，溶接関連が3つ，機械加工に関連したCAD/CAM・プログラム（いず

れもマシニングセンタ）が2つ，保全が2つとなっている． 

このように，OJTでは養成しがたい職業能力に関する職業訓練ニーズは、生産現場に密

着した職業能力に関することが大多数であることを確認できる． 

 

[%] 
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図1-5 従業員の育成にとって必要だが自社内でのOJTでは養成しがたい職業能力 

（機械関連：397事業所からの回答） 

 

1.1.5 職業能力開発基本計画 

国は，職業能力開発促進法（以下「能開法」と略す）[1-18]の第5条・第6条に基づいて，

職業能力施策についての基本計画を策定する．2005年に「第8次職業能力開発基本計画」

[1-19]が，2010年に「第9次職業能力開発基本計画」[1-10]が示されている．以下では，職業

訓練に関する主な方針を抜粋して述べる． 

国は，企業が労働者を採用する際に求める職業能力や自社内のOJTでは養成しがたい職

業能力等に関連して，人材に関する職務内容や必要となる能力分析に必要な基礎研究に取

り組んでいくことが必要である． 基礎研究が終了した分野については，具体的な訓練カリ

キュラムや指導技法の研究開発を行う．開発した訓練カリキュラム等については，国の職

業能力開発施設のみならず，全国の都道府県立職業能力開発施設，民間教育訓練機関，企

業等において活用できるインフラとし[1-10]，位置づけを明確化して，その普及を図る必要

がある．開発した訓練カリキュラム等については，PDCA サイクルによる不断の見直しを

行っていく必要がある． 

また，高度な施設・設備や職業訓練指導員等を必要とするという，ものづくり分野の職
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業訓練の特性に鑑みれば，個々の企業，特に中小企業では訓練の実施が困難である．その

ため，民間教育訓練機関において訓練の担い手となることは困難であることから，引き続

き国自らが訓練を実施する等の取組みが必要である．新成長戦略の「雇用・人材戦略」[1-20]

においても，2020年までに公共職業訓練受講者の就職率を，施設内訓練については 80％と

することが目標とされている[1-10]．  

国と都道府県の役割分担として，国は，高度な施設・設備や職業訓練指導員等を要し，

全国規模のスケールメリットを活かすことで実施可能となるものづくり分野における先導

的な職業訓練を含め，高度な職業訓練を実施する．都道府県は，地域産業の人材ニーズに

密着した，主に基礎的な技術・技能を習得させる訓練を実施する必要がある[1-10]．  

加えて，生産現場における即戦力となる技能者を育成する職業能力開発大学校・短期大

学校と，技術者や研究者を育成するための理論面の知識習得を主眼とした工科系大学や体

験重視型の専門教育を特色とした高等専門学校等との連携を深めていく．相互の教員・職

業訓練指導員の派遣等により，それぞれの特長を活かした弾力的・効果的な教育訓練を実

施する[1-10]． 

 著者ら公共職業能力開発に携わる職業訓練指導員は，以上の「職業能力開発基本計画」

を指針として，職業訓練についての実施・調査・研究を行い，その取組み結果を公表し普

及させなければならない． 

 

1.2 職業訓練の現状 

1.2.1 公共職業訓練 

本節では，2 章以降で研究対象とする職業訓練の位置づけを明確にするため，国と都道

府県での職業訓練の現状を説明する．国と都道府県は，能開法に基づいた，様々なタイプ

の公共職業訓練を実施している．  

(1) 職業訓練の体系 

職業訓練は，産業構造の変化や技術の進歩などの経済的な環境の変化による業務内容の

変化に対する労働者の適応性を増大させるとともに，労働者の円滑な再就職に資する等の

多様な人材ニーズに基づいて実施されている．表 1-1 に示す職業訓練の体系は，習得させ

ようとする技能および知識の「程度」と「期間」に基づいている．職業訓練の種類に応じ，

程度においては，普通職業訓練と高度職業訓練に分かれている．期間においては，普通課

程（長期間の課程）と短期課程（短期間の課程）に分けられる． 
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これらの公共職業訓練の基準は，職業能力開発促進法施工規則（厚生労働省令）第 10

条から第 15 条，第 36 条の 2 の 2，および第 36 条の 2 の 3 に定められている[1-21] [1-22]． 

このように公共職業訓練は，能開法に基づいて体系化されており，訓練の概要や訓練期間，

総訓練時間が定められている 

 

表 1-1 職業訓練の体系 （能開法） 

職業訓練

の 種 類 
訓練課程 訓 練 の 概 要 訓練期間・総訓練時間 

普    通 

職業訓練 

 

 

普通課程 

 

 

中卒者または高卒者に対して，「将来

多様な技能・知識」を有する労働者とな

るために必要な基礎的な技能・技術を

習得させるための「長期間の課程」 

高卒者等 1年 

総訓練時間 1,400時間以上 

中卒者等 2年 

総訓練時間 2,800時間以上 

 

短期課程 

 

在職労働者，離転職者に対して，「職

業に必要な技能（高度な技能を除く）・

知識」を習得させるための「短期間の課

程」 

６ヵ月（訓練の対象となる技

能等によっては１年）以下総

訓練時間１２時間以上 

高    度 

職業訓練 

専門課程 

高卒者に対して，「将来職業に必要な

高度の技能・知識」を有する労働者とな

るために必要な基礎的な技能・知識を

習得させるための「長期間の課程」 

高卒者 2年 

総訓練時間 2,800時間以上 

応用課程 

専門課程修了者に対して，「将来職業

に必要な高度で専門的かつ応用的な

技能・知識」を習得させるための「長期

間の課程」 

専門課程修了者等 2年 

総訓練時間 2,800時間以上 

専 門 

短期課程 

在職労働者に対して，「職業に必要な

高度の技能・知識」を習得させるための

「短期間の課程」 

6 ヵによっては 1年）以下 

総訓練時間 12時間以上 

応 用 

短期課程 

在職労働者に対して「職業に必要な高

度で専門的かつ応用的な技能・知識」

を習得させるための「短期間の課程」 

1年以下 

総訓練時間 60時間以上 
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(2) 公共職業能力開発施設 

職業訓練を行うための施設として，国および都道府県は，表 1-2 に示すように，職業能

力開発校，職業能力開発短期大学校，職業能力開発大学校（以下ポリテクカレッジ），職業

能力開発促進センター（以下ポリテクセンター），障害者職業能力開発校を設置し運営して

いる[1-23]．なお，国の担当する部分については，実際の実務や手続きを国に代わり，独立

行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構（JEED）が実施している． 

これらの施設（公共職業能力開発施設と総称され，能開施設と略す）における職業訓練

は，教科や訓練時間，設備等につき能開法が定める基準（程度・期間等）に従って実施す

る． 

 

表 1-2 公共職業能力開発施設（2012 年度） 

施 設 の 種 類 

（施設名または通称） 
主な職業訓練の種類 設置主体 施設数 

職 業 能 力 開 発 校 
 

（高等技術専門校，職業能力開

発センター，産業技術専門校，

等） 

短期課程の普通職業訓練 

普通課程の普通職業訓練 

都道府県 156 

市町村 1 

職 業 能 力 開 発 短 期 大 学 校 
 

（産業技術短期大学校，工科短

期大学校，等） 

専門課程の高度職業訓練 

国（JEED） 1 

都道府県 13 

職 業 能 力 開 発 大 学 校 
 

（ポリテクカレッジ） 

専門課程の高度職業訓練 

応用課程の高度職業訓練 
国（JEED） 10 

職業能力開発促進センター 
 

（ポリテクセンター） 
短期課程の普通職業訓練 国（JEED） 61 

障 害 者 職 業 能 力 開 発 校 
 

（職業リハビリテーションセ

ンター，障害者職業訓練校，障

害者高等技術専門校，等） 

短期課程の普通職業訓練 

普通課程の普通職業訓練 

国（JEED） 2 

国が設置，都道

府県が運営 
11 

都道府県 6 

 

 

 (3) 公共職業訓練の種類 

公共職業訓練は能開施設，または民間教育機関などへの委託によって実施される．訓練

の対象者別に，離職者訓練・在職者訓練・学卒者訓練[1-24]・認定職業訓練[1-25]に分けら

れる．以下で各職業訓練について説明する． 
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① 離職者訓練 

離職者訓練[1-26]は，公共職業安定所（ハローワーク）に登録した求職者を対象として，

無料（テキスト代等の実費のみ負担）で行われる．公共職業安定所は，求職者に対する職

業相談を行う．そして，離職者訓練の受講が適職に就くために必要であると認定され，公

共職業安定所長により職業訓練を受けるために必要な能力を有すると判断された求職者に

対し，離職者訓練受講の斡旋がなされる．この離職者訓練は，後述の在職者訓練および学

卒者訓練が，基本的に自分自身で受講を申し込むとされている点と大きく異なる． 

一般の求職者は，訓練期間中に雇用保険の求職者給付（基本手当）を受けることができ

る．訓練の途中で給付日数が終了したとしても，訓練終了まで基本手当が延長される．そ

のほか，訓練受講に要する費用として，受講手当（2015 年度，1 日について 500 円），通所

手当（実費相当額，月額最高 42,500 円）などの支給が受けられる． 

訓練期間は，原則 3 ヵ月～1 年である．訓練内容（訓練コース）については，国（JEED）

は主に「ものづくり」に関する訓練を行っており，「電子回路科」，「ビル管理科」，「CAD/CAM

技術科」などがある．都道府県は，地域の実情に応じた訓練を行っており，「ビジネスマネ

ジメント科」，「電気工事科」，「ホテル・レストランサービス科」などがある． 

また， 1999 年 4 月より，専修学校・各種学校，大学・大学院，NPO 法人，事業主・事

業主団体等（これらを民間教育訓練機関等と呼ぶ）を活用した委託訓練が実施されている．

多様な訓練ニーズに機動的に対応するため，民間でできるものは民間教育訓練機関等で実

施する．委託先の選定は，受託を希望する機関から提出された事業計画（内容・規模等）

を都道府県が審査して決定する．国や都道府県は，職業訓練に要する費用の公的助成や情

報提供，相談援助等を行う． 

表 1-3 に離職者訓練の区分を示す． 

 

表 1-3 離職者訓練 

主 管 

（訓練方式） 
訓練課程 訓練内容 訓練期間 受講料 

J E ED 

（施設内訓練） 

普通課程 

ものづくりに特化 
原則 

3 ヵ月～ 

1 年 

無 料 都道府県 

（施設内訓練） 

（委託訓練） 

地域の人材ニーズ 

訓練の対象者： 職業安定所に登録している求職者 
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② 在職者訓練 

在職者訓練[1-27]は，在職の労働者を対象に有料で行われる．訓練内容（訓練コース）は，

国（JEED）と都道府県で異なる． 

JEED は，主に「ものづくり」の仕事で，企業で中核的な役割を果たしている労働者を

対象に専門的な知識，技術を習得させる高度な職業訓練を行う．能力開発セミナー（訓練

期間は 2～5 日程度に設定されていることが多い）と呼ばれている専門短期課程では，「表

面硬化法の新動向」，「実践被覆アーク熔接（指導者育成法）」，「太陽光発電システムの設計

と施工」などのセミナーがある[1-28]．また，企業人スクール（10～20 日程度が多い）と

も呼ばれている応用短期課程では，「IT 支援によるプラスチック金型の設計製作と射出成

形技術」などが開講される． 

都道府県は，地域の実情に合わせた訓練（地場産業で必要とされる人材の養成など）や

工作機械等のオペレーションの未経験者を対象とする基礎的な訓練を行う．都道府県によ

って，スキルアップセミナーやキャリアアップ研修と呼ばれる短期課程では，「機械加工コ

ース」，「観光ビジネスコース」，「陶磁器製造コース」などが設けられている， 

表 1-4 に在職者訓練の区分を示す． 

 

表 1-4 在職者訓練 

主 管 

（訓練方式） 

訓練課程 

(通 称) 
訓練内容 訓練期間 受講料 

JEED 

（施設内訓練） 

専門短期課程 

（能力開発セミナー） 

企業で中核的な役割

を果たしている労働

者を対象に，専門的

な知識，技術を習得

する訓練 

2 日～6 ヵ月 

有料 

応用短期課程 

（企業人スクール） 
10 日～1 年 

都道府県 

（施設内訓練） 

短 期 課 程 

(ｽｷﾙｱｯﾌﾟｾﾐﾅｰ，ｷｬﾘｱｱｯﾌﾟ

研修等) 

初心者を対象に基礎

的訓練，地域の実情

に合わせた訓練等 

2 日～6 ヵ月 

訓練の対象者： 在職労働者 

 

③ 学卒者訓練 

学卒者訓練[1-29]は，中学・高等学校卒業者等を対象に，有料で行われる．訓練期間は訓

練課程に応じて 1 年～2 年と決められており，内容（訓練コース）は国と都道府県で異な

る．国（JEED）は，高度で専門的かつ応用的な技能・知識を習得させるための訓練を行っ 
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ている．高卒者等を対象に２年間で実施する．都道府県は，主に基礎的な技能・知識を

習得させるための訓練を高卒者等には 1～2 年間で，中卒者等には２年間で実施している． 

JEED は，前掲の表 1-2 に示したように，職業能力開発大学校(10 校)および職業能力開発

短期大学校(1 校)を全国に設置している．技術革新に対応できる高度な知識と技能・技術を

兼ね備えた実践技能者(テクニシャン・エンジニアと呼んでいる)の育成を目的とした専門

課程(2 年制)が設定されている．さらに，産業界や地域のニーズに応じて，新製品の開発，

生産工程の構築等に対応できる将来の生産技術・生産管理部門のリーダーを育成すること

を目的とした応用課程(2 年制)が設定されている（参考：全国のポリテクカレッジのホーム

ページ）．専門課程の主な訓練科は，「生産技術科」，「電気エネルギー制御科」，「電子情報

技術科」，「住居環境科」，「建築科」などである．応用課程は，現在のところ JEED のみで

設定されており，訓練科には「生産機械システム技術科」，「生産電気システム技術科」，「生

産電子情報システム技術科」，「建築施工システム技術科」などがある． 

各都道府県では，職業能力開発校を全国で 156 校設置し，職業能力開発短期大学校も 13

校設置している（2012 年度）．都道府県は，職業能力開発校（能開法に基づく名称）の施

設名を高等技術専門校や職業能力開発センター，産業技術専門校等と呼んでいる．職業能

力開発短期大学校（能開法に基づく名称）は，産業技術短期大学校や工科短期大学校等と

呼ばれている．職業能力開発校の訓練科には，「NC 機械加工科」，「電気工事科」，「空調シ

ステム科」，「木工加工科」などが設定されている．職業能力開発短期大学校では，「自動車

整備科」，「制御技術科」，「情報技術科」，「産業デザイン科」などが設定されている． 

表 1-5 に学卒者訓練の区分を示す． 

 

表 1-5 学卒者訓練 

主 管 

（訓練方式） 
訓練課程 訓 練 内 容 訓練期間 授業料 

JEED 

（施設内訓練） 

専門課程 専門的な実践技能者の育成 

2 年 

 有料 

 

応用課程 
生産技術・生産管理部門のリーダー

を育成 

都道府県 

（施設内訓練） 

専門課程 地域に密着した実践技能者の育成 

普通課程 基礎的な技能・技術の習得 1 年～2 年 

訓練の対象者： 中学・高等学校卒業者，応用課程は専門課修了者 
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④ 認定職業訓練 

事業主等が実施する職業訓練では，教科や訓練期間および設備等について厚生労働省令

で定める基準に適合すれば，申請することにより都道府県知事の認定を受けることができ

る．この認定を受けた職業訓練を認定職業訓練と言う[1-30]．認定を受けた職業訓練は公

的助成措置を受けることになる（能開法 第 13 条，第 24 条）．職業訓練の認定は，企業

の行う職業能力開発の水準を確保し，社会的評価を確立することを狙いとしている

[1-31][ 1-32]．  

認定の対象となる職業訓練は，事業主等が主としてその自らが雇用する労働者に対して

行う．職業訓練の種類は，職業訓練の体系（1.2.1 の表 1-1 参照）に基づいており，表 1-2

に示した，職業能力開発校・職業能力開発短期大学校・職業能力開発大学校・職業能力開

発促進センターの施設を設置できる（2012 年度の認定職業訓練の施設数は 1,139）[1-33]．

なお，事業主等とは，事業主や事業主の団体及びその連合体・職業訓練法人・社団法人等

である．  

訓練科には，「左官・タイル施工科」，「畳科」，「板金科」，「電気工事科」などが設定され

ている． 

表 1-6 に認定職業訓練の区分を示す． 

 

表 1-6 認定職業訓練 

主   管 

（訓練方式） 
訓練課程 訓練内容 訓練期間 

都 道 府 県 

（認定職業訓練） 

普通課程 

新入社員に対して必要な

知識や技能を付与，職員

に対して知識や技能を追

加，管理・監督者に必要

な職務能力の追加，技能

検定に必要な知識・技能

の習得，等 

1 年または 2 年 

短期課程 
原則6ヵ月以下12時間以

上 

専門課程 2 年 

応用課程 2 年 

専門短期課程 
原則6ヵ月以下12時間以

上 

応用短期課程 1 年以下 60 時間以上 

訓練の対象者； 主に事業主等が雇用する労働者 

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%9F%A5%E8%AD%98
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%8A%80%E8%83%BD
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1.2.2 求職者支援訓練 

国は，「職業訓練の実施等による特定求職者[注 1]の就職の支援に関する法律」（求職者支

援法と略す，2011 年 10 月施行）[1-34]に基づく，求職者支援訓練を実施している． 

非正規労働者や長期失業者が増加する中で，求職者に対するセーフティネットを整備し，

その早期の就職を支援することの重要性が増大してきた．そこで，国は，求職者支援法に

基づく求職者支援制度により，特定求職者を対象にした以下の対策を行っている． 

特定求職者に対して，求職者支援訓練を設定し，受講機会を確保し，早期の就職を実現

させる．本人の収入や世帯全体の収入等による一定要件を満たした場合には，職業訓練を

受けることを容易にするための職業訓練受講給付金（月 10 万円および通所手当）を支給す

る．また，公共職業安定所が中心となって，キャリア・コンサルティングなどのきめ細か

な就職支援が行われる[1-35]． 

求職者支援訓練の受講料は，離職者訓練と同様に無料で，テキスト代などの実費のみの

負担となる．訓練の実施機関は，離職者訓練での委託訓練と同様に多様な人材ニーズに機

動的に対応するため，民間教育訓練機関等に委託する．委託先の選定は，受託を希望する 

機関から提出された事業計画（内容・規模等）を国（JEED）が審査して行われる[1-36]． 

訓練期間は，3 ヵ月から 6 ヵ月で，基礎コースと実践コースがある．基礎コースは，基

礎的能力を習得するため，職種・業種に横断的な訓練が設定されており，「OA 事務科」，「ビ

ジネスパソコン基礎科」などの訓練科である．実践コースは，基礎的能力から実践的能力

まで一括して習得する訓練で，「Web サイト制作科」，「介護福祉科」などが設定されてい

る[1-37]． 

表 1-7 に求職者支援訓練の区分を示す． 

 

表 1-7 求職者支援訓練 

訓練の対象者： 雇用保険を受給できない求職者（特定求職者） 

[注 1]  特定求職者とは，「雇用保険を受給できない求職者であって，職業訓練その他の就

職支援を行う必要があると公共職業訓練安定所長が認める者」のことである． 

主  管 

（訓練方式） 
訓練コース 訓練内容 訓練期間 受講料 

JEED 

（委託） 

基礎コース 基礎的能力の習得 
3 ヵ月～ 

6 ヵ月 
無料 

実践コース 基礎的能力から実践的能力までを習得 
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1.2.3 職業訓練の実施状況 

上記までに説明した職業訓練について，2012 年度の実施状況を表 1-8 に示す

[1-33][ 1-38][1-39]．公共職業訓練の受講者は，60 万人を超えている．その中でも就職を目

的とした職業訓練が，27 万人程度（在職者訓練および認定職業訓練以外）である．その結

果となる就職率は，JEED の施設内訓練では 80%を超えており，都道府県の施設内訓練も

70%を超えている．求職者支援訓練もほぼ 80%となっている．また，学卒者訓練の JEED

分では 97.8%，都道府県でも 92.7%と高い就職率となっている． 

図 1-6 に JEED，図 1-7 に都道府県による離職者訓練の実施状況として，2003 年から 2012

年までの受講者数と就職率の変遷を示す[1-40]．なお，以前には JEED で審査していた委

託訓練は，都道府県に徐々に移管されている． 

公共職業安定所登録者の就職率は，25～26%程度である．このことから，職業訓練は，

求職者に対して職業能力を習得させて，労働者として供給する機能を十分に発揮している

ことが確認できる． 

 

表 1-8 公共職業訓練の実施状況 

2012 年度 

合  計 JEED 都道府県 

受講者数 
就職率 

(%) 
受講者数 

就職率 

(%) 
受講者数 

就職率 

(%) 

能開法 

①離職者訓練 151,612 ― 30,363 ― 121,189 ― 

 （施設内訓練） (41,730) 81.0 30,322 84.9 11,408 73.0 

 （委託訓練） (109,882) 69.2 41 68.3 109,781 69.2 

②在職者訓練 103,001 ― 49,555 ― 53,446 ― 

③学卒者訓練 18,561 93.9 5,903 97.8 12,658 92.7 

④認定職業訓練 242,748 ― 242,748 ― 

求職者 

支援法 
求職者支援訓練 98,541 79.9 98,541 79.9 ― 

合  計 614,463 ― 184,362 ― 551,230 ― 

注意： 離職者訓練と求職者支援訓練については訓練修了 3 ヵ月後の就職状況，学卒者訓練

については訓練修了 1 ヵ月後の就職状況である． 
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図 1-6 JEED による離職者訓練の実施状況 

（参考：厚生労働省のホームページ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-7 都道府県による離職者訓練の実施状況 

（参考：厚生労働省のホームページ） 
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1.3 研究の概要 

1.3.1  研究の目的 

昨今，日本的人材育成システムの特徴である企業内職業訓練が困難になりつつある．ま

た，労働者が望まない非正規雇用も増えている．それらの企業や労働者に対応することは，

職業能力開発基本計画でも示されるように公共職業訓練の責務であり，そのための新たな

職業訓練システムの開発が迫られている． 

従来からの職業訓練は，職業分析[1-41][1-42]された職業能力を個別に習得していくモジ

ュール訓練方式である[1-43]．図 1-8 に示すような，技能検定の実技課題[1-44]などの訓練

により，一つずつ職業能力を積み上げて多能工を目指す [1-45]．この方法は研究が進めら

れ，訓練カリキュラム[1-46][1-47]や訓練課題[1-48][1-49]，教科書[1-50][1-51]も多数用意さ

れ，利用されている． 

 

 

 

 

  

 

 

   図 1-8 従来からの職業訓練（モジュール訓練）[1-52] 

 

しかし，ものづくり企業の大半の生産現場では，1.1.3 ものづくり産業における人材ニー

ズで述べたように「品質（精度）・価格・納期」を強く認識しながら，多種多様な技能・技

術に対応して図 1-9 に一例を示すように生産工程が分岐・結合を繰り返しながら連続して

いる．それは，「生産工程を合理化する知識・技能」や「複数の技術に関する幅広い知識」

を持つ人材を求めていることからも理解できる． 

 

  ②試作品製作    ⑤金型加工   

①成形品設計    ④金型設計  ⑥部品加工  ⑧金型組立 

   ③流動解析    ⑦みがき   

図 1-9 生産現場での生産工程の一例 

職業分析 多能工 職業能力１ 

 

職業能力２ 職業能力３ 

訓練１ 訓練 2 訓練 3 
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そこで，それらの職業能力を形成させるための方法として，訓練課題に基づいて，生産

工程に沿って生産技能を学ばせる，プロジェクト方式[1-53]による職業訓練システムを開発

する．その訓練課題は，受講生の将来の就職先となる企業の生産現場を連想させる製品と

する．また，職業訓練の対象者は，ものづくりの未経験者が多いため，訓練課題による作

品の完成という目に見える明瞭な目標を持たせる．図 1-10 に，プロジェクト方式による職

業訓練システムの流れを示す． 

 

 

 

 

図 1-10 プロジェクト方式による職業訓練システム 

 

具体的な訓練課題は，生産現場の様々な共通技能を必要とするプラスチック成形用金型

の設計製作とする．図 1-11 に示すプラスチック金型の設計製作では，金型設計・金型製作・

評価，完成までの連続する生産工程の理解とともに，その生産工程に対応する CAD や

CAD/CAM，マシニングセンタ，測定などの職業訓練ニーズに合った生産技能が必要とさ

れる．このため，訓練課題として適切であると判断できる． 

 

 

 

 

 

 

図 1-11 プラスチック金型の設計製作 [1-52] 

 

本研究では，金型の設計製作を事例としたプロジェクト方式による職業訓練システムの

開発を行う．今までの職業訓練では見られない，訓練効果の高い新たな職業訓練システム

を開発して，実施・検証し，全国の職業能力開発施設に提示し普及させることにより，経

済および社会の発展に寄与することを目的とする．  

 

生   産   工   程 

 

 

製品を 
イメージした 

訓練課題 

金型設計     →      金型製作    →          評価                      

2次元 CAD 
3次元 CAD 

・ 
・ 
 
 

CAD/CAM 
ﾏｼﾆﾝｸﾞｾﾝﾀ 
 ・ 
 ・ 

 

測定 
射出成形 
 ・ 
 ・ 

 

生産技能 3 

 

 

生産技能 2 

 

 

生産技能１ 

 

明瞭な目標 

 
作品の完成 
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1.3.2 論文の構成 

 本論文は，第 1 章から第 8 章で構成されている．表 1-9 に各章ごとの研究の要旨とその

対象を示し，以下で説明する． 

第 1 章は，序論であり，研究の目的を述べている． 

第 2 章は，訓練課題を活用した離職者訓練システムの新構築と検証を行う．著者が離職

者訓練の担任をした関東職業能力開発促進センター（ポリテクセンター関東と略す）での

機械 CAD/CAM コースの発足から 6 期までを研究対象としている． 

第 3 章は，企業の生産プロセスに沿った 2 タイプの離職者訓練システムの新構築と検証

を行っている．同じく担任をした，射出成形金型設計製作科の発足から 2 期を中心に研究

している． 

第 4 章は，卒業制作におけるプロジェクト方式生産システムの新構築と検証を行ってい

る．学卒者訓練である，職業能力開発総合大学校東京校（以下職業大と略す）専門課程生

産技術科での卒業制作を研究対象としている． 

第 5 章は，専攻科目と課外活動を結びつけた生産技術者の育成方法の提案を行う．学生

の課外活動による 1 年間の研究実践活動を対象にしている． 

第 6 章は，プロジェクト方式訓練における教材開発手法の提案を行っている．第 5 章と

同様に学生の課外活動により，3 ヵ月間かけて実施した教材開発手法を研究対象にしてい

る． 

第 7 章は，提案した職業訓練システムの訓練効果に関する総合的評価を行っている 

第 8 章は，以上から導かれる結論である． 

 

表 1-9 論文の構成 

章 研究の要旨 対象年度等 研究対象 
著者

担当 

1 序論 
 

2 
訓練課題を活用した離職者訓練

システムの構築と評価 

2006 

～2009 

（6 期） 

離職者訓練 

ポリテクセンター関東 

「機械 CAD/CAM コース」 

担任 
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3 
企業の生産プロセスに沿った離

職者訓練システムの構築と評価 

2009 

～2011 

（2 期） 

離職者訓練 

ポリテクセンター関東 

「射出成形金型設計製作科」 

担任 

4 
卒業制作におけるプロジェクト

方式生産システムの構築と評価 

2011 

～2012 

（卒業制作） 

学卒者訓練  

職業大 専門課程 

「生産技術科」 

担任 

5 
専攻科目と課外活動を結びつけ

た生産技術者育成方法の提案 

2012 

～2013 

（1 年間） 

課外活動 

職業大 

「金型クラブ」 

顧問 

6 
プロジェクト方式訓練における

教材開発手法の提案 

2012 

～2013 

（3 月） 

課外活動 

職業大   

「金型クラブ」 

顧問 

7 
提案した職業訓練システムの訓

練効果に関する総合的検証 

 

 

8 結論 

 

 

1.3.3  各章の要約 

各章ごとの要約を以下に述べる． 

第 1 章は，研究の背景や職業訓練の現状，研究の概要を示した． 

第 2 章は，ものづくり未経験の求職者に対して，6 ヵ月に限定された訓練期間で，複数

の訓練課題を活用して，金型の生産現場にステップを踏んで近づいていく訓練システムを

新構築し実施した．その結果，6 期連続で金型を完成させることができ，新システムの有

効性を実証した．その際に，金型や成形品などの成果物は，訓練内容の「見える化」を通

じて，PR ツールとして活用され，入所者全員の就職が達成されるという成果に繋がった．                     

 第 3 章は，上記の訓練を踏まえて，企業の生産プロセスに沿った，技能習熟型訓練およ

び技能活用型訓練を新構築し，全国のポリテクセンターでの実地訓練により検証した．そ

の結果，技能活用型訓練は，受講生や就職先企業から高い評価を得られた．訓練課題報告

書などの成果物は，職務能力の「見える化」となり，受講生の入職先に端的に伝わり，適
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材適所への配置をも可能となることが示唆された． 

第 4 章は，訓練課題に基づいてスケジューリングをしてから生産を行う，プロジェ

クト方式生産システムを新構築した．その実地訓練の結果，生産統制が容易となり，コ

ンカレントな進行に効果を発揮した． 

第 5 章は，ものづくりを主体とする学卒者訓練の特徴を生かして，金型設計製作の生産

工程と専攻科目の授業を結び付けることにより，生産技術者の素養を身につけることを目

的とした，課外活動の一つのあり方を提示する．また，授業では得られない実践的な取組

みを課外活動により代わりに行うとともに，外部からの評価を受ける研究活動に参加する

ことにより，訓練効果が高まることを確認した． 

第 6 章は，プロジェクト方式による職業訓練の教材開発を訓練開発と教材設計に分けて

体系化した．訓練開発では課題分析をしておき，それに基づいて教材設計をし，教材を作

成する．また，利用者の視点として学生とともに教材設計や教材作成をし，その過程にお

いて検証しながら進行しいく形成的な評価手法を提示する．それらの教材開発手法を指導

員研修で展開し検証した結果，現業での活用度の高いことが確認できた． 

第 7 章は，新開発した離職者訓練システムの訓練効果を比較する．離職者訓練の目的は，

技能を習得させて就職させることにある．そこで，新旧の職業訓練システムの就職率の比

較を行うとともに技能の習得レベルの比較を行う． 

第 8 章は，結論であり，各章において得られた研究成果についてまとめるとともに今後

の展望について述べる． 

表 1-10 は，本研究に関連して発表した主な論文等を各章ごとにまとめたものである． 

 

表 1-10 本研究に関連して発表した論文等 

第 2章 訓練課題を活用した離職者訓練システムの構築と評価 

1. 星野実，池田知純，塩田泰仁，ポリテクセンターおよび職業大で実施した求職者訓練の

取組み，工学教育，pp.105-110,vol.60 no.3, 2012（査読付）. 

2. 星野実，訓練課題を活用した離職者訓練の実践～5 期連続就職率 100%の要因～, 平成

21 年度職業能力開発論文コンクール入賞論文集，厚生労働省，pp.3-25, 2010 (厚生労働

大臣賞 特選). 
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第 3章 企業の生産プロセスに沿った離職者訓練システムの構築と評価 

3. 星野実，坪田光平，市川修，大島敦史，中村瑞穂，岡部眞幸，求職者を対象とする実践

的職業訓練の試行と評価（企業の生産プロセスに沿った職業訓練），日本機械学会論文

集，pp.1-14, Vol.82 No.833, 2016（査読付）． 
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第 2章 訓練課題を活用した離職者訓練システムの構築と評価 

 

2.1 はじめに 

公共職業能力開発施設のひとつである独立行政法人雇用・能力開発機構（2011年10月よ

りJEED）のポリテクセンター関東 [2-1]では，定員15名の機械CAD/CAMコース[2-2]とい

う，ものづくり未経験の求職者を対象とした離職者訓練を計画し実施した．従来から実施

されているモジュール訓練に，新しい概念による訓練課題（製品）をマッチングさせた，

今までにみられない訓練コースを構築した．この機械CAD/CAMコースでは，訓練期間6ヵ

月の短期間で実用的な金型の完成，および発足以来入所した6期・90人全員の就職を達成し

ている． 

ポリテクセンターは，一般に健常者を対象にした，ものづくりに特化した職業訓練を実

施する．その受講生の年齢構成は，30代を中心として，次に20代，40代であり，様々な年

齢の求職者が同時に受講する．また，地域の中小企業を中心として，訓練に関連した職種

への入職や常用雇用を[2-3]目指している．なお，高齢者・障害者の職業訓練については，

職業能力開発センター高齢者校や職業リハビリセンターなどの他の能開施設で実施してい

る． 

離職者訓練では，業種や職種に係る多様な訓練ニーズに応えるため，システム・ユニッ

ト訓練と呼ばれるモジュール訓練方式により，カリキュラムを編成し，現在まで訓練シス

テムの向上を図っている．システム・ユニット訓練において，システムとは雇用を可能に

する職務の訓練単位のことであり，ユニットとは必要とされる職務の最小単位を意味する． 

システム・ユニット訓練では，複数に細分化された多種多様な訓練を用意し，その細分化

された訓練の結合や組み替えにより，人材ニーズに合わせて弾力的かつ即応的にカリキュ

ラムの編成や見直しを[2-3]行っている． 

しかし，企業の現場が求めている職務能力（職能と略す）と，訓練内容との乖離を指摘

できる．また，訓練が細分化しているため，ものづくり未経験の受講生にとっては，仕事

として分かり難いということも指摘できる[2-4][2-5]． 

そこで，機械 CAD/CAM コースでは，細分化された複数の訓練を連結するための訓練課

題を設定するとともに，就職先企業に求められている職能を習得させるための訓練システ

ムを計画した．その訓練課題は，受講生にとって魅力をもたせるために，受講生が企画・

設計・製作し製品として完成できるものとする．また，Step1・Step2・Step3 の訓練課題と
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して，段階を踏んで徐々に金型の設計製作の生産現場に近づいていく，訓練システムとし

た． 

第 2 章の研究は，機械 CAD/CAM コースの訓練カリキュラムを提示し，発足から 6 期ま

での検証を行う．はじめに，機械 CAD/CAM コースのカリキュラムと訓練課題について述

べ，経験の浅い受講生同士でも短期間で金型を完成できることを示す．次に，訓練を実施

した際の有効性を，受講生の就職率と関連就職率（就職者のうち訓練カリキュラムに関連

した職務に入職できた者の割合），および常用雇用率（就職者のうちの常用雇用者の割合）

から解明する．また，受講生へのアンケート結果からも訓練効果を検証する． 

  

2.2 従来からのモジュール訓練方式 

JEEDでは，1993年からシステム・ユニット訓練と呼ばれる離職者訓練方式を採用してい

る．この訓練は，訓練期間を細分化したモジュール訓練方式となっており，標準6ヵ月間で，

2つの職務に係わる職業能力を習得する．代表的な例として，表2-1に機械系のテクニカル・

オペレーション科のカリキュラム構成を示す．同表の仕上がり像（JEEDでは職務目標のこ

とを言う）1では，「ドラフターを用いて機械製図を理解し，CADシステムによる製図が

できる」となっており，製図基本作業，CAD基本作業，およびCAD応用1・2の職務がシス

テムとして設けられている[2-6]．さらに各職務について，細分化された6つのユニットが設

定されており，このすべてのユニットに対応した 表2-2に示す，ユニットシートが作成さ

れている[2-7]．仕上がり像2でも同様である． 

システム・ユニット訓練は，ひとつの訓練モジュールの実施期間は3ヵ月（3システム）

であり，その訓練カリキュラムは1ヵ月（1システム・18日間）単位で構成され，さらに訓

練内容が3日（1ユニット・18時間）単位に細分化されている．受講に当たっては，1ヵ月ご

とに定められた訓練目標を目指し，受講者は3日ごとに仕事に対応した実習を中心に表2-2

に示した到達水準に向かう．そのために必要となる技能・技術と関連知識（学科）を網羅

して，習得できるように訓練が構成[2-3]されている[2-8]． 

全国のポリテクセンターで訓練を担当する職業訓練指導員（以下指導員と略す）は，所

属地域において必要な職業能力ニーズを把握するため，毎年企業へのヒアリング調査と受

講生へのアンケート調査を行っている．それらを踏まえて，指導員は，訓練カリキュラム

におけるシステムやユニットを入れ替え，地域の人材ニーズや受講生の多様化に的確かつ

迅速に対応している [2-3] [2-9]． 
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表 2-1 システム・ユニット訓練（モジュール訓練）テクニカルオペレーション科 

 

 

仕上り像１ ドラフターを用いて機械製図を理解し，CADシステムによる製図ができる． 

仕上り像２ NC機械のプログラム及び CAMシステムを用いた NCデータの作成ができる． 

 システム名 訓練目標 ユニット名 月 

仕

上

り

像

１ 

MS107 

 

製図基本作業 

機械図基本（製図一般，機械製図及

び関連規格，機械要素）に関する技

能及び関連知識を習得する． 

製図 1（製図一般） 

1 

製図 2（図示法） 

製図 3（各種図示法） 

製図 4（断面図） 

製図 5（図示法・公差） 

製図 6（機械要素及び課題演習） 

MS401 

 

CAD 基本作業 

2 次元 CAD システムの概要と図面

作成に関する技能及び関連知識を

習得する． 

CAD1（CAD の概要） 

2 

CAD2（基本コマンドの操作） 

CAD3（基本コマンドによる作図） 

CAD4（正投影法による作図） 

CAD5（部品図の作成） 

CAD6（課題演習） 

Msub401 

 

CAD 応用 1 

2 次元 CAD システムによる図面作

成に関する技能及び関連知識を習

得する。 

CAD 応用 1（パターン演習） 

3 

CAD 応用 2（部品図作成） 

CAD 応用 3（組立図作成） 

Msub402 

 

CAD 応用 2 

2 次元 CAD 操作の作業効率化を行

うことができ，様々な図面作成に関

する技能及び関連知識を習得する． 

CAD 応用 4 (部品図作成及び課題演習) 

CAD 応用 5 (拡散分解図) 

CAD 操作応用 6(カスタマイズ) 

仕

上

り

像 

2 

MS102 

 

NC 旋盤作業 

 

測定作業，普通旋盤の操作及び切削

加工並びに，NC 旋盤の基礎知識，

マニュアルプログラミング手法及

び，NC 旋盤作業に関する技能と知

識を習得する． 

切削基本 1（測定及び切削法） 

4 

切削基本 2（旋盤） 

N C 旋盤 1（プログラムの基本） 

N C 旋盤 2（プログラムの作成手順） 

N C 旋盤 3（加工準備） 

N C 旋盤 4（加工作業及び加工作業） 

MS104 

 

マシニング 

センタ作業 

 

切削加工作業に必要な基礎的技能

及び関連知識を習得し，マシニング

センタの基礎知識と，プログラミン

グの手法，加工のためのマシニング

センタ作業に関する技能と知識を

習得する 

切削技法 2 (仕上げ・ボール盤・測定) 

5 

切削技法 3 (フライス盤) 

マシニングセンタ 1 (プログラム基本) 

マシニングセンタ 2 (課題プログラム) 

マシニングセンタ 3 (機械操作) 

マシニングセンタ 4 (課題演習) 

MS415 

 

CAM 応用 

 

CAM システム及びその周辺技術の

全般を知り，操作と NC データ作成

方法と関連知識を習得する． 

CAM 応用 1（CAM システム概要） 

6 

CAM 応用 2（2 次元データ作成） 

CAM 応用 3（3 次元データ作成） 

CAM 応用 4（高能率加工データ） 

CAM 応用 5（シミュレーション） 

CAM 総合  （課題演習） 
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表 2-2 ユニットシート（ マシニングセンタ 1（プログラム基本）） 

 

   氏名                   

ユニット 
マ シ ニ ン グ セ ン タ 1 

 (プ ロ グ ラ ム 基 本) 
分類番号 MU102-1000-1 

自己 

評価 

指導員

確認 

 

 

 

到達水準 

 

 

(1)測定の概念についてよく知っていること   

(2)マシニングセンタのＮＣ機能の特徴について知っていること   

(3)マシニングセンタプログラミング手順について知っていること   

(4)マシニングセンタのプログラミングができること   

(5)安全衛生作業ができること   

   

教科の細目 内      容 
訓 練 時 間 

学科 実技 

  18 

マシニング

センタ概要 

 

 

プログラム

の基本 

 

移動命令 

 

 

 

 

 

工具長・工具

径補正 

 

固定サイク

ル 

 

サブプログ

ラム 

 

プログラム

の作成 

 

 

 

安全衛生 

(1)マシニングセンタの基本構成 

(2)マシニングセンタの特徴・用途・種類及び周辺機器・装置 

(3)マシニングセンタと生産システム 

 

(1)プログラムの構成及びアドレスの種類と意味 

(2)準備機能・工具機能・送り機能・主軸機能・補助機能 

 

(1)機械の動きと制御軸 
(2)アブソリュート指令とインクレメンタル指令 
(3)機械座標系とワーク座標系 
(4)平面指令と座標系設定 
(5)位置決め・直線補間・円弧補間・ドウェル・原点復帰 
 

(1)工具長補正機能 
(2)工具径補正機能 
 

(1)固定サイクルの動作と指令 
 

 

(1)サブプログラムの形式と呼び出し指令 
 

 

(1)加工図面の検討 
(2)加工順序の決定 
(3)工具及び切削条件の決定 
(4)カッタパスの決定及びプロセスシートの作成 

 

(1)安全における要点 

(2)衛生における要点 

1 

 

 

 

2 

 

 

2 

 

 

 

 

 

2 

 

 

1 

 

 

1 

 

 

2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 

 

 

6 

   11   7 

使用する 

機械器具等 
マシニングセンタ，工具一式，加工シミュレーションソフト，パソコン 
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なお，このシステム・ユニット訓練では，システムごとに「習得度確認シート」により，

受講生の習得度を5段階で測定していく．受講生と指導員とで確認しながら習得数値を記入

する．習得度確認シートには，「訓練課題確認シート」や「訓練課題」が設定されており，

それらに基づいて習得度を定量的に決めていく．受講生の習得度が2以下の場合は，指導員

が補講を行い，受講生が一定レベルまで到達できるように配慮している[2-10]．具体的な確

認項目の一例として，表2-3にマシニングセンタ作業の習得度確認シート，表2-4に切削技

法3（フライス盤）【六面体】の訓練課題確認シート，表2-5に切削技法3（フライス盤）【六

面体】の訓練課題を示す． 

しかしながら，システム・ユニット訓練では，細分化された基本作業の繰り返しとなる

場合があり，受講生が訓練内容と実際の仕事との関係や訓練の目標を掴み難く，訓練意欲

を維持しにくいなどの問題が指摘されている．また，訓練定員の充足率に伸び悩みが見ら

れるなどの問題点もある[2-11]．ゆえに，これらの問題を解決することは，職業能力開発政

策の促進に寄与できるものと[2-3]考えられる． 
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表 2-3 マシニングセンタ作業の習得度確認シート 

受講
前

受講
後

１ ２ ３ ４ ５

1 測定の概念についてよく知っていること

2 長さの測定について知っていること

3 基本的測定器による測定がよくできること

4 ダイヤルゲージを使用した測定ができること

5 フライス盤の概要について知っていること

6 フライス盤の取扱いができること

フライス盤による切削加工について知っていること

8 六面体加工ができること

9
マシニングセンタのＮＣ機能の特徴について
知っていること

10
マシニングセンタのプログラミング手順につ
いて知っていること

11
マシニングセンタのプログラミングができる
こと

12 ＮＣデータの作成と編集ができること

13
マシニングセンタの操作・段取りができるこ
と

14 マシニングセンタのプログラムができること

15
マシニングセンタの操作・段取りができるこ
と

16 自動運転による加工ができること

17 安全衛生 安全衛生作業ができる。

指導員
確認

指導員
確認

※自己確認を行うときには、以下の基準を参考にします。

　この時、知識の達成度に関して確認する場合には、「○○ができる」を「○○が説明できる」と読み替えて判断します。

【自己確認基準】

0 ：全く知らない、又は、できない

1 ：聞いたことがある、又は、見たことがある

2 ：他の人に聞いたり、アドバイスや指導を受ければできる

3 ：テキストや資料（配布資料、参考資料）を調べれば独力でできる

4 ：だいたいできる

5 ：できる

【自己確認基準（比較）】

：訓練受講前の自己確認結果

：訓練受講後の自己確認結果

：補講後の自己確認結果

氏名　：　

入所期　：　　科　名　：　機械CAD/CAMコース

習得目標：マシニングセンタのプログラムが作成でき、所定の精度で加工することができる。

マシニングセンタ
作業

測定

切削技法
（フライス盤）

マシニングセンタ
プログラミング

（基本的プログラム）

マシニングセンタ総合

（課題演習）

備考

受講前平均

受講後平均

差分

マシニングセンタ
加工

習　得　度　確　認　シ　ー　ト

作業仕事No.
作業を行う上で必要とされる技能・技術及び

知識

自己確認
（数値）

自己確認
（比較）

平成      年　   月

3 
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表 2-4 切削技法 3（フライス盤）【六面体】の訓練課題確認シート 

氏名 訓練課題名

入所月 訓練科名

実施日 訓練目標

12H

仕事との関連

評
価

評価項目
評
価

切削速度（主軸回
転数）の設定

1 3 5

送り速度の設定 1 3 5

切込み量の設定 1 3 5

寸法精度 0 15

平行度
および直角度

0 15

安
全
衛
生
・
作
業
態
度

安全衛生
作業態度

1 2 3 4 5

／

／

担当指導
員氏名：
評価担当
者氏名：

フライス盤作業（【六面体】課題）

評価

＜判定表＞
A：　80点以上　：到達水準を十分に上回った
B：　60点以上80点未満　：到達水準に達した
C：　60点未満　：到達水準に達しなかった

＜算式＞
換算点　＝ （ 合計点 ／　満点（５０） ）　×　１００

50

100

ＣＡＤ／ＣＡＭ技術科

作業態度良く安全
衛生作業ができる
か

｢【六面体】課題採点表」より評価
5点：減点数0点
4点：1～3点以内
3点：4～7点以内
2点：8～12点以内
1点：13点以上

評価基準

フライス盤作業

｢【六面体】課題採点表」より評価

適切な切削速度
（主軸回転数）を設
定しているか

適切な切込み量を
設定しているか

指示された許容差
内の寸法に仕上
がっているか

指示された公差域
内に仕上がってい
るか

コメント

実技課題の評価

換算点

合計得点 　／満点

細　　目

適切な送り速度を
設定しているか

訓練科目と内容

切
削
条
件
設
定

1．フライス盤加工法が理解できる
2．操作から点検までの一連の作業ができる

3．図面通りに六面体の製作ができる
4．製作した品物を正しく評価することができる

5．作業態度良く，安全衛生作業ができる

作業態度良く安全衛生作業ができる
こと

評価する能力等

各工程において適切な切削条件が設
定できること

・図面通りの寸法に加工できること
・図面通りの幾何公差内に加工できるこ

と
・外観（仕上げ）の良い加工ができること

訓　練　課　題　確　認　シ　ー　ト

切削技法（フライス加工）
六面体加工を通じて、フライス盤の正しい操作、使用工具、
切削条件に関する基礎知識、および正しい評価ができる専
門的な技能及び関連知識を習得する

訓練課題のねらい

評価（数値）

六
面
体
作
業

製作作業を顧み，各自で評価する
5点：適切な切削条件が設定できる
3点：工程によっては、担当講師から助言をもらう
1点：適切な切削条件が設定できない

｢【六面体】課題採点表」より評価

製作作業を顧み，各自で評価する
5点：適切な切削条件が設定できる
3点：工程によっては、担当講師から助言をもらう
1点：適切な切削条件が設定できない

製作作業を顧み，各自で評価する
5点：適切な切削条件が設定できる
3点：工程によっては、担当講師から助言をもらう
1点：適切な切削条件が設定できない
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表 2-5 切削技法 3（フライス盤）【六面体】の訓練課題 

 

基準 点 基準 点 基準 点 基準 点

1面と2面の直角度 許容差内 3 0.04 2 0.06 1 左記基準外 0

2面と3面の平行度 許容差内 3 0.04 2 0.06 1 左記基準外 0

1面と4面の平行度 許容差内 3 0.04 2 0.06 1 左記基準外 0

2面と5面の直角度 許容差内 3 0.04 2 0.06 1 左記基準外 0

5面と6面の平行度 許容差内 3 0.04 2 0.06 1 左記基準外 0

減点項目 基準 回数 減点 減点合計

小さい怪我 -3

不安全行為 -3

服装乱れ -1

工具整頓 -1

掃除状態 -1 （３０点満点）

点

0.02

0.02

0.02

点

最終得点
（製作得点－減点合計）

点

0.02

製作による得点の合計

0

0±0.12

左記基準外

左記基準外

1

0.02

±0.08

±0.08

±0.08

0左記基準外

3

±0.12

±0.12

13許容差内 5

許容差内

許容差内

C

（　　）

A

（　　）

±0.05

±0.05

フライス盤作業　【六面体】 課題　採点表　　   　作成者：(　　　　　　　　　　)

寸法許容差

（　　） ±0.05

測定箇所
受講生
実測値

指導員
実測値

5 1

採　　　　　点
得点

3

5

部品 ①

B
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2.3 訓練課題を活用した離職者訓練システム 

新しく構築する離職者訓練システムは，システム・ユニット訓練と訓練課題をマッチン

グさせて（課題型と略す），短期間で実践力を育成することを目的とする．図 2-1 に基づ

いて，訓練課題の狙いと手順について以下で説明する． 

システム・ユニット訓練は，訓練が細分化されているために受講生には馴染みのないも

のとして捉えられやすい．そのため，受講生に細分化されたものではなく，個々の訓練を

「意味をもったまとまり」として理解してもらうことが重要な課題となる．ここでは細分

化した訓練につながりをもたせるため，システム間に渡る技能・技術が必要な訓練課題を

設定する．具体的には，前半の訓練で図面や 3D モデルを作成しておき，ある程度の関連

知識を身につけた後半の訓練により機械加工を行い，作品（製品）として完成させる．す

べての訓練課題は，前半と後半を組み合わせる． 

その訓練課題には，ものづくり未経験の受講生でも機能が分かりやすく，興味をもちそ

うな身近で単純なものを選択し，受講生に企画・設計・製作させる．訓練課題への取組み

時には，受講生同士で協力して，教え合えるためのグループの編成を行う．それらにより，

訓練に魅力を持たせるとともに，技能・技術の習得度の向上を図る． 

また，訓練課題は，段階的に 3 種類用意し，グループで評価させるために報告書の提出

を求める．ステップ 1，2 の訓練課題は，ステップ 3 の訓練課題に必要な技能を盛り込んで，

段階的に設定する．ステップ 3 の訓練課題は，企業の実際の製品をイメージした，ものづ

くり現場の生産工程に沿ったものとし，企業が求める実践力を身に付ける．ここでは，様々

な生産現場の生産工程が含まれるとともに，企画・開発力が必要となる，プラスチック製

品の企画設計および射出成形用金型の設計製作を課題とする． 

表 2-6 に示す訓練カリキュラムは，従来から実施されている CAD/CAM 技術科のもので

ある．指導員は，このカリキュラムについて，すでにシステム・ユニット訓練としてのノ

ウハウを掴んでいる．新しい課題型の機械 CAD/CAM コースの考え方は，実績のあるシス

テム・ユニット訓練を活かしながら，新しい訓練手法をミックスすることで，従来にない

訓練効果を強力に生じさせることである．  

なお，訓練コースの正式名称は，モデルカリキュラムを使用しているために「CAD/CAM

技術科」となるが，従来の訓練コースと区別するために，受講生募集のパンフレット等で

使用している「機械 CAD/CAM コース」と表記する． 
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報告書 報告書 報告書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-1 システム・ユニット訓練と訓練課題（課題型）[2-12] 

 

 

 

 

・3次元 CAD応用(3ヵ月目) 

             

 

・CAM応用    (6ヵ月目) 

・金型仕上             

 

・3次元 CAD (2ヵ月目) 

 

         

 

・MC加工    (5ヵ月目) 

 

・機械製図  (1ヵ月目) 

2 次元 CAD  

        

 

・WEDM加工  (4ヵ月目) 
 

ステップ３の訓練課題 

 

ステップ２の訓練課題 

 

ステップ１の訓練課題 

 

 

達成感 

 

自信 

 

クラス全体で協力 

グループで作業 

 

グループ内で協力 

ペアーで作業 

 

ペアーで考え 

１人で作業 

 課 題 ご と に ス テ ッ プ ア ッ プ     

 

自由形状課題 

 
 

おもしろさ 

シ  ス  テ  ム  ・  ユ  ニ  ッ  ト  訓  練 

印鑑ケース 金型/成形品 



 

37 

 

表 2-6 機械 CAD/CAM コース（課題型）のカリキュラム 

 

仕上り像１ 
３次元による機械部品及び組み立て情報の作成と，さらに金型を理解し，そ

のモデリングができる 

仕上り像２ 
３次元CADデータから高精度高能率加工に必要なNCデータの作成ができ，

マシニングセンタにより所定の精度で加工できる 

 システム名 訓練目標 ユニット名 月 

仕

上

り

像

１ 

Ms409 

 

機械製図と 

2 次元 CAD 

機械製図と 2 次元 CAD，に関す

る技能及び関連知識を習得する 

機械製図 1（図形と寸法） 

1 

機械製図 2(精度と機械要素) 

2 次元 CAD1（システム操作） 

2 次元 CAD2（製作図作成）    

カスタマイズ 

2 次元 CAD(複合図形作成) 

Ms407 

 

3 次元 CAD 

基本 

3次元CADｼｽﾃﾑによる機械部品

作成に関する技能及び関連知識

を習得する 

3 次元 CAD 1(形状作成) 

2 

3 次元 CAD 2(形状編集) 

3 次元 CAD 6(図面化) 

3 次元 CAD 4(複合モデル) 

3 次元 CAD 5(アセンブリ) 

基本総合(課題演習) 

Ms408 

 

3 次元 CAD 

応用 

3次元CADよる金型設計に関す

る応用技能及びﾃﾞｰﾀ利用の関連

知識を習得する 

応用 1(射出成形概用) 

3 

応用 2(金型モデリング) 

応用 3(金型構造ﾓﾃﾞﾘﾝｸﾞ) 

応用 4(製造データ作成) 

応用 5(解析用データ作成) 

応用課題 

仕

上

り

像 

2 

Msub104 

 

NC ﾜｲﾔ放電加工 

NC ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞ及びその各種加

工方法に関して技能と知識を習

得する 

ﾜｲﾔ放電加工 1(NC ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞ) 

4 

ﾜｲﾔ放電加工 2(各種加工法) 

NC ﾜｲﾔ放電加工 3(加工作業) 

Ms112 

 

マシニングセン

タ加工基本 

ﾏｼﾆﾝｸﾞｾﾝﾀ加工の全般を知り，加

工の特徴と精度，ｺｽﾄ，時間につ

いての関連知識を習得する 

測定 

切削技法３（ﾌﾗｲｽ加工） 

ﾏｼﾆﾝｸﾞｾﾝﾀﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ１ 

ﾏｼﾆﾝｸﾞｾﾝﾀﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ２ 

5 

ﾏｼﾆﾝｸﾞｾﾝﾀ加工 

総合(課題演習) 

Ms415 

 

CAM 応用 

CAM ｼｽﾃﾑ及びその周辺技術の

全般を知り，操作と作成方法と

関連知識を習得する 

応用 1(ｼｽﾃﾑ概要) 

応用 2(2 次元データ作成) 

応用 3(3 次元データ作成) 

応用 4(高能率ﾃﾞｰﾀ作成) 

6 

応用 5(加工ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ) 

CAM 総合(課題演習) 

Msub111 

 

金型仕上げ 

金型などの仕上げ組立に関する

技能及び関連知識を習得する 

応用課題 

機械組立仕上作業 

精密測定 

ステップ 1 

図面 

ステップ 2 

設計 

ステップ 3 

企画開発 

設計 

ステップ 1 

加工 

ステップ 2 

製作 

 

ステップ 3 

製作 

評価 
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2.4 訓練課題に基づいた段階的な訓練 

2.4.1  ステップ 1 (入門用) 

入所して 4 ヵ月目に NC ワイヤ放電加工（WEDM と略す）の訓練をする．機械加工の未

経験者が多いので，まずは，数行の単純なプログラムに慣れてから，加工のための段取り

や作業を行う． 

その後，ステップ１の WEDM による「自由形状課題」に取り組む．入所 1 ヵ月目の「機

械製図と 2 次元 CAD」の演習により，図面にした形状を CAD で座標を求めてプログラム

を作成し，放電加工する．プログラムや加工条件は，2 人で考え，加工作業は１人ずつ指

導員とともに行う． 

プログラムは，すべてマニュアル入力（手入力）で行う．機械が一台のため，他の受講

生の加工が終わるまで加工待ちとなったら，NC シミュレ―タで多くの形状を作成し，プ

ログラムの確認作業をする．または，待ち時間を報告書の作成にあてる．ほとんどの受講

生が，機械加工の未経験であるため単純な形状加工を繰り返し，プログラムや機械に慣れ

るようにしている．希望者には，放課後に機械を貸出し，図 2-2 に示すような複雑な加工

も実施させる． 

加工終了後には，2 人で報告書を作成させ，完成した作品の意匠や NC プログラム，加

工作業の評価をし，報告書に盛り込ませる． 

ここでは，自由形状としたため，受講生独自の品物を創れるということで，ものづくり

の未経験者に対して，まずは「おもしろさ」を実感させる． 

図 2-2 の作品，図 2-3 の段取り作業の様子は，ともに受講生が提出した報告書から抜粋

したものである． 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-2 自由形状課題の作品図 [2-12]          図 2-3 WEDM の段取作業 [2-12] 
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2.4.2  ステップ 2 (設計・製作) 

ステップ 1 の訓練課題の終了後，４ヵ月目後半から「マシニングセンタ加工基本」の訓

練に入る．受講生は，WEDM の訓練で単純な NC プログラムや加工の段取り作業には慣れ

てきている．したがって，工具長測定や工具交換，多工程となる複雑な作業でも理解が容

易となり，積極的に取り組んでいる． 

ステップ 2 の訓練課題は，誰もが形状や機能を知っている「印鑑ケース」である．あら

かじめ決められた 4～5 人のワークグループで相談しながら，二人一組で設計製作する．入

所 2 ヵ月目の「3 次元 CAD 基本」で，機能やアイデアを盛り込んだ設計をしておく（図

2-4，図 2-5，図 2-6）．  

材料は，加工が容易なアルミニウム合金を使用し，訓練生自身が素材から切り出し，フ

ライス盤で所定の寸法公差に仕上げた六面体を使う．使用工具や切削条件，加工工程（図

2-7）など，すべてを二人で調べながら，計算しながら作業を進めていく．プログラムの作

成は，プログラムの本質を知るため，図 2-8 に示すようにプロセスシートを使ってマニュ

アルで行う．CAM は，いっさい使わない．段取りや加工作業は，必ず二人で順番に行わ

せるように指導し，作業に偏りがないようにしている．加工待ち時間ができたら，NC シ

ュミレ―タでのチェックや報告書の作成にあてている． 

加工終了後には，グループで報告書を作成させる．完成した作品の寸法測定をし，意匠

や機能，NC プログラムや加工作業の評価をし，報告書に盛り込ませる． 

ここでは，受講生主体で思考しながら設計製作して，受講生同士で製品を作り上げるこ

とにより「達成感」をもたせるようにしている． 

受講生が提出した報告書から抜粋した，印鑑ケースの完成品を図 2-9 に，感想の一例を

図 2-10 に示す． 

 

 

図 2-4 機能設計 [2-12]      図 2-5 製品図面     図 2-6 組立・意匠設計[2-12]  

  

印鑑を摘む際、 

指先を邪魔しない様

に本体部に溝を形成 

 

朱肉・印判ブラシ 

使用者の使い易い 

位置に入替られる

様同形状にて設計 

 

ケース本体の対角線上に 

印鑑収納部分を配置し 

手で取出し易い様に設計 

 

印鑑連続使用時の 

一時置場として 

転がり防止の溝 

本体部に溝を設置 
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図 2-7 工具リスト・マシニングセンタ工程表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-8 マニュアルによる NC プログラムの作成 

 

 

 

 

 

 

 

  図 2-9 印鑑ケースの完成品 [2-12] 
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図 2-10 報告書から抜粋した受講生の感想 [2-12] 

 

 

 

完成後の感想 

 

今回設計から加工までの全工程を，自分達の手で行った結果感じた事は， 

 1，加工を知らずに，設計は出来ないと実感した． 

    ⇒当初，マシニングセンタの概要を把握出来ていない段階で， 

     形状の設計を行ってしまい，実際の加工前に設計変更を迫られた． 

 2，NC プログラムを，CAM を使用せずマニュアルで作る事により，マシニン

グセンタの動きを正確に理解出来た． 

    ⇒修正・変更時もスムーズに行う事が出来た． 

 3，加工を始める前は，形状のプログラムを作り，ワークをセットすれば，自

動的に，簡単かつ短時間で製品が出来上がると思っていた．しかし，実際に

自分で加工を行う事により，よりよい製品を作る為には，しっかりした事前

の段取りと，多くの知識，正確な機械操作と根気等，多くの要素が必要とさ

れる事を学んだ． 

    ⇒同じ形状を切削するだけでも，人によって全く違うプログラムで，出

来上がりにも差が出る事を実感し，改めて，加工の難しさ，奥深さを

知った． 

 

今回，初めての経験で失敗も多く，時間も掛かり大変苦労したが，その分製品

が完成した時には，大きな喜びと達成感を得た．自分の手で１から『もの』を作

るという事に，遣り甲斐を見出し，苦労の中にも楽しみが多かった様に感じた．

今後は，今回の経験を生かし，生涯『ものづくり』に携わっていける様，更に多

くの事を学び，精進したいと思う． 
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2.4.3  ステップ 3(総合製作) 

ステップ 3 の訓練課題は，だれもが知っている単純で簡単なプラスチック成形品の企

画・設計，および金型の設計製作を実施し，その生産工程において技能・技術を習得する

内容構成である． 

訓練（システムまたはユニット）とともに生産工程が進行することを，表 2-7 に示す．

①～③の生産工程では，3 ヵ月目の「3 次元 CAD 応用」で図面やモデル等を作成しておく．

④の生産工程以降は，6 ヵ月目の「CAM 応用（後半）」から「金型仕上げ」にかけて機械

加工等を実施し，金型を完成させる．各ユニットでの演習や実習が，金型の設計製作の生

産工程となっている． 

その訓練での生産工程を 6 期生が製作した，「おにぎりケース（サイドゲート金型）」の

事例で，以下に説明する． 

 

表 2-7 訓練の工程 

システム ユニット 生産工程 実施月 

3 次元 CAD 応用 

応用 1 (射出成形概用) 
 

①仕様の提示 

②企画開発 

③設計 

3 ヵ月目 

応用 2 (金型モデリング) 

応用 3 (金型構造モデリング) 

応用 4 (製造データ作成) 

応用 5 (解析用データ作成) 

応用課題 

CAM 応用（後半） 

CAM 応用 4 (高能率データ作成) 
④工程検討 

⑤加工・組立 

⑥検査・評価 

⑦報告書の作成 

6 ヵ月目 

CAM 応用 5 (加工シミュレーション) 

CAM 総合 (課題演習) 

金型仕上げ 

応用課題 

機械組立仕上作業 

精密測定 

 

① 仕様の提示 

指導員は，受講生に対して仕様の提示をする．訓練課題は，「プラスチック製品の企画・

設計と射出成形用金型の設計製作および成形検証」とした．これに沿った製品開発をす

ること，身近な製品で実際に使えること，1 セットの製品および 1 セットの金型をクラス

全員で協力して創り上げること，第三者に評価される報告書を作成することなどを提示

する．また，成形機や材料，納期やコスト，想定する生産数量なども提示する． 

② 企画開発 

 企画開発の工程では，提示された仕様を表 2-8 に示した 3～4 人のグループでチェック
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し，製品の企画開発に結びつける．家庭で使用している日用品やショップの商品をグルー

プで調査・研究する．それを製品企画提案書としてまとめ，グループごとにプレゼンテー

ションをする．その結果，プレゼンテーションされた中から，指導員と受講生との話し合

いで製品（訓練課題）を決める．  

ここでは，既存の商品との差別化，予定価格，選択された経緯などを盛り込んだ，製品

企画提案書を作成させる．  

 

表 2-8 グループ編成の例（6 期生） 

（定員 15 名の内 2 名は就職のため早期終了）  

③ 設計 

設計の工程では，企画開発の工程で決められた，製品の機能設計や意匠設計を行う．ま

た，その製品をプラスチック成形品（以下成形品）にするための設計（図 2-11），その成

形品を射出成形により量産するための射出成形用金型の設計に結びつける（図 2-12）．製

品の機能設計や意匠設計，成形品設計および金型設計（金型モデル・構想設計）は全員で

行い，金型の部品設計（詳細設計）を，表 2-8 に示すグループに割り当てる． 

ここでは，製品企画提案書や製品図面・成形品図面などをまとめた製品設計レポート，

設計計算書や金型図面などをまとめた金型設計レポートを作成させる． 

 

 

 

 

図 2-11 ３次元モデルと流動解析 [2-13] 

グループ 氏名 部品設計・加工担当 報告書の責任担当 

１ 

A 
お面入れ子 

キャビ 

取付板 

製品設計 
B 

C 

D 

2 

E お面入れ子 

コアー 

可動側型板 

金型設計 F 

G 

3 

H 側面入れ子 

コアー 

突き出し板 

金型製作 I 

J 

4 

K 側面入れ子 

キャビ 

固定側型板 

射出成形 L 

M 
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図 2-12 金型モデル・構想設計 [2-13] 

 

④ 工程検討 

工程検討では，金型図面から発注部品を整理して，部品カタログや Web サイトから納期

や価格を調べて指導員に提出させる．また，手順計画に続いて工数計画，指導員が提示し

た設備の空き状況から日程計画（図 2-13）を PERT（Program Evaluation and Review Technique）

[2-14]やガントチャート（Gantt chart）[2-15]により作成する．それらで使用するツールは，

すべて指導員が用意して，受講生が簡単に入力できるようにしておき，手順や工数・日程

の検討に集中させる． 

ここでは，PERT やガントチャート，購入部品の一覧表（図 2-14）や加工時間などをま

とめた，工程検討に関するレポートを作成させる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-13 日程計画 
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図 2-14 購入部品一覧表（抜粋） 

 

⑤ 加工・組立 

加工・組立の工程では，③設計の工程で各グループに割り当てられた部品設計（詳細設

計）に引き続いて，その機械加工を行う．各グループは，複数の工作機械を使用して，同

時進行で作業を進める．今までに習得した技能・技術を受講生同士で確認しながら金型を

作り込んでいく．また，途中で加工ミスや機械の故障などにより計画通りにいかないこと

もある．その場合，PERT と表計算ソフトを連動させて計画の組替えを行う．また，クリ

ティカル・オペレーション[2-16]を重点管理して，各製作部品の納期を厳守させて組立て完

成させる．このように，機械加工などの生産技能の部分と生産工程を対応させることによ

り実践的に金型を完成させる． 

ここでは，加工工程表や工具リスト，NC プログラムデータなどを整理した金型製作レ

ポートを作成させる．図 2-15 から図 2-18 は，金型製作の作業の一例を示す． 

 

 

 

 

 

 

図 2-15 CAM による NC データの作成   図 2-16 マシニングセンタによるコア加工[2-12] 
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図 2-17 コアの手仕上げ            図 2-18 組立・調整 [2-13] 

 

⑥ 検査・評価 

検査・評価の工程では，組立てられた金型の寸法測定などの検査を行った後に，試作成

形を行う．不具合があれば，前の工程に戻り調整や再加工を行う．  

ここでは，成形条件や成形品・製品の評価を盛り込んだ射出成形レポートを作成させる．

図 2-19 は，完成した金型，図 2-20 は，試作成形品を示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-19 完成した金型 [2-13]         図 2-20 試作成形品 [2-13] 

 

⑦  報告書の作成 

 生産工程の途中で作成した，各グループのレポートを集めて整理し報告書にする．前掲

の表 2-8 に示した事例では，グループ 1 に製品設計報告書，グループ 2 に金型設計報告書，

グループ 3 に金型製作報告書，グループ 4 に射出成形報告書を割り当て，各グループに責

任をもたせてまとめさせ，整理した．そして，作成した 4 種類の報告書を金型設計製作報
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告書として製本した．図 2-21 に 4 種類の報告書を示す． 

 

 

 

 

 

 

図 2-21 4 種類の報告書 

 

2.5  訓練を支援する取り組み 

金型の設計製作では，先輩受講生が製作した金型とその報告書を手本教材とした．この

教材により，金型構造や加工方法を理解するための各種情報が揃っており，ブラックボッ

クスと見られがちな金型関連の技能・技術について，理解し習得することに効果が発揮さ

れる．たとえば，製作する金型の類似構造のものを教室に用意し，いつでも受講生同士で

分解・組立できるよう図面とともに整備しておき，ものづくり未経験の受講生でも自然に

金型に慣れるような環境を整えている． 

専門性の高い射出成形技術などの訓練は，職業大（相模原市，現在は小平市に移転），職

業大東京校（小平市，現職業大），高度ポリテクセンター（千葉市）に出向いたり，指導員

を招いて訓練を実施しており，受講生の評価は高い． 

企業の実践現場に立つ外部講師の先生をお願いすることもある．みがきや組立などのカ

ン，コツといった内容は，社団法人日本金型工業会の方に依頼している．また，3 次元 CAD

応用では，最新の金型設計手法として，設計製作現場の技術者の方にお願いしている．こ

れらの実践現場の生きた訓練は，受講生の動機付けにも貢献している（図 2-22 を参照）． 

安全に関しては，グループごとに複数の工作機械に分かれての作業が多く，指導員は近

くにいないことも多いため，指導を徹底している．予防措置とともに，事故の実例に基づ

いて実際の機械を使っての具体的な説明，ヒヤリハットの共有化を行っている．また，作

業は必ず二人で行い，受講生相互で確認しながら危険作業の指摘をすることとしている．

これらにより訓練コースの発足以来，かすり傷程度を含めて事故は起こっていない． 
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図 2-22 熟練技能者を講師とした訓練での感想の一例 [2-13] 

 

2.6 実地訓練に基づく訓練システムの検証 

2.6.1 訓練システムよる訓練効果 

本訓練システムによる訓練効果について，以下に述べる． 

機械 CAD/CAM コースの各期のクラスは，ステップごとの訓練課題が進むごとに遅刻や

欠席は少なくなり，グループごとの放課後の自主勉強会は定常化し，訓練意欲の高いクラ

スになっていった．訓練途中で挫折して退所する受講生は，他のコースでは 1 割程度はで



 

49 

 

てしまうが，本訓練コースでは一人もいない． 

最初に，習得度測定について述べる． 

(1) 習得度測定 

システムユニット訓練では，技能の習得度を「習得度確認シート」（2.2 節で説明）によ

り測定する． 5 段階で評価し 2 以下であると補講となるが，補講は行われなかった．どの

期もグループの受講生同士で教え合い，時には訓練終了後に作品を作り直して，すべて習

得度 3 以上となっていた． 

表 2-9 に，受講生全員のシステムごとの習得度と，その平均を示す．ほぼ同じ指導員が

指導し，設備もほぼ同じものを使った，機械 CAD 設計コースの習得度の平均が 3.5 である

のに対して，機械 CAD/CAM コースは 3.7 となった． 

また，各訓練課題による作品が完成する，NC ワイヤ放電加工（自由形状課題）・マシニ

ングセンタ（印鑑ケース）・金型仕上げ（金型，成形品）のシステムは，いずれも習得度

4.0 以上となっており，習得度が上がる傾向となっている．このことは，実物の素材や作品

を対象としないで作業を行っている CAD や CAM の習得度が 3.5 前後となっていることか

ら，完成品を目前にしての作業への興味が強いことを明らかに示していると言える． 

 

表 2-9 機械 CAD/CAM コースの習得度 

2006～2009 年（6 期）受講生 90 人  

 

 

種  類 シ ス テ ム 名 習得度 習得度の平均 

 

 

 

習 得 度 

（システム・ユニット訓練） 

 

機械製図 3.4  

 

 

 

3.7 

2 次元 CAD 3.5 

3 次元 CAD  3.6 

3 次元 CAD応用（設計） 3.6 

NC ワイヤ放電加工 4.0 

マシニングセンタ 4.1 

CAM応用（CAD/CAM） 3.6 

金型仕上げ（機械加工含む） 4.1 
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(2) 金型の完成 

ステップ 3 の訓練課題では，受講生の中には工作機械の取扱説明書や Web サイトで指

導員も知らなかった加工方法を探っていたことがあった．就職の面接では，専門の技術者

に成形品設計の意見を求めた受講生や，金型設計のアドバイスを頂いた受講生もいた．こ

のように，他の訓練コースでは見られない積極的な姿勢を表す受講生も現れている． 

その結果，1 期生から 6 期生まで，受講生同士で協力して金型を完成させることができ

た．その金型と成形品を図 2-23 に示し，以下で説明する[2-17]． 

① 1 期生は，「石けん箱」成形品とし，石けん箱としての機能や意匠を考えて，サイドゲ

ート（図 2-23①のように成形品のサイドからプラスチック材料を注入する）の金型構

造として完成させた[2-18]． 

② 2 期生は，1 期生の「石けん箱」成形品の問題点を考察して，同図②のようにゲートカ

ットなどの後加工をなくした 3 プレート金型構造とし，「全自動金型」として量産成

形を可能にした[2-19]． 

③ 3 期生は，同図③の「印鑑ケース」成形品とし，アンダーカット（成形品の凹凸によ

り金型から外せない）の処理を行うためのスライドコア金型構造として完成させた

[2-20]． 

④ 4 期生は同図④に示す「小物入れ」成形品とした．外観の見栄えに着目して，「ストリ

ッパ構造」（成形品の一部ではなく全体を突き出す方式）とし，突出し痕をなくすとと

もに，3 プレート金型構造とし，全自動での量産成形を可能にした[2-21]． 

⑤ 5 期生は，同図⑤の「立体型製氷皿」成形品とし，蓋と本体間の水漏れ防止対策や外

観に極端な凹凸ができたために樹脂流動解析を用いて，ショートモールド（プラスチッ

ク材料が欠損してしまう現象）を防いだ金型構造として完成させた[2-22]． 

⑥  6 期生は，同図⑥の「おにぎりケース」成形器とした．プラスチック材料の収縮によ

る金型への抱き付き力が大きくなり取り外せなくなるため，材料力学を学んでから対

応を考えて，金型設計に活かし完成させた[2-23]． 
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図 2-23 完成した金型と成形品 [2-12] 

② 2期生 

「石けん箱」 

3プレート金型 

 

④ 4期生 

「小物入れ」 

ストリッパー金型 

 

⑥ 6期生 

「おにぎりケース」 

サイドゲート金型 

① 1期生 

「石けん箱」 

サイドゲート金型 

 

③ 3期生 

「印鑑ケース」 

スライドコア金型 

 

⑤ 5期生 

「立体型製氷皿」 

サイドゲート金型 
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2.6.2  機械 CAD/CAM コースにおける訓練効果 

(1) 受講生の状況 

応募者数は，定員割れをしている他の訓練コースもあるにもかかわらず，金型を実際に

設計製作できるということで，定員 15 名に対し 1 期～3 期までは 40 人超，4 期から 6 期ま

では 80 人超と人気コースとなり，7 期目では，リーマンショックの影響もあると考えられ

るが，125 人となった（図 2-24）（同時期のポリテクセンター関東の応募倍率は平均で 2 倍

程度）．これは後述する就職に関する実績とともに，様々な成果物による訓練内容の「見え

る化」による PR 効果であると推察できる．表 2-10 に受講生の状況を示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-24  応募者の推移（定員 15 名） 

 

表 2-10  受講生の状況 （全 90 名） 

注意：就職率に用いられる就職者数は，訓練終了後 3 ヵ月までに就職できた方と定義され

ている． 

 

全 6 期の受講生の平均年齢は，32 歳で，機械系のコースとしては一般的である．性別は，

期 
訓練開始 

修了年月 
平均年齢 

性別 

（男・女） 

訓練関連職種の 

経験者・未経験者 

就職率 

（%） 

1 2006 年  7 月～12 月 32 10・5 1・14 100 

2 2007 年  1 月～ 6 月 34 7・8 1・14 100 

3 2007 年  ７月～12 月 31 10・5 1・14 100 

4 2008 年  1 月～ 6 月 32 7・8 3・12 100 

5 2008 年  7 月～12 月 32 8・7 2・13 100 

6 2009 年  1 月～ 6 月 31 8・7 3・12 100 

計 32  50・40 11・79 100 

（人） 
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男性 50 人に対して女性 40 人で，機械加工を実施するコースとしては女性の割合が多い．

訓練システム（訓練カリキュラム）に関連した職種の経験者は，11 人であり，12%と低い

と言える．具体的な前職は，いちばん多い一般事務を筆頭に，販売員，運転手，保育士，

劇団員，子育ての終わった主婦やフリーターなど様々である． 

就職は，6 期 90 人の全員が決めることができた．就職活動では，現下の厳しい雇用情勢

にあっては買い手市場であり，企業の採用基準として実務経験年数による即戦力を求めら

れる．それに対抗するツールとして，訓練課題で完成した作品とその報告書（訓練での成

果物と略す）が有効であった．これは，報告書が訓練生の技能や知識レベル，発想力，構

成力を具体的（訓練の見える化）[2-24]に証明できるものとなったためである．採用面接で

成果物の質問を投げかけられたら，しめたものである．自ら，企画設計製作しており，ど

んなことでも応えられ質問以上の回答もできた[2-12]．  

 

(2) 就職実績の考察 

ここでは，機械 CAD/CAM コースについて，就職実績に基づいた考察をする．受講生の

訓練の受講目的は，安定した就業形態に就くこと，および日々の訓練で身に付けた技能・

技術を活かせる職種への入職である．  

受講生は，安定した就業形態として常用雇用を希望する．このため，就職者のうちの常

用雇用者の割合を調べることとする．また，訓練に関連した職務に入職できたことを関連

就職と呼ぶことにする．そこで，就職者のうちの関連就職者の割合を調べることとする[2-3]． 

関連就職と常用雇用の割合を表 2-11 にまとめた．6 期 90 人の常用雇用と関連就職は，

それぞれ 90%と 87%となり，かなり高い数値となった．家庭の事情などにより，非関連就

職や常用雇用以外を選択した受講生もいたため，それらの例外を考慮すれば，ほぼ全員が

希望どおりに受講目的を達成できたと考える[2-12]． 

次に，経験者・未経験者，性別および年齢で比較する． 

① 経験者・未経験者 

今まで訓練関連職種に就いていた経験者か，就いていなかった未経験者かで比較した．

それぞれ，常用雇用は 82% 対 91%，関連就職は 82% 対 87%と，どちらも未経験者の方が

好結果となってしまった．  

ものづくりを目指す未経験の受講生は，入所する前の就職活動において，実務経験年数

を求められるというハンデを自覚している．そのため早い段階から就職活動を行い，ハン
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デをカバーするための訓練課題の報告書などを周到に準備して活用する傾向となっている．

そのため，完成度が高く，PR 効果が高かったと推察できる． 

 

表 2-11  訓練関連就職，常用雇用の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 男性・女性 

常用雇用では，男性 98% 対女性 83%，関連就職でも男性 94% 対女性 75%と，かなり差

がでてしまった．生産現場では，女性を敬遠することが多く，入職のための支援強化が必

要である． 

しかし，いったん入職してしまえば，評価は女性の方が高いことも多い．機械加工の現

場に入職した女性について，その企業へのヒアリング結果の抜粋を一例として，図 2-25 に

示す．また，横須賀市の精密機器製造メーカでは，1 期生の女性を，成果物の評価により，

マシニングセンタのオペレータとして生産現場に入職させた．その現場では，向上意欲の

高さから職場の雰囲気が変わったそうである．その後，2 期生の女性は CAD/CAM システ

ムのオペレータ，3 期生の女性は設計補助として，3 期連続で入職したという例もある．  

③ 年代 

１～6 期生の年齢構成は，20 歳前半から 40 歳後半であり，10 歳ごとに比較した．常用

雇用は 20 歳代から 97%・84%・100%，関連就職は，同じく 94%・82%・83%である． 

40 歳代受講生の常用雇用 100%，関連就職 83%での健闘が光る．40 歳代の受講生は，未

機械系 

機械 CAD/CAM コース（90 人） 

常用雇用 関連就職 

人/全人数 % 人/全人数 % 

合計 81/90 90 78/90 87 

経験者 9/11 82 9/11 82 

未経験者 72/79 91 69/79 87 

男 49/50 98 47/50 94 

女 33/40 83 30/40 75 

20 歳代 32/33 97 31/33 94 

30 歳代 43/51 84 42/51 82 

40 歳代 6/6 100  5/ 6 83 
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8. 今後，機会があれば，当施設の職業訓練の修了者を採用したいとお考えですか． 

 

①採用したい ②採用したいとは思わない ③わからない 

（理由） 

・向上意欲の旺盛さが他の施設の卒業生と比較して格段に高い．当社に定着しコアー

な戦力になる要因になる． 

・向上意欲や将来の方向性を明確化できるような訓練をしているならば，機械

CAD/CAM コースの評価は高い． 

・技術技能を極めるには学歴はまったく関係ない．当社のいちばんのエキスパートは

中卒である．現在，農業高校出身の学閥ができておりみな優秀である．かえって学歴

や職歴が邪魔をすることが多い．機械 CAD/CAM コースの訓練生も殆ど関連の学校

や製造業の未経験者であるがまったく問題ない．探究心をもった意欲的な人材を求め

ている． 

 

９．職業訓練について，要望，問題点，改善すべき点，当施設に期待することなど

をお聞かせください． 

・高度な技能は就職してからのＯＪＴによらなければ身に付かない．離職者訓練を通

じて自分で物事を考えられる自立した人を育ててほしい． 

 

＊ご協力ありがとうございました． 

経験の受講生と同様に，年齢によるハンデを自覚し，周到に準備した成果物を有効に活用

していたことが功を奏したものと考えられる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-25  就職先企業へのヒアリング結果から抜粋 

・ヒアリング先企業は，切削加工コンテスト

などで金賞・入賞の常連になっている 

・受講生の前職は証券会社、31 歳女性 

現在の職種：機械加工 
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(3) 受講生へのアンケート結果 

機械 CAD/CAM コースの 1 期から 6 期において，受講生が訓練をどう捉えているか，

JEED で実施しているアンケート調査から明らかにする．表 2-12 は受講生へのアンケー

ト調査の集計であり，表中の項目①～④について分析する．図 2-26-1 と図 2-26-2 は，ア

ンケート調査シートの一例を示している．なお，73 人からの回答であり，公表に際して本

人からの同意が得られている．また，回答数に入っていない受講生は，早期就職により修

了してしまい，訓練期間の終了時にアンケートに応じられなかった方である．  

① この訓練は，あなたの就職に役立つと思いますか． 

この質問では，「たいへん役に立つ（66%）」，「役に立つ（34%）」と回答している．受講

生は，訓練を受講したことにより，就職できたことを認識しており，訓練の有効性は高い

と考えられる． 

② 受講仲間がいて心の支えになった． 

この質問では，「あてはまる（74%）」，「だいたいあてはまる（22%）」と回答している．

受講生は，訓練課題の完成という目標に向かって，グループワークが機能していると考え

られる． 

③ 身につけたかった職業能力を習得できた． 

この質問では，「できた（58%）」，「だいたいできた（38%）」と回答している．両者の合

計は， 96%となり，企業への入職において，必要な職業能力は習得できていると認識して

いることを推察できる． 

しかし，意見・要望の欄では，「訓練のスピードが速すぎる」，「死ぬほど勉強した」など

の記述が複数あった．オーバワークになって，習得しきれない部分がある可能性も高く，

訓練のボリュームを考える必要がある． 

④訓練期間 

この質問では，「短かった（51%）」が最も多かった．訓練期間が短いため，職業能力を

習得しきれていないと認識していると推察できる．このことは，上記③の職業能力の習得

に対して，「できた」が，58% で留まっている要因の一つであると考えられる． 

意見・要望の欄では，「訓練期間の延長」や「訓練を毎日 5 時までやって欲しい」（訓練

時間は，9 時から 3 時），「居残りを 7 時くらいまでは認めてほしい」，「土日も短時間でも

開放して欲しい」という記述も複数ある．これらの回答から，受講意欲の高さは推察でき
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るが，訓練のボリュームに対する訓練時間の問題が明らかになった． 

 

表 2-12  受講生へのアンケート調査の集計 ( % )   n=73 

 

①この訓練は，あなたの

就職に役立つと思いま

すか 

大変 

役に立つ 

 

役に立つ 

 

役にたたない 

全く 

役に立たない 

66 34 0 0 

②受講仲間がいて心の支

えになった 

 

あてはまる 

だいたい 

あてはまる 

あまり 

あてはまらない 

 

あてはまらない 

74 22 4 0 

③身につけたかった職業

能力を習得できた 

できた 
だいたい 

できた 

あまり 

できなかった 

 

できなかった 

58 38 4 0 

④訓練期間 

長かった 適切だった 短かった 

  3 46 51 
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図 2-26-1  アンケート調査シート(表) 
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図 2-26-2 アンケート調査シート(裏) 
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2.7 まとめ 

本研究では，従来から実施しているシステム・ユニット訓練の問題点を指摘し，それ

に対応して新しく提案した訓練コースの検証を実地訓練の結果に基づいて行った．その

結果，新しく提案した離職者訓練システムの有効性を確認できた．  

(1) ものづくり未経験の求職者に対して，6 ヵ月の訓練期間で複数の訓練課題を活用（課

題型）して，金型の生産現場にステップを踏んで近づいていく訓練システムを新構築

し実施した．その機械 CAD/CAM コース（以後，CAD/CAM コースと呼ぶ）では，既

存の類似訓練より習得度を（0.2/5）アップさせることができた．また，6 期連続で金

型を完成させることができ，新システムの有効性を実証した． 

(2) その際に，訓練での成果物は，訓練内容の「見える化」を通じて，PR ツールとして活

用され，入所者 90 人全員の就職が達成されるという成果が現れた． 

(3) 応募者の観点からは，従来からのモジュール訓練よりも，訓練課題を活用した離職者

訓練システムの方に魅力を感じている．応募者は，１期生の 40 人超から 4 期生以降の

80 人超となった． 

(4) 受講生の観点からは，受講目的である常用雇用（90%）と関連就職（87%）を達成でき

る可能性が高いことが確認できた．  

(5) また，受講生へのアンケートでは，「この訓練は，あなたの就職に役立つと思いますか」

（たいへん役に立つ66%・役に立つ34%）と高い評価を示していることを確認できた． 

イ. 受講生の多くは，「受講仲間がいて心の支えになった」（あてはまる 74%・だいたい

あてはまる 22%）と回答している．グループワークが，機能したと考えられる． 

ロ. 「身につけたかった職業能力を習得できた」（できた 58%・だいたいできた 38%）と

回答している．入職においての職業能力は習得できていると考えている受講生が多

い． 

 ハ．訓練期間については，「短かった（51%）」と回答している．訓練のボリュームに対

する訓練期間とともに訓練時間の問題が明らかになった． 
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第 3章 企業の生産プロセスに沿った離職者訓練システムの構築と評価 

 

3.1 はじめに 

従来からの離職者訓練は，ものづくりの初心者にとっては，仕事との関係や訓練の目標

を掴み難く，訓練意欲の持続に問題があった．そこで，第2章で示した，訓練課題を活用

した離職者訓練ンステムを新構築し，改革の方向性を示した．これらを踏まえて，さらに

発展させるために，全国の基幹6施設の訓練現場の指導員から構成された，「短期課程拡

充に係る企画プロジェクト」で新たに訓練システムの構築を検討し，試行することとした． 

この訓練は6ヵ月のシステム・ユニット訓練に，訓練の特徴により2～4ヵ月の期間を追加

することにし，強い特色を付与するための牽引題材として，企業の生産プロセスに沿った

新たな訓練コースを提案し計画した．提案した新たな訓練コースは，生産プロセスの導入

方法の違い，ならびに習得すべき職業能力に関する観点の相違に基づき「技能習熟型訓練」

と「技能活用型訓練」に分けられる[3-2]．これらの訓練は，ポリテクセンター関東をはじ

めとする全国9ヵ所のポリテクセンターにおいて，2009年から2011年にかけて2期に渡り試

行され，実地に訓練効果の検証が行われた[3-1]． 

第 3章の研究は，はじめに，新たに設置された企業の生産プロセスに沿った技能習熟

型・技能活用型の離職者訓練の実施形態および訓練課題の詳細と相違点について述べる．

次に，新旧の離職者訓練を実施した際の訓練効果を，訓練科の定員の充足率と就職率の

実績の比較から解明する[3-2]．また受講生へのアンケート結果，および指導員へのアン

ケート結果から訓練効果を捉えることを目的とする． 

 

3.2 企業の生産プロセスに沿った訓練システム 

新たな訓練コースの考え方の基本は，従来からのシステム・ユニット訓練を排除する

のではなく，むしろ実績に裏付けられた訓練カリキュラムを活かしながら，新たな訓練

手法をミックスすることで，従来にない訓練上の変化を強力に生じさせ，受講生の理解

や支持を高めることである[3-2]． 

この訓練コースでは，延長された期間において，受講生に将来の就職先となる企業の

生産現場を連想させるとともに，製品に対応する訓練課題の完成という明確な目標を持

たせることを狙いとした．一つは，企業の生産プロセスに沿った訓練課題を反復して訓

練することで，技能の習熟度を高めることを目的とした「技能習熟型訓練」（この訓練課
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題を習熟課題と呼ぶ）である．もう一つは，企業の製品開発・設計・生産プロセスに沿

った訓練課題を採用して，習得した技能を活用する能力を高めることを狙いとした「技

能活用型訓練」（この訓練課題を活用課題と呼ぶ）である[3-2] [3-3]． 

なお，将来への発展として，企業の生産プロセスに沿ったカリキュラム内容をシステ

ムおよびユニットとして標準化してしまえば，従来のモジュール訓練方式の運用の延長

として，拡張型モジュール訓練方式の実現が行える可能性が十分あるものと考えられる

[3-2]． 

 

3.2.1 技能習熟型訓練 

(1) カリキュラム構成 

 技能習熟型訓練は，最初にシステム・ユニット訓練を行い，基礎的な知識および技能・

技術を習得する．その後，ものづくり企業の生産プロセスに沿った習熟課題を反復する

応用的な訓練により，技能の習熟度を高めることを付加価値とする．技能習熟型訓練の

カリキュラム構成は，システム・ユニット訓練での 2 つの独立した職務目標（仕上り像

1・2）を踏まえて，応用的な訓練目標（全体仕上り像）に向かう編成である[3-2]． 

表 3-1 にポリテクセンター広島で試行した機械加工技能習熟科（以後，機械加工コー

スと略す）のカリキュラム構成を示す．最初の 3 ヵ月は，「汎用旋盤による丸もの加工が

できる」ことを職務目標（仕上り像 1）とした．次の 3 ヵ月は，「汎用フライス盤による

機械加工，NC工作機械のプログラミング，段取り，加工作業ができる」ことを職務目標

（仕上り像 2）とした．各システムにおいては，それらに対応した 1 ヵ月単位，または 3

日単位の適切なシステムまたはユニットが選択された．同表の技能習熟型訓練では，前

述の 2 つのモジュール訓練の後，「ものづくり企業の QCD（品質・価格・納期）重視の

生産プロセスを再現した訓練により，精密機械組立装置の製作ができる」[3-2]（空気圧

モータなどの機械組立て装置の課題を設定）ことを応用的な訓練目標（全体仕上り像）

として設定した．すなわち，従来のモジュール訓練方式では扱われていなかったカリキ

ュラム内容を導入した点が特色である[3-2] [3-4]． 
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表 3-1 機械加工技能習熟科のカリキュラム 

仕上り像１ 汎用旋盤による丸もの加工ができる． 

仕上り像２ 汎用フライス盤による機械加工，NC工作機械のプログラミング，段取り，加工作業ができる． 

全体仕上り像 
ものづくり企業の QCD（品質・価格・納期）重視の生産プロセスを再現した訓練により，精密機械組立装

置の製作ができる．（空気圧モーターなどの機械組み立て装置の課題を設定） 

システム名 ユニット名 訓練時間 月 訓練方法 

仕

上

り

像

１ 

機械加工導入 

製図1（製図一般） 18 

1 

シ 

ス 

テ 

ム 

ユ 

ニ 

ッ 

ト 

訓 

練 
 

製図2（図示法） 18 

測定 18 

仕上げ1 18 

切削技法 1（旋盤） 18 

切削技法 3（フライス加工） 18 

製造技能習得 

文書データ処理 18 

2 

クレーン運転業務に係る特別教育 18 

仕上げ2 18 

普通旋盤 1 18 

普通旋盤 1（反復） 18 

普通旋盤 2 18 

丸もの加工 1 

応用課題（旋盤3級） 18 

3 

応用課題（反復） 18 

応用課題（旋盤2級） 18 

応用課題（反復） 18 

応用課題（旋盤1級） 36 

仕

上

り

像 

2 

角もの加工Ⅰ 

 

自由研削用といしの取替等の業務に係る特別教育 18 

4 

機械研削用といしの取替等の業務に係る特別教育 18 

フライス盤 1（正面フライス） 18 

フライス盤 2（エンドミル） 18 

フライス盤 5（ボーリング加工） 18 

フライス盤 5（反復） 18 

角もの加工Ⅱ 

 

応用課題（フライス2級） 18 

5 

平面研削盤1 18 

マシニングセンタ1 (プログラム基本) 18 

マシニングセンタ2 (課題プログラム) 18 

マシニングセンタ3 (機械操作) 18 

CAM1（2次元加工データ作成） 18 

丸もの加工Ⅱ 

マシニングセンタ4 (加工作業及び課題演習) 18 

6 

NC旋盤 1（プログラムの基本） 18 

NC旋盤 2（加工課題のプログラム） 18 

NC旋盤 3 18 

NC旋盤 4（加工作業） 18 

NC旋盤 5（課題演習） 18 

全

体

仕

上

り

像 

 

加工精度の検証と図面読解 

習

熟

課

題 

製図 5（図示法・公差） 18 

7 

応 

用 

的 

な 

訓 

練 

製図 5（反復） 18 

精密測定 18 

精密測定（反復） 18 

3次元測定 18 

切削に関する知識（旋盤加工編） 18 

汎用・NC・MC加工Ⅰ 

切削に関する知識（フライス盤加工編） 18 

8 

読図・工程立案 18 

製品製作（ケーシング、ピストン、シリンダ、クランク

シャフト、コンロッド、シリンダヘッド等） 

72 

汎用・NC・MC加工Ⅱ 

72 

9 

検査 18 

フォローアップ 18 

合   計 972H 9月 
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(2) システム・ユニット訓練 

システムユニット訓練の段階では，従来からの訓練と同様に 1 ヵ月ごとのペーパーテ

スト・実技課題や自己評価などにより受講生の習得度を 5 段階で測定する． 

機械加工コースでは，2 つのモジュール訓練の仕上げとして，技能検定の実技課題を

行う．たとえば，図 3-1 に技能検定の機械加工「普通旋盤作業」[3-5]を，図 3-2 に「フ

ライス盤作業」[3-6]の実技課題を示す．指導員は，それらの作品のでき栄えから受講生

の習得度を判断する．なお，受講生の習得度が 2 以下の場合は，指導員が補講を行い，

受講生全員が一定レベルまでは到達できるように配慮する[3-2]． 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-1 機械加工「普通旋盤作業」[3-2]   図 3-2 機械加工「フライス盤作業」[3-2] 

 

(3) 応用的な訓練 

次に，機械加工コースの応用的な訓練では，習熟課題をものづくり企業の生産工程に

沿って，「エアモータの製作と組立」とした．受講生は，指導員から与えられた図面や仕

様通りに，製品を早く正確に生産し納品する．その後に反復訓練を行い，技能の習熟度

を高める[3-2]．  

この訓練では，指導員を発注者と仮定し，受講生は受注者である．受講生を 3～4 人の

グループに分け，各グループでエアモータを一台ずつ製作する．図 3-3 に応用的な訓練

のプロセスを示し，以下で説明する． 

① 受講生は，図面と仕様書を渡され受注となる． 

② 読図の工程では，図面と仕様を確認して，理解する． 

③ 工程検討では，工程表や作業の手順書を作成し，作業時間やコストを見積る． 

④ 加工の工程では，指示された精度や品質，作業時間を守って部品加工をする． 
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⑥ 
 

検査 

 

⑤ 

組立 

調整 

 

④ 
 

加工 

② 
 

読図 

③ 

工程 

検討 

⑤ 組立調整では，不具合個所の調整を行い，必要に応じて再加工をする． 

⑥ 検査の工程では，部品寸法や組立寸法の検査表を作成し，それに基づいて製品の機能

を指導員と受講生で確認する． 

⑦ その後，完成した製品を指導員に納品する． 

この技能習熟型訓練の最大の特徴は，製品が完成したグループに対して，図面や仕様

の一部を変更して再製作させることである．このタスクによって，ある作業に関して習

熟の低い受講生には，その作業を反復させることになる．こうして，指導員は，発注者

であるとともに生産現場の管理・監督者として，受講生を指導する役割を担う．図 3-4

に受講生が製作した習熟課題「空気圧モータ」の部品と組立状態を示す．同図右のよう

に組み上がったエアモータの検査段階では，モータに圧縮空気を供給して運転性能の評

価もする[3-2] [3-7]． 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-3  応用的な訓練のプロセス 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    図 3-4 習熟課題「空気圧モータ」[3-2] 

 

 

 

⑦ 

完成品 

① 

仕様書 

図面 

 

  

反 復 訓 練 
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3.2.2 技能活用型訓練 

(1) カリキュラム構成 

技能活用型訓練では，最初にシステム・ユニット訓練とそれに対応する段階的な訓練

課題を実施し，受講生に基本的な知識および技能・技術を習得させる．その後，製品開

発を重視したものづくり企業の生産プロセスに沿った活用課題による応用的な訓練を実

施し[3-2]，積み上げてきた技能の活用能力を高めさせる．また，受講生には段階的な訓

練課題および活用課題の報告書の提出を求める[3-2]． 

このように，技能活用型訓練のカリキュラム構成の特色は，一つの職務目標（仕上り

像）に向かって，システム・ユニット訓練から応用的な訓練につながる編成を採用する．

具体的には，グループによる作業分担に責任を持たせ，グループ間の調整によって最終

製品を完成させることを目標とし，その訓練課程において習得した技能を順次活用でき

るように訓練カリキュラムを編成することが最大の特徴である[3-2]． 

表 3-2 にポリテクセンター関東の射出成形金型設計製作科のカリキュラム構成を示す．

本コースの職務目標（仕上り像）は，「ものづくり企業の生産プロセスを再現し，成形品

の企画設計および金型の設計製作ができる」とした．従来型のモジュール訓練方式では，

システムの組合せのみで訓練期間が充足されるため，このような明確な目標設定を行う

ことはほぼ不可能であった[3-2]． 

本科の設定では，訓練目標に向かって，同表に示すシステム・ユニット訓練による製

図基本作業からスタートして，最後の 3 次元 CAD 応用までの 8 ヵ月を編成して，その後

に応用的な訓練 2 ヵ月を編成し，それらに対応した訓練課題が配置される[3-2]． 
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表 3-2  射出成形金型設計製作科のカリキュラム 

仕上がり像 ものづくり企業の生産プロセスを再現し，成形品の企画設計及び金型の設計製作ができる 

システム名 ユニット名 訓練時間 月 訓練方法 

製図基本作業 

製図１（製図一般） 18 

１ 

シ 

ス 

テ 

ム 

・ 

ユ 

ニ 

ッ 

ト 

訓 

練 
 

製図２（図示法） 18 

製図３（各種図示法） 18 

製図４（断面図） 18 

製図５（図示法・公差） 18 

製図６（機械要素及び課題演習） 18 

CAD基本作業 

ＣＡＤ１（ＣＡＤの概要） 18 

2 

ＣＡＤ２（基本コマンドの操作） 18 

ＣＡＤ３（基本コマンドによる作図） 18 

ＣＡＤ４（正投影法による作図） 18 

ＣＡＤ５（部品図の作成） 18 

ＣＡＤ６（課題演習） 18 

3次元 CAD基本 

３次元ＣＡＤ１（３次元形状の作成） 18 

3 

３次元ＣＡＤ２（３次元形状の編集） 18 

３次元ＣＡＤ６（２次元図面） 18 

３次元ＣＡＤ４（複合モデリング） 18 

３次元ＣＡＤ５（アセンブリ） 18 

３次元ＣＡＤ基本総合（課題演習） 18 

NC ﾜｲﾔ放電加工 

ＮＣワイヤ放電加工１（プログラム） 18 

4 

ＮＣワイヤ放電加工２（各種加工） 18 

ＮＣワイヤ放電加工 ３（加工作業） 18 

切削技法基礎 

測定 18 

切削技法２（仕上げ・ボール盤） 18 

普通旋盤１ 18 

フライス盤加工 

フライス盤１（正面フライス） 18 

5 

フライス盤２（エンドミル） 18 

フライス盤３ 18 

射出成形基礎 

プラスチック射出成形 18 

プラスチック射出成形技術 18 

プラスチック射出成形金型設計 18 

マシニングセンタ作業 

マシニングセンタ １（プログラム） 18 

6 

マシニングセンタ ２（加工課題） 18 

マシニングセンタ ３（機械操作） 18 

マシニングセンタ ４（加工作業） 18 

マシニングセンタ総合（課題演習） 18 

応用課題 18 

CAM応用 

ＣＡＭ応用１（ＣＡＭシステム概要） 18 

7 

ＣＡＭ応用２（２次元加工データ） 18 

ＣＡＭ応用３（３次元加工データ） 18 

ＣＡＭ応用４（高能率加工データ） 18 

ＣＡＭ応用５（シミュレーション） 18 

ＣＡＭ総合（課題演習） 18 

金型仕上 

３次元測定 18 

8 

機械組立仕上げ作業 18 

応用課題 18 

3次元 CAD応用 1 

３次元ＣＡＤ応用１（射出成形） 18 

３次元ＣＡＤ応用２（金型モデル） 18 

３次元ＣＡＤ応用３（構造モデル） 18 

金型設計  

活 

用 

課 

題  

 

企画開発，設計，工程検討 

 

108 
9 

応 

用 

的 

な 

訓 

練 金型製作 

 

加工・組立，検査・評価 

 

90 
10 

フォローアップ 18 

合計 1080H 10月 
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 (2) システム・ユニット訓練 

システム・ユニット訓練の段階では，従来と同様に 1 ヵ月ごとのペーパーテスト・実

技課題や自己評価により，受講生の習得度が 5 段階で測定される． 

射出成形金型設計製作科では，ものづくりの未経験者に当該訓練分野における職務遂

行に必要な技能・技術を段階的に習得させる必要がある．このため，図 3-5 に示す Step1・

2・3 の訓練課題をシステム・ユニット訓練の 4 ヵ月目後半から 1 月ごとに配置した[3-2]． 

Step1 は，入門用の訓練課題「ワイヤ放電加工による自由形状」の製作である．それま

でに習得した技能を活かしながら，まず工作機械に慣れる．次の Step 2 は，部品加工・

組立の訓練課題「ミニバイス」の製作である．受講生は，与えられた仕様や加工・製作

方法通りに課題を完成させ，基本技能を身に付ける．最後の Step 3 は，設計・製作の訓

練課題「印鑑ケース」の製作になる．受講生主体で「印鑑ケース」の機能設計・意匠設

計や製作方法が検討される[3-2]． 

Step 1・2・3 の訓練課題の実施に当たっては，受講生に図面やその設計計算書，加工

工程表，寸法検査表，作業状況などをまとめさせ，受講生自らが習得度を評価できる報

告書を作成させる[3-2] [3-8]． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-5 訓練課題 [3-2] 

 

 

報告書 

シ ス テ ム ・ ユ ニ ッ ト 訓 練 

 

Step1 

入門用 

 

Step2 

部品加工・組立 

 

 

Step3 

設計・製作 

報告書 報告書 
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 (3) 応用的な訓練 

 射出成形金型設計製作科の応用的な訓練は，活用課題を「プラスチック製品の企画・

設計と射出成形金型の設計製作および成形検証」とする．受講生は，指導員から与えら

れた仕様に基づいて，製品開発をして生産し，報告書とともに納品する．その工程にお

いて，習得技能を活用していく．  

前節の技能習熟型訓練と同様に，指導員を発注者と仮定し，受講生を受注者とする．

また，一台の金型を主だった製作部品で分け，それに対して 2～3 人からなるグループを

それぞれ割り当てる．図 3-6 に応用的な訓練のプロセスを示し，以下で説明する[3-2]． 

① 受講生は，まず提示された仕様に基づいて活用課題のポイント，購入部品の範囲や使

用できる設備の確認をする． 

② 企画開発の工程では，各グループで製品案を考え，プレゼンテーションをして，その

後の討議で取組むべき製品を決める． 

③ 設計の工程では，製品設計から，その部品となる成形品を決め，それを金型設計に結

びつける． 

④ 工程検討では，金型製作の手順や各グループへの工作機械の割り振りを受講生と指導

員とで相談して決める． 

⑤ 加工・組立の工程では，金型の部品を各グループの受講生同士で協力して製作する．

また，その金型の部品を集めて組立て完成させる[3-2]． 

⑥ 検査・評価の工程では，射出成形をし，成形品を組立て，製品としての出来栄えを確

認する． 

⑦ その後，金型とプラスチック製品を指導員に納品する．また積極的に「訓練内容の見

せる化」を行うためのツールとするために，工程ごとに作業内容や自己評価を盛り込

んだレポートを作成しておき，そのレポートをグループごとに分担して，一冊の活用

課題報告書としてまとめる．  

指導員は，発注者であるとともに生産現場でのアドバイザーとして，受講生に求めら

れたときにだけ，指導する役割を担う．図 3-7 に受講生が製作した活用課題「ゆで卵成

形容器」の金型と成形品を示す．同図左に示す金型から，右図のように射出成形された

成形品にゆで卵を挿入して加圧変形させる[3-2] [3-9]． 
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⑥ 

検査 

評価 

⑤ 

加工 

組立 

 

 

④ 

工程 

検討 

 

② 

企画 

開発 

 

③ 

設計 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-6  応用的な訓練のプロセス 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-7  活用課題 [3-2] 

 

3.2.3 新たな訓練コースの実施状況 

本研究での新たな訓練コースは，全国のポリテクセンターで試行されることになった．

技能習熟型訓練（以後，習熟型とする）および技能活用型訓練（以後，活用型とする）

の選択は，毎年指導員が行う企業ヒアリングによる地域の人材ニーズ調査，訓練受講生

へのアンケート調査，指導員の専門性や設備の状況などに基づいて決められる．表 3-3

は 2009 年 10 月より 9 施設 11 科で順次試行された新たな訓練コースを示す．4施設にお

いて習熟型が実施され，6施設において活用型が選択された．また，1施設で複数科に適

用を試みた場合でも，ポリテクセンター関東のように活用型のみを選択した試行例と，

大阪センターのように訓練科に応じて習熟型と活用型の両者を選択し分けている試行例
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があったことは興味深い．訓練期間については 8ヵ月以上であり統一性は見られないが，

これは訓練カリキュラムの編成方針の相違によるものと考えられる．なお，受講者数の

定員設定の相違は，各施設における設備の保有状況と物理的な収容限界に起因するもの

である[3-2] [3-10]． 

  

表 3-3  新たな訓練コース （試行 1 期目） 

ポリテク 

センター 
訓 練 科 名 

訓 練 

タイプ 

訓練期間 

（月） 
定員 開始年月 

宮 城 電気設備施工技能習熟科 習熟型 10 20 2010 年  1 月 

高 度 駆動制御装置設計製作科 活用型 10 15 2009 年 10 月 

関 東 
射出成形金型設計製作科 活用型 10 10 2010 年  1 月 

監視制御システム設計製作科 活用型 10 20 2009 年 10 月 

富 山 工場電気設備設計施工科 活用型 9 18 2009 年 10 月 

愛 知 プレス金型設計製作科 活用型 9 20 2009 年 10 月 

大 阪 
機械装置設計技能習熟科 習熟型 8 22 2009 年 10 月 

マイコン制御機器試作開発科 活用型 8 22 2009 年 11 月 

兵 庫 受配電設備設計施工科 活用型 10 20 2010 年  2 月 

岡 山 切削加工技能習熟科 習熟型 9 15 2009 年 10 月 

広 島 機械加工技能習熟科 習熟型 9 15 2009 年 10 月 

9 施設 11 科 

 

3.3  試行実地に基づく訓練システムの検証 

本章では，JEED での離職者訓練における従来型モジュール訓練方式と，新たに提案し

た訓練方式を実地に試行した結果を比較検討し，両訓練方式の訓練効果について検証を

行う．ここでは離職者訓練を受講しようとする求職者と，受講生を採用しようとする企

業，そして受講生の立場からの評価を試みる[3-2]． 
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3.3.1 モジュール訓練方式と新たな訓練システムの訓練効果 

従来から実施されているモジュール訓練と本研究で新たに設定された企業の生産プロ

セスに沿った 2 タイプの訓練の比較を行う．JEED では，訓練コースの評価として訓練

の入口である定員に対する入所者の割合である定員充足率と出口である就職者の割合で

ある就職率を翌年度以降に Web ページで公表する．定員充足率は，求職者にとって訓練

内容が魅力的であるかどうかを表す指標と解釈できる．就職率は，受講生を採用する企

業にとって受講生が習得した技能が魅力的であるかを表す指標とみなすことができる

[3-2]． 

全国で実施された 2011 年度までの離職者訓練の結果が，2013 年 5 月に報告された．

表 3-4 に従来のモジュール訓練と新たな訓練コースの比較を示す．2010 年度は，訓練科

数が習熟型 4 科に対して活用型 7 科で合計 11 科であった．2011 年度は，東日本大震災

の被害を受けたポリテクセンター宮城が廃止となり，高度ポリテクセンター（千葉県）

が活用型を 1 科増やしたため，習熟型 3 科に対して活用型 8 科で合計 11 科となった． 

2010 年度，2011 年度の定員充足率を比較する．従来からのモジュール訓練は，両年度

ともに 80 %前後である．新たな訓練コースは，100 %，または 100 %に近く，いずれも

従来からのモジュール訓練を 20% 程度上回った[3-2]． 

2010 年度の就職率を比較する．従来からのモジュール訓練と新たな訓練コースである

習熟型は，81%から 83%以内の範囲に留まっており，有意差はないと言える．一方，活

用型は，88 %以上を維持できていることがわかり，5% 以上の差が見られることから，

明らかに訓練効果に差が現れているとみなせよう．次に 2011 年度の就職率を比較する．

モジュール訓練と習熟型は，85 %前後となっており，2010 年度と同様にほとんど差がな

い．その理由として，習熟型は類似課題の反復により技能を高める内容であるため，受

講者は実質的な技能の習熟度は確実に向上するものの，モジュール訓練の訓練期間を延

長した単純な繰返し訓練と受け止められた可能性があったと考えられる．これに対して

活用型は，90 %を超える実績を示しており，モジュール訓練と習熟型より 5%も上まわ

っていることから，明らかに訓練効果が高かったものと推定される．これは，訓練内容

や習得レベルを求人企業に評価された結果であり，それを報告書により可視化できたか

らである．その詳細は，次節で述べる[3-2]． 

 以上の結果から，求職者にとっては，モジュール訓練よりも，定員充足率の観点から

は習熟型および活用型のほうが訓練カリキュラムとして魅力的であり，就職率の観点か
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らは活用型の方が就職に際して有利に作用した．すなわち訓練効果が高かったと言えよ

う．また，企業にとっては，モジュール訓練と習熟型はほとんど差がなく，活用型の方

が魅力的であることが確認できた[3-2]．  

 

表 3-4  従来の訓練と新たな訓練の比較 

 

3.3.2 ポリテクセンター関東における技能活用型訓練の訓練効果 

受講生の訓練の受講目的は，安定した就業形態に就くこと，および日々の訓練で身に

付けた技能・技術を活かせる職種への入職である．ここではポリテクセンター関東で試

行された技能活用型訓練について，射出成形金型設計製作科と監視制御システム設計製

作科の 2 コースの就職状況に基づいて訓練効果を検証する[3-2]． 

受講生は，安定した就業形態として常用雇用を希望する．このため，就職者のうちの

常用雇用者の割合を調べることとする．また，訓練カリキュラムに関連した職務に入職

する関連就職を希望する．そこで，就職者のうちの関連就職者の割合を調べることとす

る[3-2]． 

表 3-5 はポリテクセンター関東の技能活用型訓練での常用雇用者と関連就職者の割合

を示す．技能活用型訓練での常用雇用者の割合は，2010 年度，2011 年度ともに 80 %を

超えた．関連就職は，いずれも 90 %を超えた．このことにより，受講生の訓練の受講目

的が高い割合で達成されたことを確認できる．次に，その要因を以下で考察する[3-2]． 

 

表 3-5  ポリテクセンター関東の技能活用型訓練 

就職活動では，訓練内容や技能の習得レベルを端的に表わす訓練課題や活用課題による

訓練 

コース 
訓練タイプ 

訓練科数 入所者 定員充足率(%) 就職率(%) 

2010 2011 2010 2011 2010 2011 2010 2011 

従来の 

訓練 
モジュール訓練 517 497 25,718 24,340 83.4 79.7 82.6 84.8 

新たな 

訓練 

習熟型訓練 4 3 72 52 100.0 100.0 81.0 85.2 

活用型訓練 7 8 119 137 99.2 97.6 88.3 90.2 

年度 訓練科数 定員 常用雇用(%) 関連就職(%) 就職率(%) 

2010 2 30 85.1 96.3 96.4 

2011 2 30 81.5 92.6 96.4 
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作品と，その報告書が利用された．履歴書や職務経歴書の事前送付の段階では，受講生が

まとめた報告書の抜粋が同封された．また，採用面接では，訓練課題や活用課題による受

講生自作の作品を受講生が持参し，それに関連した報告書により，面接官に訓練内容や習

得レベルを具体的に説明する[3-2]．図 3-8 は，射出成形金型設計製作科の活用課題による

成果物を示す．次に報告書について述べる． 

 

 

 

 

 

 

図 3-8  活用課題の成果物 [3-2] 

 

図 3-9 は，訓練プロセスと成果物の関係を示すことにより，訓練コースを視覚で明瞭に

表現している。ステップ 1・2 から応用的な訓練に向かって、訓練の進行と全体構成を表

現する。最後のフォローアップ訓練では、就職先企業に合わせた訓練を行うことなどを表

している． 

図 3-10 は，活用課題による訓練プロセスを示すことにより，企業の生産プロセスに沿っ

た訓練を実現していることを表現している．指導員が仕様一覧を与えることにより，受講

生が企画開発・設計・製作・評価の生産工程を経て，金型と成形品を完成させることがで

きるということを表現している． 

図 3-11は，受講生の職業能力を明確化するために職業能力を表現している．ここに示す

図面や計算式などは、受講生が理解できたものだけを報告書に記述する。つまり受講生自

らが，理解し製作できたものだけを記述する。このことにより，受講生の職業能力を表現

した報告書となる。 

このように，ポリテクセンター関東の活用型訓練の受講生たちは，活用課題による作品

と報告書を対応させることにより就職支援ツールとして有効利用し，就職を円滑に決める

ことができた[3-2]．  

成形品 報告書 
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図 3-9  訓練プロセスと成果物の関係「訓練コースを表現」（報告書から抜粋） [3-9] 

ステップ１～ステップ３で習得した知識、技能及び技術

を活用する。「受注先の仕様に基づき製品開発をし、生

産プロセスに沿って、製品を完成させ納品する」ことを

課題の訓練を行い、技能の活用力を高める。 
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図 3-10  活用課題による訓練プロセス「企業の生産プロセスに沿った訓練を実現」（報告書より抜粋） [3-9] 
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図 3-11  受講生の職業能力の明確化「職業能力を表現」（報告書から抜粋） [3-9] 
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金型強度設計 

・サポートピラー（成形圧力を受ける柱）の検討 

サポートピラーを入れない場合の受板の厚さ 

サポートピラ 

成形圧力 たわみ 
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3.3.3 射出成形金型設計製作科での訓練効果 

射出成形金型設計製作科（以後金型設計製作コースと略す）の 2010 年度および 2011 年度

の 2 期において，習得度（システム・ユニット訓練による習得レベル）および活用度（活用

課題による習得レベル）の測定をする．また，受講生と就職先企業が，訓練効果をどう捉え

ているか，受講生へのアンケート調査，および就職先企業へのヒアリング調査により明らか

にする． 

(1) 受講生の習得レベル 

表 3-6 にシステム・ユニット訓練による受講生全員のシステムごとの習得度と，その平均，

および，応用的な訓練による活用度を示す．システム・ユニット訓練での習得度の平均が 3.8

であり，応用的な訓練での活用度が 4.4 になった．受講生は，応用的な訓練により活用度を

0.6 アップさせて，4.4 まで高めていることを確認できる． 

 

表 3-6 射出成形金型設計製作科の習得度・活用度  

測   定 シ ス テ ム 名 習得度 習得度の平均 

 

 

 

習 得 度 

（システム・ユニット訓練） 

製図基本作業（機械製図） 3.5  

 

 

3.8 

CAD基本作業（2次元 CAD） 3.5 

3 次元 CAD基本 3.8 

3 次元 CAD応用（設計） 3.7 

NC 放電加工 4.0 

マシニングセンタ作業 4.1 

CAM応用（CAD/CAM） 4.0 

活 用 度 

（応用的な訓練） 
金型の設計製作 4.4 

2010～2011 (2 期) 受講生 20 人  

 

(2) 受講生へのアンケート結果 

受講生に対するアンケートの内容は，①受講されたこの訓練は，全体としてあなたの就職

に役立つと思いますか，②身につけたかった知識・技能の習得度，③訓練期間と訓練内容の
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バランスの 3 項目であり，表 3-6 にその結果をまとめた．たとえば，a「大変役に立つ」，b

「役に立つ」，c「役に立たない」，d「全く役立たない」の 4 段階で， a の高評価から d に向

かい低い評価とし，回答人数の割合を記入する．表 3-6 は 18 人からの回答であり，公表に

際して全員の同意が得られている． 

表 3-6 を見ると，すべて b 以上で a の割合が高い．a 評価は，①：100%，②：67%，③：

61%であり，いずれも c , d の回答はない．このように，受講生は，訓練や習得度，訓練期

間と訓練内容のバランスに高い評価を示したことを確認できる． 

図 3-12-1・図 3-12-2 は受講生へのアンケート調査シートの回答の実例である． 

 

表 3-6 受講生へのアンケート調査 (2010,2011)    ( % )  n=18 

項    目 a b c d 

① 受講されたこの訓練は，全体としてあな

たの就職に役立つと思いますか 
100 0 0 0 

② 身につけたかった知識・技能の習得度  67 33 0 0 

③ 訓練期間と訓練内容のバランス  61 39 0 0 

受講生のうち 2 人は，早期就職のため回答していない      

 

次に，評価する理由を一つだけ上げさせた結果の上位 5 つが，以下である． 

㋐ 仕事につながる技能・知識が身についた.   

㋑ 就職のための自己アピールができた． 

㋒ 仕事の現場をイメージできた． 

㋓ 実践的な内容だった． 

㋔ スキルアップできた[3-2]． 

ものづくりの未経験者は，㋐，㋑，㋒の回答が多く，訓練内容の効果や成果物による効果

を評価したものと推察できる．一方，多能工[3-11]を目指して入所する数人のものづくり経験

者は，㋓・㋔の回答が多いことから職能が上がったことを評価したものと推察でき，経験者

に対しての訓練効果も高いことを示唆できる[3-2]． 
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図 3-12-1  受講生へのアンケート調査シート（表）
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図 3-12-2  受講生へのアンケート調査シート（裏） 

c a 
b d 
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(3) 就職先企業へのヒアリング結果 

就職先企業には，①求めていた人材を採用することがでた，②職務に必要な実践的技能・

知識を習得している，の 2 項目の質問を行い，その結果を表 3-7 にまとめた．評価は，4 段

階で a の高評価から d に向かい低い評価とし，企業数の割合を記入する． a「あてはまる」，

b「ややあてはまる」，c「あまりあてはまらない」，d「あてはまらない」の 4 段階である．表

3-7 は，6 社からの回答であり，公表に際して同意が得られた件数である． 

同表では，すべて b 以上で a が多く，求人企業は，求める人材（受講生）や必要とする職

能レベルに高い評価を示したことを確認できる． 

図 3-13-1～図 3-13-3 にヒアリングシートの具体的内容を示す． 

 

表 3-7 就職先企業へのヒアリング調査 (2010,2011)  ( % )  n=6 

項    目 
a 

 

あてはまる 

b 

やや 

あてはまる 

c 

あまり 

あてはまらない 

d 

 

あてはまらない 

①求めていた人材を採用する

ことができた 
83 17 0 0 

②職務に必要な実践的技能・

知識を習得している 
83 17 0 0 

 

次に，評価する理由をヒアリングした結果（複数回答），以下の 5 つが多かった． 

㋐ 基礎的なスキルは習得している． 

㋑ 向上意欲が高い． 

㋒ 使用させる高機能な工作機械やソフトに対してのアレルギーがない． 

㋓ 事業所内研修を省略・簡略化できた． 

㋔ 即戦力となっている[3-2]． 

これらの回答は，成果物を就職支援ツールとして利用したことにより（訓練内容の見せる

化），受講生の訓練内容や習得レベルが企業側に端的に伝わり，「求めていた人材を採用する

ことができた」と言うように，雇用のミスマッチを起こさなかったことを意味する．つまり，

就職先企業は，適材適所への配置が可能となる人材を，成果物により積極的に判断できたも

のと[3-2]示唆できる． 
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図 3-13-1  企業へのヒアリング調査シート－１ 
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 図 3-13-2  企業へのヒアリング調査シート－2 
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図 3-13-3  企業へのヒアリング調査シート－3 
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3.3.4 全国の実施指導員へのアンケート調査による訓練効果 

JEED では，新たな訓練コースを試行した施設へのアンケート調査により，「指導員の声を

基にした訓練効果と改善事項」をまとめており[3-12]，それを表 3-8 に示し，以下で考察する． 

（1）訓練内容に関すること 

指導員は，「解決策を見いだしていく訓練を実施できた」，「実践的な訓練内容を実施できた」，

「金型や組込み系は訓練期間の長い方が望ましい」と言うように，訓練期間の延長により，

訓練内容が充実したと認識している． 

（2）受講者の訓練習得度に関すること 

「受講生自ら考え，生産できるスキルを習得」，「グループ全員が生産現場を意識して問題

解決」と言うように，従来からの訓練にはなかった習得範囲の広がりを認識している．しか

し，「受講者間での習得度の差が顕著に見受けられた」という施設もあった．グループワーク

手法の見直しをする．また，応用的な訓練の評価に基づいて，不足している能力を補完する

フォローアップ訓練の期間や方法の見直しなどにより対応した，等の施設があった． 

（3）受講者の満足度に関すること 

「密度の高い訓練と実践的な訓練課題」と言うように，企業の生産プロセスに沿った訓練

と訓練課題により，受講生の満足度が高かったと認識している． 

（4）就職率に関すること 

「一般の求職者との違いをアピールできた」，「求人企業が求めていた専門的な知識および

技能・技術をアピールできた」と言うように，訓練システムから生まれる成果物の効果によ

り，就職率が向上したと認識している． 

（5）訓練運営に関すること 

応用的な訓練において，「生産工程表の予定より全体的に実施が遅れることとなった」，「他

訓練コースとの調整が困難であった」と言うように，生産計画の遅れや他の科との調整が困

難となった施設も見られる．精度の高い生産計画作成方法の確立や緻密なスケジュール管理

手法の確立の必要性が明らかになった[3-13]． 
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表 3-8 指導員の声を基にした訓練効果と改善事項 

試 行 施 設 の 声 訓練効果・改善事項 

（１）訓練内容に関すること 

①ものづくり企業の生産プロセスに沿った訓練課題を設定したことによって，受講

者自身が試みと失敗を繰り返しながら次第に見通しを立て，解決策を見いだして

いく訓練を実施できた． 

・訓練期間の拡充によ

る訓練内容の充実 

②6ヵ月の訓練では時間的余裕が無いことから，実施できなかったより実践的な訓

練内容を実施できた． 

③金型や組込み系の訓練科については，受講者の素養にもよるが，職務遂行に必要

な知識及び技能・技術を習得するには，6ヵ月より長い訓練期間の方が望ましい． 

（2）受講者の訓練習得度に関すること 

④当該訓練の受講者については，図面に基づき，自ら考え，多様な方法を駆使しな

がら，要求事項に応じた製品を生産できるスキルを習得できた． 
・練内容の充実による

訓練習得度の向上 

 ⑤訓練課題に取り組むグループ全員が生産現場を意識して問題解決にあたり，技

能・技術を複合的に活用するなど，訓練により習得した技能・技術の活用力を高

めることができた． 

⑥10ヵ月の長い訓練により，受講者間での習得度の差が顕著に見受けられた． 

 

・フォローアップ訓練

により対応 

（3）受講者の満足度に関すること 

⑦密度の高い訓練と実践的な訓練課題を行えたことにより，受講者の満足度が高か

った． 

・訓練内容の充実によ

る訓練受講者の満足度

向上 

（4）就職率に関すること 

⑧就職活動において，ドキュメント化した応用的な訓練課題等の成果物を書類選考

時に添付し，一般の求職者とのスキルや姿勢等の違いをアピールできた． ・応用的な訓練課題の

成果物による就職率の

向上 ⑨応用的な訓練課題等の成果物を面接時に提示することにより，求人企業が求めて

いた専門的な知識及び技能・技術を習得していることをアピールできた． 

（5）訓練運営に関すること 

⑩応用的な訓練課題において，発注者である指導員は，必要最小限のサポートと方

針の軌道修正のみを行うことから，生産工程表の予定より全体的に実施が遅れる

こととなった． 

・応用的な訓練課題の

スケジュール管理 

⑪応用的な訓練課題において，多種多様な設備・機器等を長期間使用することから，

他訓練コースとの調整が困難であった． 
・設備・機器等の調整 
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3.4  まとめ 

本研究では，従来から実施しているモジュール訓練（システム・ユニット訓練）と，新

たに提案した技能習熟型訓練および技能活用型訓練の比較検討を全国のポリテクセンター

の実地訓練の結果に基づいて行った．その結果，新たに提案した訓練システムの有効性を

確認できた． 

(1) 技能活用型訓練は，活用課題による成果物により，訓練内容の「見せる化」を行った．

活用課題の報告書では，受講生の習得技能や習得レベルを就職先企業に正確に伝える

ことができたため，受講生の適材適所への配置をも可能となることが認められた．  

(2) 定員充足率の観点からは，システム・ユニット訓練（モジュール訓練）よりも，新た

に提案した技能習熟型訓練および技能活用型訓練のほうが訓練カリキュラムとして魅

力的であり，ほぼ 100%の定員充足率を達成できることが明らかになった． 

(3) 就職率の観点からは，システム・ユニット訓練（モジュール訓練）や技能習熟型訓練

よりも，技能活用型訓練が就職に際して有利に作用し，90%前後の高い就職率を達成で

きることが判明した．  

(4) ポリテクセンター関東の技能活用型訓練では，常用雇用の割合と関連就職の割合が高

いことが分かり，それぞれ 80%以上・90%以上を達成できることが明らかになった．  

(5) 金型設計製作コースの受講生は，訓練での就職への貢献度や習得度に対して，高い評

価をしていることが解明された．  

(6) 全国の指導員は，本システムにおいて，訓練内容・習得度・受講満足度・就職率とも

に高い評価を示している．しかし，応用的な訓練での生産計画や生産統制[3-14]につい

て，新たな手法が求められていることが判明した． 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

91 

 

第 3章の文献 

 

[3-1] 雇用・能力開発機構業務推進部：離職者訓練（短期課程）拡充に係る新たな訓練シ

ステムについて, https://www.jeed.or.jp/js/kyushoku/pdf/kakuju_system.pdf,  2016 年 4

月 22 日 

[3-2] 星野実・坪田光平・市川修・中村瑞穂・大島敦史・岡部眞幸，求職者を対象とする実

践的職業訓練の試行と評価（企業の生産プロセスに沿った職業訓練），日本機械学会論

文集，pp.1-14, Vol.82 No.833, 2016 

[3-3] 雇用・能力開発機構，拡充システム訓練の設定，拡充システム訓練の設定の考え方

及び試行結果，pp.1-8，2010 

[3-4] ポリテクセンター広島，技能習熟型機械加工技術科（訓練期間 9月）のご案内， 

http://www3.jeed.or.jp/hiroshima/poly/kyushoku/center/course/course_L.html ,  2016 年 4

月 22 日 

[3-5] 中央職業能力開発協会，1・2 級技能検定試験問題集 26 機械加工，pp.12-23, 雇用

問題研究会，2014 

[3-6] 中央職業能力開発協会，1・2 級技能検定試験問題集 26 機械加工，pp.111-117, 雇

用問題研究会，2014 

[3-7] 雇用・能力開発機構，広島センター「機械加工技能習熟科」，拡充システム訓練の設

定の考え方及び試行結果，pp.51-54，2010 

[3-8] 星野実，神奈川センターと職業大で連携して実施した離職者訓練「射出成形金型設

計製作科」の訓練手法について，実践教育研究発表会神奈川大会 予稿集，pp.72-73, 

2012-8 

[3-9] 星野実，宮下英明，津嶋一之，新たな訓練システムの構築～短期課程拡充に係る企

画プロジェクト～，平成 23 年度職業能力開発論文コンクール入賞論文集，厚生労働

省，pp.43-57, 2012 

[3-10]  雇用・能力開発機構，試行施設の取組事例，拡充システム訓練の設定の考え方及び

試行結果，pp.9-54，2010 

[3-11]  生産管理大辞典，多能工，pp.712-713，朝倉書店，2004 

https://www.jeed.or.jp/js/kyushoku/pdf/kakuju_system.pdf
http://www3.jeed.or.jp/hiroshima/poly/kyushoku/center/course/course_L.html


 

92 

 

[3-12] 雇用・能力開発機構，拡充システム訓練の訓練効果と改善事項，拡充システム訓練

の設定の考え方及び試行結果，p.56，2010 

[3-13] 出来俊司，吉池貴久，小島健，プレス金型設計製作科の実施報告～拡充システム訓

練の試行～，中部職業能力開発促進センター紀要，Vol.5，pp.1-6, 2011 

[3-14] 村松林太郎，生産統制，新版生産管理の基礎，pp.333-355，国本書房，1998 



 

93 

 

第 4章 卒業制作におけるプロジェクト方式生産システムの構築と評価 

 

4.1 はじめに 

日本の金型は，世界最先端の技能・技術を有し，「ものづくり・日本」の産業を支えてい

る．しかし，近年では，若者の製造業離れや技能伝承が問題となっている．日本の金型産業

をリードしてきた「社団法人日本金型工業会」（以下日本金型工業会）においてもこの問題

を危惧しており，人材の確保や人材の育成に積極的に取組んでいる．その取組みの一つとし

て，大学生に対して金型に興味をもってもらい，金型業界に対して理解を深めるために「日

中韓大学金型グランプリ」（以下金型グランプリ）を開催している[4-1]． 

金型グランプリは，金型技術や金型の研究開発に取り組んでいる学部や大学院教育を実施

している日本の大学や，近年金型技術の進歩が目覚しい中国・韓国の大学も参加し，国際的

な大会となっている．プラスチック金型部門とプレス金型部門とがあり，出場希望大学はど

ちらか一方または，両部門ともに参加できる．課題は，9月中旬に製品図面とともに仕様が提

示され，その後に参加大学は金型の設計製作を行い，成形品を開催初日に提出する．また，4

日間の開催期間中は，各大学が完成した金型とその成形品の展示や説明をし，学生による発

表も行われる．2009年に第1回大会が開催され，第6回大会までは，作品の展示・説明・発表

をすることが教育訓練効果となっていた．2015年の第7回大会からは，来場者のアンケート結

果により，金賞・銀賞が与えられることになり，さらなる動機付けが図られた[4-2][4-3]．  

職業大東京校は，第1回大会より参加している．高等学校卒業者を対象にした2年制の専門

課程生産技術科の学生3人から4人が，プラスチック金型部門に参加している．卒業制作とも

呼ばれている総合制作実習により，10月から始まる後期の12単位（時間に換算すると216時間）

で取組んでいる．また，前期の機械ゼミ2単位（36時間）を準備学習に配当し，後期の機械ゼ

ミ4単位（72時間）を予稿集の作成や発表資料の作成などの参加のための準備に配当している

[4-4]．なお職業大は，職業大東京校を統合したため，第4回大会からは職業大として参加して

いる． 

第1回大会から第3回大会までは，開催日直前に金型を完成させ，慌てて成形をし，開催日

に間に合わせていた．開催が近づくと，学生は焦ってミスを連発し，これが遅れの原因に繋

がり，満足のいかない状態での出展となっていた．学生は，多数の製作部品を完成させなけ

ればならず，黙々と作業を繰り返してはいるが，いつ完成するか手探りの状態で進めていた．
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教員は，専門の金型設計や機械加工などの技能的な部分を重視して，生産計画や生産統制を

軽視していた．  

そこで，第4回大会からは，教員の指導により，学生が緻密なスケジューリングを立てるこ

とを前期の機械ゼミで話し合った．そのために職業訓練で行われている職務分析[4-5]，実技

課題分析や作業分解[4-6]の手法を取り入れることとした．具体的には，金型製作の工程を段

階的に分解し，それを基礎にプロジェクトスケジューリングをしてから生産する，プロジェ

クト方式生産システムを導入した．その結果，生産工程に余裕が生まれるとともにトラブル

にも容易に対応できるようになり，高品位・高機能な金型を製作できるようになった． 

第 4 章では，日中韓大学金型グランプリの概要を説明し，その取組みから生まれた実習訓

練でのプロジェクト方式生産システムについて提案する．また，学生へのアンケート結果か

ら，訓練効果を解明することを目的とする． 

 

4.2  専門課程生産技術科 

わが国が技術立国として持続的な経済成長を実現していくためには，新技術の開発，製品

等の高付加価値化や新分野への転換などが必要である．自動車，機械，電気といった基幹産

業を各地で支える中小ものづくり企業における技能・技術者の存在が不可欠である．特に，

中小企業を中心として技能・技術の伝承やものづくり技術を支える人材の確保・育成が課題

となっている（全国のポリテクカレッジのホームページより）． 

職業能力開発大学校や職業能力開発短期大学校[4-7]では，こうした要望に応えるために，

技術革新に対応できる高度な知識と技能・技術を兼ね備えた実践技能・技術者の育成を目的

とした，専門課程を設定している[4-8][4-9]．  

職業大専門課程生産技術科では，「ものづくり」の原点である創造的な設計能力と加工能力

に重点を置いた教育訓練を展開している．2 年間に取得しなければならない単位数は，156

単位にも上り，科目の多くは，特に専攻実技に多数配当されている．表 4-1 に 74 単位となる

専攻実技の履修科目を示す． 
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4.3 日中韓大学金型グランプリ 

4.3.1  金型グランプリの概要 

金型グランプリは，金型について学ぶ日本・中国・韓国の大学生が同一課題で設計・製作

を行い，その成果を競うために金型の世界的な展示会である「INTER MOLD」にて展示し発

表を行う．金型産業の重要性の理解と金型技術の向上を目指すとともに，金型産業の裾野を

広げる取組みの一環として毎年日本で開催されている．出場校数は，各国の金型工業会など

に推薦された日本5校，中国2～4校，韓国3～4校である．表4-2 に実施会場と会期を示す． 

 

表 4-1  履修科目（専攻実技） 

区 分 授業科目 単位 区 分 授業科目 単 位 

機械加工 

機械工作実習 4 測 定 測定実習 2 

機械加工実習Ⅰ 4 

設計製図 

CAD 実習Ⅰ 2 

機械加工実習Ⅱ 4 CAD 実習Ⅱ 2 

精密加工実習 2 CAD/CAM 実習 4 

数値制御加工実習Ⅰ 2 金型設計 4 

放電加工実習 2 金型設計演習 2 

射出成形実習 2 樹脂流動解析実習 2 

技能向上実習 2 

総 合 
機械ゼミ 6 

制作実習（金型） 6 総合制作実習 12 

制 御 
シーケンス制御実習Ⅰ 2 企業体験実習 4 

シーケンス制御実習Ⅱ 4 合   計 74 

表 4-2 実施会場と会期 

 展示・発表会場 会期 

第 1 回 東京ビックサイト 2009 年 4 月  8 日～ 4 月 11 日 

第 2 回 インテックス大阪 2010 年 4 月 14 日～  4 月 17 日 

第 3 回 ポートメッセなごや 2011 年 9 月 29 日～10 月  2 日 

第 4 回 インテックス大阪 2012 年 4 月 18 日～  4 月 21 日 
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毎回，図 4-1 のような展示ブースが用意され，各大学が設計製作した金型と成形品を展示

し，来場者に説明し成形品を配布する．さらに会期中に各大学の取組みについて，15 分から

30 分程度で学生が発表を行う．一般来場者を含む金型業界関係者が多く聴講し，参加学生は

国内外の学生や技術者の方からの質問に応じる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-1 展示ブース [4-10] 

 

4.3.2  課題作品 

課題作品は，課題図面がPDF形式で9月中旬に学生金型グランプリ分科会より提示され，翌

年の4月初旬までに完成させる．金型サイズの制限や材料の自己調達などの制約事項も提示さ

れる．また，設計図面などの資料集と見学者への配布用として成形品を提出することが要求

される．図4-2～図4-5に3次元CADでモデリングした第1回～第4回大会までのプラスチック金

型部門の作品を示す[4-11][4-12][4-13][4-14]． 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4-2  第1回コインケース [4-3]          図4-3  第2回ロボット模型 [4-3] 

金型 

成形品 
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図 4-4 第 3 回 SD カードケース [4-3]          図 4-5  第 4 回連結小物入れ [4-3] 

 

4.3.3  第4回大会の概要 

本章で研究対象とする第 4 回大会は，2011 年 9 月 10 日に製品図面と仕様が提示され，金

型の設計製作を行い，その後成形品 500 セットを 2012 年 4 月 18 日～21 日の開催日までに提

出する．当校の工程別スケジュールは，後掲の表 4-4 の通りである． 

課題作品は，大小2種類からなる「連結小物入れ」で，左右・上下の六面すべてにはめ合い

部がある．大きさは，小が，横44mm×立て44mm×高さ25mm, 大が，横64mm×立て64mm×高さ

25mmとなる．肉厚が0.7mm～2mmの範囲で変化しており，ひけ（製品の変形）の発生により，

はめ合いができない可能性がある．プラスチック材料には透明材料を使用するよう指示され

ており，これも肉厚が原因でボイド（真空または，空気による泡）が無数に出てしまい見栄

えが劣る場合がある．さらに，強度も落ちる．しかも，薄肉の成形品が金型に抱きつく形状

であるため，射出成形のときに金型からまったく成形品が外れないことも予想される．成形

品の形状は単純であるが，今までの課題に比べて設計・製作ともに難易度が高い．このため，

高品質の成形品を得るには，高機能な金型で対応するなど，工程数も増える．金型を専門に

研究している他校の大学院生たちにとっても難しい課題であろうと推測できる．図4-6に，日

本金型工業会から提供された図面を示す． 

表 4-3 には，第 4 回大会の参加校を示す．日本 5 校・中国 3 校・韓国 3 校となり，プラス

チック金型部門は 9 校となった．当校は，専門課程生産技術科の 4 人が参加する．なお，プ

レス金型部門には 7 校が参加した（当校は不参加）． 
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図4-6 提供された図面（日本金型工業会） [4-10] 

 

 

表 4-3 第 4 回大会参加校  

国籍 
参加校 

学生の参加人数（プラスチック・プレス） 
プラスチック プレス 

日本 

職業能力開発総合大学校(4・0) 〇  

岩手大学(4・4) 〇 〇 

岐阜大学(5・6) 〇 〇 

九州工業大学(7・0) 〇  

大分県立工科短期大学校(3・0) 〇  

中国 

大連工業大学(8・7) 〇 〇 

大連大学(14・0) 〇  

大連経済技術開発区中等職業技術専業学校(5・5) 〇 〇 

韓国 

柳韓大学校(6・6) 〇 〇 

公州大学校(0・5)  〇 

ソウル科学技術大学校(0・4)  〇 

連結状態のイメージ 

64×64×25 

44×44×25 
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4.4  プロジェクト方式生産システムの構築 

金型は，一般に，数十個の要素部品で構成される．各要素部品は順序をもった複数の工程

の後，数個の要素部品のサブ組立を経て，それらを組立てて金型として完成する．このとき，

無駄のない金型生産を行うには，多種多様な工程の完了時間を把握する．前の工程での仕掛

品を次の工程が始まるまでに渡さなければならない．そのために緻密なスケジュールを立て

る必要がある[4-15]． 

学生らは，ものづくりの工程経験が少ない．実際のスケジューリングをしたこともない．

そのため，いくつかの範囲に分けて，分けられた範囲で段階的に工程分解を行う[4-10]．後掲

の表 4-5･表 4-6 に工程分解の結果を示す．その工程分解をベースにスケジューリングを行う．

後掲の図 4-7・図 4-8・図 4-9・図 4-10 にスケジューリングの結果を示す． 

まず，表 4-4 に示す大分類として，金型の設計製作を工程順に金型設計と金型製作に分け

る．その後にエリアとして分解し，工程別スケジューリングの基本とする． 

 

 

 

 

 

表 4-4 工程別スケジュール（時間） 

大 分 類 エリア 

稼働月 10 11 12 1 2 3 4 

稼働時間 

（トータル時間） 

40 

(40) 

40 

(80) 

34 

(114) 

32 

(146) 

40 

(186) 

30 

(216) 

40 

(256) 

金型設計 

初期検討 

計

画

時

間 

80 

32 
                                       

設  計 48 
       

金型製作 

計  画 

136 

28 
       

入子加工 56 
       

モールド 

ベース加工 
20 

                       

組  立 12 
       

評  価 20 
       

予稿集， 展示・発表準備 40 
      ｸﾞﾗﾝ

ﾌﾟﾘ 

44×44×25 

44 × 44 ×

25 
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4.4.1  金型設計 

 (1) 金型設計の工程分解 

金型設計の工程分解は，提供された図面を参考にして，ポンチ絵（概略図）を描いて，お

およその金型機構を予想しながら行う．9 月下旬の機械ゼミの時間を利用した．金型設計の

工程分解は，表 4-5 のエリアで示した，初期検討と設計に分けて，段階的に工程分解する．  

初期検討では，提供された製品図面や仕様を金型設計に結びつける．進捗順に①成形品設

計工程，②試作品製作工程，③流動解析工程に分けられる．ブロックの欄で示した，2DCAD

や 3DCAD，3D プリンタ等を使用して，ジョブの欄に示す作業が行われる．  

設計は，初期検討で決められたことを盛り込んで，シンプルで加工容易な設計をし，金型

製作に結びつける．進捗順に④構想設計工程，⑤構造設計工程，⑥部品設計工程，⑦部品表

作成工程に分けられる． 

工程の分け方は，ソフトや機械を使用して完結している，または，製作部品として完結し

ていることとした．表 4-5 の先行関係の欄では，工程の進捗順を示している．工程の所要時

間の決め方は，ジョブの内容から類似データがあればそれを使い，なければ今までの経験か

ら予測して割出す．なお，授業は連続の日程にできない．総合制作実習は，1 日 3 時間を週

に 3 回行う小刻みな日程になっているため，日数でなく時間数でスケジューリングをするこ

とにした． 

(2) 金型設計のスケジューリング 

金型設計のスケジューリングは，表 4-5 の工程分解をベースに，図 4-7 の金型設計のスケ

ジューリングがなされる．後に行う金型製作に比べると工程数が少なく単純なため，経験の

浅い学生たちには，ここでスケジューリングのポイントを掴ませる． 

①成形品設計工程からスタートして，②試作品製作工程と，③流動解析工程は同時並列に

行われる．両工程が終わったら，④構想設計工程，⑤構造設計工程に進む．⑥部品設計工程

と，⑦部品表作成工程は，同時に行われる．⑥部品設計工程の所要時間は 16 時間で，⑦部品

表作成工程は 8 時間であるため，⑦に 8 時間の余裕が生まれる．仮に⑦では，ミスをしても

8 時間の余裕があり，その間に対処すれば次の工程のスタートに間に合う．一方，⑥工程で

は，ミスをした場合，余裕がないため次の工程のスタートに間にあわなくなるため，補講な

どですぐに対応しなければならない． 

学生の投入人数は，単列工程の場合は 4 人，並列工程の場合は作業量に応じて 2 人・2 人

64 × 64 ×

25 
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または，3 人・1 人の組合わせになる． 

 

 

 

 

表 4-5 金型設計の工程分解 [4-10] 

エリア 工  程 
先行 

関係 
ブ ロ ッ ク ジ ョ ブ 投入人数×所要時間 

初期検討 

①成形品 

設計工程 
 

2DCAD 

3DCAD 

仕様検討，成形材料の選定，製品形状の検討・

アレンジ，成形品図面，成形品モデリング 
4 人×16h 

②試作品 

製作工程 
① 

3D プリンタ 

3DCAD 

試作モデル作成，成形品細部の検討，はめ合

いの検討，見栄え 
2 人×16 h 

③流動 

解析工程 
① 

流動解析 

 

樹脂流動解析，成形品レイアウト，ランナレ

イアウト，ゲート方式 
2 人×16 h 

設  計 

④構想 

設計工程 
②③ 

2DCAD 

3DCAD 

成形機の選定，突出し方式，冷却方式，金型

機構設計，金型組立図，金型モデリング 
4 人×24 h 

⑤構造 

設計工程 
④ 

3DCAD 

(構造解析ソフト) 

構造解析，支柱等強度追加，金型モデル修正， 

金型材選択，金型組立図，金型組立モデル 
4 人× 8 h 

⑥部品 

設計工程 
⑤ 

2DCAD 

3DCAD 

部品図作成，キャビティ・コアモデル，

CAD/CAM 用モデル 
3 人×16 h 

⑦部品表 

作成工程 
⑤ 

CAD 

表計算ソフト 

内製・外製・購入部品の検討，外製先・購入

先の確認，納期の確認 
1 人× 8 h 

  ②試作品製作 

工程 
     ⑥部品設計 

工程  

①成形品設計 

工程  
 16(32・32) 2  ④構想設計 

工程 
 ⑤構造設計 

工程 
 16(80・80) 3 

 16(16・16) 4  ③流動解析 

工程 
 24(56・56) 4  8(64・64) 4  ⑦部品表作成 

工程 

  16(32・32) 2 
 

 8(72・80) 1 

エリア         初期検討①②③ 設計④⑤⑥⑦ 

最遅完了時間  32H  
 

80H  

数値の説明： 所要時間 (最早完了時間・最遅完了時間) 投入人数 

1. 投入人数と所要時間は，表 4-5 から抜粋する 

2. 最早完了時間：その工程経路で最速となる完了時間（前工程から矢印に沿って所要時間を加算） 

3. クリティカルパス：太線の経路のことでいちばん時間のかかる経路（最早完了時間と最遅完了時

間が同じになる） 

4. 最遅完了時間：後工程に間に合わせるための最遅となる完了時間（後工程から前工程に向かって

所要時間を減じる） 

図 4-7 金型設計のスケジューリング [4-10] 
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4.4.2  金型製作 

(1) 金型製作の工程分解 

金型製作の工程分解は，表 4-6 のエリアで示した，計画，入子加工，モールドベース加工，

組立，評価に分けて段階的に工程分解を行う． 

エリアで示した計画は，無駄のない生産工程から，効率的なスケジュールを組む．進捗順

に⑧生産計画作成工程，⑨金型部品発注工程となる． 

たとえば，生産計画作成工程は，ブロックとして，生産計画・工程分解・スケジューリン

グに分けられる．そのブロックに対応し，ジョブとして，手順計画（加工手順,作業方法およ

び必要な材料，工具を決める）から工数計画（ジョブを工程別に人・時などの所要工数に換

算する），PERT（プロジェクトスケジューリングに用いられるネットワーク手法）やガント

チャート（棒グラフ状に表したスケジューリング）が作成される．それらにより，工程の完

了日やクリティカルパス（納期を左右する重点管理工程）を把握する． 

入子
い れ こ

加工は，一般には，成形品に直結するため最優先する．ミスなどを考慮して，納期に

余裕がある時期に行う．また，入子とモールドベースの現物合せ（一方を他方に合わせる）

になることも多く，軽量で扱やすい入子を先に完成させ，調整を容易にする．⑩キャビティ

入子加工工程，⑪コア入子加工工程は，同時並列に行い納期を短縮する．当校は，マシニン

グセンタ等の設備を複数所有しているため，異なる部品の加工を同時並列に行える．一台し

かない場合は，スケジュールの調整が必要となる． 

モールドベース加工の⑫～⑯の 5 工程も，同時並列に行い，納期の短縮を図る．この 5 工

程は，⑫取付板加工工程，⑬固定側型板加工工程，⑭可動側型板加工工程，⑮突出し装置加

工工程，⑯ピン加工工程となる． 

組立は，サブ組立となる，⑰固定側組立工程，⑱可動側組立工程，その後に，⑲金型組立

工程となり金型の完成となる． 

評価は，本課題の完成となる⑳射出成形工程になる．射出成形工程のジョブは，射出成形

機に金型を取付け，成形条件を設定して成形品が安定したら，成形品の見栄えや寸法確認，

組立状態を評価し，量産成形となる．良品が成形できない場合は，金型の修正または，設計

変更となる． 
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表 4-6  金型製作の工程分解 [4-10] 

エリア 工  程 
先行

関係 
ブ ロ ッ ク ジ ョ ブ 

投入人数 

×所要時間 

計   画 

⑧生産計画 

作成工程 
⑥⑦ 

生産計画，工程分解，スケ

ジューリング 

手順計画（加工・作業・工具），工数計画（仕

事・人・時間），PERT，Gant chart 
4 人×20h 

⑨金型部品 

発注工程 
⑧ 

Mold Base 発注システム，

部品発注システム 

Mold Base 発注作業，部品の発注作業 

（シミュレーション） 
4 人× 8h 

入子加工 

⑩キャビティ 

入子加工工程 

 

⑨ 

フライス盤，研削盤，ボー

ル盤，MC，放電加工機，

みがき，CAD/CAM，NC シ

ミュレータ，ジグフライス

盤 

六面体⇒六面研削⇒冷却穴・ねじ⇒形状加

工⇒（寸法測定）⇒鏡面みがき，NC プログ

ラム作成⇒プログラムチェック，電極加工

⇒放電加工（結果：キャビティ入子の完成） 

2 人×56h 

 

⑪コアー入子 

加工工程 
⑨ 

フライス盤，研削盤，ボー

ル盤， MC 作業，みがき，

CAD/CAM，NC シミュレー

タ 

六面体⇒六面研削⇒冷却穴・ねじ⇒形状加

工⇒（寸法測定）⇒鏡面みがき，  

NC プログラム作成⇒プログラムチェック 

（結果：コア入子の完成） 

2 人×40h 

 

モールド 

ベース加工 

⑫取付け板 

加工工程 

（RS ﾌﾟﾚｰﾄ含） 

⑨ NC フライス盤 

スプルブッシュ・ロケート穴⇒ネジ切り加

工 

ランナ・第 2 スプル 

（結果：固定側・可動側取付・RP 板の完成） 

1 人× 8h 

⑬固定側型板 

加工工程 
⑩ 

ボール盤作業，NC フライ

ス盤，研削盤 

冷却穴⇒ポケット⇒ネジ⇒研削加工⇒寸法

測定（結果：固定側型板の完成） 
1 人×20h 

⑭可動側型板 

加工工程 
⑪ 

ボール盤，NC フライス盤，

研削盤 

冷却穴⇒ポケット⇒突出し穴⇒ネジ⇒研削

加工⇒寸法測定，（結果：可動側型板の完成） 
1 人×20h 

⑮突出し装置 

加工工程 

（SP ﾌﾟﾚｰﾄ含） 

⑨ 
NC フライス盤 

ボール盤 

突出し穴⇒ザグリ⇒バネ用穴加工 

（結果：エジェクター板の完成） 

 

1 人×12h 

⑯ピン 

加工工程 
⑨ 

旋盤 

研削盤 

リターンピン，サポートピラー加工⇒寸法

測定，（結果：RP・SP・EP の完成） 
1 人× 8h 

組   立 

⑰固定側 

組立工程 
⑫⑭ 

仕上げ 

サブ組立 

押切部仕上げ⇒はめ合い調整⇒コアピン調

整⇒組立寸法測定⇒組立 

（結果：固定側金型の完成） 

2 人× 4h 

⑱可動側 

組立工程 

⑬⑮

⑯ 

仕上げ 

サブ組立 

押切部仕上げ⇒はめ合い調整⇒コアピン調

整⇒組立寸法測定⇒組立 

（結果：可動側金型の完成） 

2 人× 8h 

⑲金型 

組立工程 
⑰⑱ 

組立準備 

組立 

組立調整⇒当たり面調整⇒組立寸法測定⇒

組立，（結果：金型の完成） 
4 人× 8h 

評   価 
⑳射出成形 

工程 
⑲ 射出成形 

金型取付け⇒成形条件設定⇒成形品評価⇒

製品組立⇒金型修正⇒量産成形 

（結果：製品の勘合・組立評価） 

4 人×20h 
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(2) 金型製作のプロジェクトスケジューリング 

金型は，一般に注文を受けてから金型の設計製作となる．金型の納期および，各工程の所

要時間を把握して，スケジューリングを行う．金型製作では，多種多様な工程が存在するた

め，複雑となる．仕事量と能力（設備や人員）から，多段合流工程，多段分岐工程，それら

を合わせた多段複合工程になるため，プロジェクトスケジューリングが必要になる． 

金型製作では，表 4-6 の工程分解を基に，図 4-8 のプロジェクトスケジューリングが作成

される．進捗順は，同じく表 4-6 の先行関係に示した．⑧生産計画作成工程からスタートし

て，⑨金型部品発注工程までは，多段連続工程となる．⑩と⑪の入子加工工程から⑰と⑱の

組立工程までは，多段複合工程となる．最後に⑲金型組立工程，⑳射出成形工程は，多段連

続となる．ここで，太い矢印で示した⑧→⑨→⑩→⑬→⑰→⑲→⑳の工程は，クリティカル

パスとなり，いちばん生産期間を要し，納期を左右する．ミスまたは，設備の故障が起きた

ら放課後などに補講で対応しなくてはならない．その他の工程については，各工程の余裕時

間を把握して，後工程のスタート時期を確認しながら進める[4-16]． 

(3) 多段複合工程でのプロジェクトスケジューリング 

各工程は，表 4-6 のジョブの欄で示されるようにさらに分解される．たとえば，⑪コア入

子加工工程のジョブは，六面体⇒六面研削⇒冷却穴・ねじ～（以下省略）に示されるように

さらに分解される．それを図 4-9 に示すようにスケジューリングする．表記を割愛するが，

⑧～⑳工程のジョブは，上記のようにすべてのジョブもスケジューリングされている．つま

り図 4-9 は，図 4-8 に含まれて一体化されており，大規模な多段複合工程となる[4-17][4-18]．

その一部を図 4-10 に示す． 
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図 4-9  コア入れ子加工工程のスケジューリング [4-10] 

 数値の説明： 所要時間 (最早完了時間・最遅完了時間) 投入人数 

    ⑫取付板 

加工工程 

 

 

 

   8(36・104) 1  

⑧生産計画 

作成工程 

⑨金型部品

発注工程 

⑩キャビティ 

入子加工工程 

⑬固定側型板

加工工程 

⑰固定側 

組立工程 

20(20・20) 4 8(28・28) 4 56(84・84) 2 20(104・104)1 4(108・108)2 ⑲金型組立 

工程 

⑳射出成形 

工程 

      8(116・116)4 20(136・136)4 

 

 

 

 

 

 

 

  ⑪コア入子 

加工工程 

⑭可動側型板

加工工程 

⑱可動側 

組立工程 

  

  40(68・80) 2 20(88・100)1 8(96・108)2 

   ⑮突出し装置

加工工程 

 参考： ⑫⑬は，104 時間目(最遅完了時間)

までに完了すれば，後工程は計画通りに進め

る．⑫は，104-36=68 なので 68 時間の余裕．

⑬はクリティカルパスなので余裕がない． 

   12(40・100)1  

   ⑯ピン加工 

工程 

 
 

参考： ⑭⑮⑯は，100 時間目までに完了す

れば後工程は計画通りに進める．⑰⑱は 108

時間目までに完了すれば後工程は計画通り

に進める． 

   8(36・100)1  

    

 エリア 

 

計画 

⑧⑨ 

 

入子加工 

⑩⑪ 

 

⑫⑬⑭⑮⑯ 

組立 

⑰⑱⑲ 

評価 

⑳ 

 

 最遅完了時間  28H        84H 

 

    104H 116H      136H 

 図 4-8  金型製作・成形のスケジューリング [4-10] 

フライス盤作業
 

研削盤作業
 

ボール盤作業 
 

MC 作業
 

みがき作業 ⇒ 可動側型板加工 

六面体      六面研削    冷却穴・ねじ   ランナ     鏡面みがき  

1(8・8)        1(9・9)         2(11・11)   形状加工     4(21・21) 

                                                寸法測定 

CAD/CAM システム  NC シミュレータ             4(17・17)                                   

NC プログラム作成  プログラムチェック 

4(11・12)             1(12・13)       数値の説明： 各作業の所要日数(最早完了日・最遅完了日) 

モールドベース加工 
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図 4-10  多段複合工程となる金型製作のスケジューリング(抜粋) [4-10] 

 

 

4.5 プロジェクト方式生産システムの評価 

4.5.1 プロジェクト方式生産システムの実施結果 

学生たちによるスケジューリングを基に，重点工程を優先しながら，設計・製作，成形品

の量産成形に至った．学生は，進捗状況が正確に把握できたため，落ち着いて余裕をもった

作業を行っていた．事前に使用する工具や設備も把握できたため，時間割に配当された授業

ではあったものの，他の授業との日程調整も容易となった． 

さらに，図 4-10 に示すように PERT と表計算ソフトとを連動させて，進捗管理をした．加

工ミスや設備故障などのトラブルもあったが，スケジュールを簡単に組み替えることができ

たため，容易に対応できた． 

図 4-11 に示すスリープレート・ストリッパ機構や金型内部からのエア抜き等，今までにな

い高機能な金型を製作できる余裕があった．そのため，懸念された，ひけやボイド，成形品

の抱きつきによる無理抜きの打痕もまったくなかった（図 4-12）．また，図 4-13 に示すよう

に，左右・上下の六面すべてのはめ合いも高精度となった． 
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図 4-11 スリープレート・ストリッパ機構の金型 [4-10] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-12  成形品 [4-10]            図 4-13  組み合わせ状態の成形品 [4-10] 
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4.5.2 アンケート調査による評価 

 金型グランプリによるプロジェクト方式生産システムについて，アンケート調査とその自

由記述により評価した．金型グランプリの終了直後と，その 3 年後の 2015 年 6 月のアンケー

ト調査の結果を表 4-7 に示す．終了直後の評価項目は，①～④までの 4 項目とした． 終了

3 年後の評価項目は，⑤～⑦の 3 項目として，①～③に対応させた．評価は，4 段階で a の

高評価から d に向かい低い評価とし，回答人数を記入した．たとえば，項目①では，a「と

ても役立った」，b「 役立った」，c「役立たなかった」，d「まったく役立たなかった」，の 4

段階で評価を行っている．同表を見ると，すべて b 以上で，ほとんどが a となった．社会人

となった終了 3 年後では，すべて a となり評価の高いことを示している． 

なお，4 人の学生のうち，3 人は専門課程修了後に 2 年間の応用課程に進み，1 人は専門課

程修了後に就職した．現在は，全員製造業に就労している． 

 

表 4-7 アンケート調査の結果 

評 価 項 目 

各評価の人数 

a b c d 

終
了
直
後 

① 金型グランプリは，役に立ちましたか． 4 0 0 0 

② 作業分解・工程分解は，できるようになりましたか． 3 1 0 0 

③ プロジェクトスケジューリングは，できるようになり
ましたか． 

2 2 0 0 

④ 金型の出来栄えは，どうでしたか． 4 0 0 0 

終
了
３
年
後 

⑤ 金型グランプリは，必要ですか． 4 0 0 0 

⑥ 作業分解・工程分解は，必要ですか． 4 0 0 0 

⑦ プロジェクトスケジューリングは，必要ですか． 4 0 0 0 

 

次に自由記述の内容について示し，考察する．はじめに金型グランプリ終了直後の回答に

ついて評価する． 

項目①金型グランプリは，役に立ちましたか． 

a が全員で，高い評価をしていた．学生たちは，「金型製造業に就職したい」，「生産技

術者を目指す自信となった」，「設計・製作・工程までもわかる技術者を目指す」，「就職活

スリープレート機構 
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動でアピールできた」等と記述していた．金型グランプリによる活動が，学生に将来を決

めるような大きな影響を与えたと考えられる． 

項目②作業分解・工程分解は，できるようになりましたか．  

a が 3 人，b が 1 人となった．学生たちは，「金型ならできる」，「実技テキストは作業分

解されており，参考にすればできる」，「実際に作業したものならできる」，「時間をかけれ

ばできる」等と記述していた．作業分解・工程分解の手法については，ほぼ習得していた

と考えられる． 

項目③プロジェクトスケジューリングは，できるようになりましたか． 

a・b 評価に 2 人ずつ分かれた．学生たちは，「金型ならできる」，「フォーマット（PERT

と表計算ソフト）があればできる」，「各パートに分けて，協力すればできる」，「作業分担

すればできる」，「時間を掛ければできる」等と記述していた．金型製作の途中では，様々

なトラブルに対して， PERT に表計算ソフトを連動させた進捗管理により，十分使いこな

していた．しかし，作成方法にやや難しさを感じている様子であり，より多くの時間を掛

けて教示しなければならないと考える．また、結果が２分した理由として，複数人が作業

分担して作業を進めていたため，すべてを 1 人で行えないと受け止められた可能性があっ

たことも否定できない． 

項目④金型の出来栄えは，どうでしたか．   

a が全員で，高い評価をしている．学生たちは，「高機能な金型を作れた」，「初めて鏡

面仕上げまでできた」，「ボイドやひけがまったくなく驚いた」，「六面すべてにはめ合いが

できた」等と記述していた．限られた時間の中で，プロジェクトスケジューリングにより，

効率的な生産工程を作成できた．そこから，高機能な金型を作ることができ，高品質な成

形品を得られたと考えている． 

以下の項目⑤以降は，専門課程修了 3 年後のアンケート調査になる． 

項目⑤金型グランプリは，必要ですか． 

金型グランプリ終了後 3 年経過時における評価は，全員がａであった．4 人とも「絶対

に必要です」と記述している．修了生たちは，「授業で学んだことを理解できた」，「履修

科目を実際に活かせた」，「国による設計思想の違いを知った」，「同じ課題に取組んだ者同

士の国際交流は重要です」等と記述している．企業人となり，外国との取引をしている者

もいる．金型グランプリにより，専門課程での集大成とともに国際舞台を経験できる貴重
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な体験であったと考える． 

項目⑥作業分解・工程分解は，必要ですか． 

a の回答が全員で，高い評価をしている．修了生たちは，「ミスをした時の対応ができ

るようになる」，「作業の目的やポイントを把握できるようになる」，「職場で加工方法を教

えています．その際に作業分解は必要です」，「作業の見直しに必要です」と記述している．

あきらかに必要性と重要性を感じていることを示している． 

項目⑦プロジェクトスケジューリングは，必要ですか． 

a の回答が全員で，高い評価をしている．修了生たちは，「品質・コスト・納期に直結

するため必要です」，「複雑な工程では必要です」，「今の会社では単工程はないので必要

です」，「生産工程全体の把握は必須です」と記述している．企業の現場では，最適なス

ケジューリングにより，品質・コスト・納期を左右するため，プロジェクトスケジュー

リングの存在意義とその導入の必要性を高く評価している． 

 

4.6 まとめ 

本研究では，プロジェクト方式生産システムの構築方法について実践例を上げて述べ，ア

ンケート調査により適用効果を検証した．その結果，以下の結論が導かれる． 

(1) 国際的な大会である金型グランプリは，卒業制作の一環として活用できるとともに，プ

ロジェクト方式生産システム適用の検証の場として活用でき，高精度な金型製作工程を一

貫して実践できる． 

(2) プロジェクト方式によるコンカレントな授業において，単位制（時間割配当形式の授業）

に対応するため，工程を細分化して，時間で管理する方法を導入すると，効果が認められ

る． 

(3) 金型製作の生産工程を段階的に分解し，それをベースにスケジューリングすることで，

経験の浅い専門課程の学生でもプロジェクトスケジューリングの作成が可能になる． 

(4) また，プロジェクト方式生産システムにより，生産工程でのトラブルにも容易に対応で

きる．そのため，限られた時間でも高品位・高機能な金型を製作できる可能性の高い，効

果的な方法であると考えられる． 

(5) 実習訓練において，金型製作に関わった学生へのアンケート結果からも，プロジェクト

方式生産システムの導入効果が高いこと，およびプロジェクトスケジューリングの重要性
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と必要性を明らかにできた． 

(6) 第 3章の新たな訓練コース（習熟型・活用型）では，指導員の意見から，生産計画や生

産統制に問題が残った．本章でのプロジェクト方式生産システムを普及させることにより，

このような問題を解決できると考えられる． 
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第 5章 専攻科目と課外活動を結び付けた生産技術者育成方法の提案 

 

5.1 はじめに 

職業大は，製品を実際に作り込み，改善・革新・指導のできる職業訓練指導員および生産

技術者の育成を目的としている．職業訓練 と科学・技術を一体にして，製造現場で必要とな

る知見を実際に使える形で訓練し，現場で活用できる技能・技術を習得させている． 

これまでに行った生産技術者育成方法の一つの試みとして，学生の課外活動である「金型

クラブ」がある．このクラブは，生産技術者の素養を身に付けるため，金型の設計製作につ

いての研究を行うことに主眼を置いて設立された．同クラブ活動では，ものづくりを主体と

する学卒者訓練の特徴を生かして，金型設計製作の生産工程と専攻科目を結び付けることに

より，生産技術者の素養を身につけることを育成目的としている．また，授業ではできない

実践的な取組みを代わりに行うこと，および日々の研究に緊張感を持たせ動機付けを図るた

めに，学外での研究実践活動に参加することも生産技術者育成の一環と考え，その推進を試

みている． 

厚生労働省が主催する職業訓練教材コンクール への応募や学協会での研究発表，日本金型

工業会の主催する金型グランプリなどに参加する．その成果として，職業訓練教材コンクー

ルへの応募では，教材開発を体系化できたことが評価され厚生労働大臣賞の受賞に結び付い

ている（74 点応募で 5 作品受賞）．同様に，日中韓大学金型グランプリへの参加では，多種

多様な工程による金型の設計製作に取組み，高品位な成形品が得られるなど，一定の成果を

上げている[5-1]． 

第 5 章では，はじめに上記の活動を通じて，生産工程と履修科目を結び付けた生産技術者

育成方法を新たに提案するとともに，生産技術者の素養を身につけることを目的とした課外

活動の一つのあり方を実施例に基づいて述べる．次に，学生へのアンケート結果を考察し，

新たに提案した生産技術者育成方法の有効性を明らかにする． 

 

5.2  金型クラブの設立 

機械専攻の学生らは，機械工学についての広範な知識を学んでいるが，もの足りなさを感

じていた．授業で学んだ知識や習得した機械加工などの技能を使って，すぐにでも設計・製

作・評価までを試したい．生産技術者としての取り組みができないか．その研究会を設立で
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きないか．それらを筆者ら教員は，相談された． 

そこで，学生 5 人と機械系教員 5 人で話し合い，生産技術者を目指すためのクラブを設立

することにした．2012 年 4 月に機械専攻の 3 年生 5 名により発足し，すぐに同じく機械専攻

の 1 年生 5 名が入部した．3 年生は，技能検定機械加工 2 級程度の 5 人で，その中の 3 人は

授業で金型製作の経験をしている．1 年生は，機械専攻の授業の履修を始めたばかりの 4 人，

もう 1 人は高校時代に機械加工の経験をしている．表 5-1 に金型クラブのメンバー構成を示

す． 

クラブ名は，「金型クラブ」とし，金型の設計製作の研究を行う．金型の設計製作では，広

範な履修科目から得られた知識や技能を必要とする．それらの知識や技能は，設計・製作・

評価という生産工程で活かされ，生産技術者を目指すために最適であると考えた．図 5-1 は

金型クラブのメンバーである． 

 

表 5-1 金型クラブのメンバー構成  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-1 金型クラブのメンバー [5-1] 

 

活動は，放課後を利用して，毎週 3 日程度実施する．その過程で 3 年生が 1 年生に金型関

連の基礎知識を教示する．授業により得られた知識や習得技能を活用して，早く実際の設計

専 攻 学年 人数 レベル 

機械専攻 

3 5 技能検定 2 級程度中心 

1 5 機械関連の初心者中心 
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製作に結び付けることにした．専攻学科で学んだ知識を，専攻実習で習得した技能を活用し

て，生産工程での設計・製作・評価に結び付ける．図 5-2 は，学生がカリキュラムで履修す

る科目と金型クラブの活動で実施する生産工程の関係を図式化したものである．同図は，金

型クラブのメンバー募集のリーフレットにも掲載している．以下では，同図の関係について

説明する．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

専攻学科の機械製図・機構学・材料力学等で学んだ知識と，専攻実習の 2 次元 CAD・3 次

元 CAD・CAE 実習等で習得した技能を活用して，金型設計の工程に結び付けている．専攻

学科の機械工作・数値制御工学・精密測定等で学んだ知識と，専攻実習の機械加工，

CAD/CAM・NC 加工実習等で習得した技能を活用して，金型製作の工程に結び付けている．

     

専攻学科  専攻実習  生産工程 

機械製図 

機構学 

材料力学 

 

2 次元 CAD 

3 次元 CAD 

CAE 

 
 

金型設計 

 

 

 

 

 

 

機械工作 

数値制御工学 

精密測定 

 

機械加工 

CAD/CAM 

NC 加工 

  

金型製作 

 

 

 

 

 

 

工業材料 

流体力学 

熱力学 

 

射出成形 

3 次元測定 

自動化機器 

  

評 価 

 

 

 

 

図 5-2 履修科目と金型生産工程の関係 [5-1] 
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そして，専攻学科である工業材料・流体力学・熱力学等で学んだ知識と，専攻実習の射出成

形・3 次元測定・自動化機器実習等で習得した技能を活用して，評価の工程に結び付けてい

る．これらを明確に意識して，活動することで，専攻科目と課外活動における金型生産の実

践との結び付きを学生はより理解・把握しやすくなる．つまり，授業とクラブの両者を融合

した生産技術者の育成法である[5-2][5-3]． 

 

5.3 課外活動の計画 

目的の生産技術者を育成するため，学生と教員で，表 5-2 の活動計画を立案した．まず，1

年間の活動目標として，⑦の日中韓大学金型グランプリに参加することを設定した．そこに

たどり着くために①～⑥の各種の課外活動を実施することにより，日々の研究活動に緊張感

をもたせ動機づけをすることが必要であると考えている[5-4]．以下でその内容を説明する． 

 

表 5-2  活動計画 

 

活動項目 活動内容 時期 

① 教材開発 
金型製作の教材開発 

職業訓練教材コンクールへ応募 

2012 年 4 月 

～7 月 

② 企業見学会 
自動車関連企業への訪問 

（金型・射出成形関連） 
2012 年 8 月 

③ 研究発表 
実践教育研究発表会  

職業能力開発研究発表講演会  

2012 年 9 月 

2013 年 2 月 

④ 技術者・学生との交流 
JIMTOF での学生セミナー 

懇親会の参加 
2012 年 11 月 

⑤ 展示・説明 
小平産業まつり 

たま工業交流展 

2012 年 11 月 

2013 年  2 月 

 ⑥ 成果物の提供 
大学校祭 

学校見学等 
通年 

 ⑦ 国際交流・成果発表 日中韓大学金型グランプリ 2013 年  4 月 
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① 教材開発では，後輩が使用する教材を作成する．それを職業訓練教材コンクールに投稿し

て，評価がなされる．ここでは，金型を完成まで導けるような教材を作成する[5-5]． 

② 金型に関連する企業への見学会を企画して実施する．ここでは，技術者や技能者から実際

の生産現場での考え方をヒアリングする． 

③ 横浜市で開催の 2012 実践教育研究発表会神奈川大会および職業大相模原キャンパス

（2013 年 3 月に小平キャンパスに統合）で開催される職業能力開発研究発表講演会で，

研究発表をする．ここでは，研究成果を整理して発表できる能力を養成する． 

④ 第 6 回日本国際工作機械見本市(JIMTOF2012) の学生セミナーやその後に開かれる懇親

会に参加する．ここでは，日本のトップ企業の技術者や全国の工科系学生との交流と情報

交換をする[5-6]． 

⑤ 小平市で開催される「小平市産業まつり」[5-7]や立川市で開催される「たま工業交流展」

[5-8]へ金型や成形品の出展をする．ここでは，社会人との対話を通じて，展示・説明に慣

れることをねらいとする．また，地域の産業を把握するとともに，職業大の目的や金型ク

ラブの活動を広報することでクラブへの愛着心を養う． 

⑥ 大学校祭や学校見学会で研究の成果物となる設計図書や成形品の提供を行なう．ここでは，

ものづくりのできる大学校としてクラブの技術力をアピールするとともに来場者との今

後の交流を期待する． 

⑦ 1 年間の集大成として，第 5 回日中韓学生金型グランプリへの参加をする．提示された課

題に基づいて，完成した金型とその成形品の展示や説明および発表を行う．ここでは，生

産技術者としての技能・技術力が他己評価されるとともに，自己による評価と反省を行い

その結果から自信や次へのステップアップ指針を得る． 

  

5.4  課外活動の実施 

5.4.1 教材開発 

 金型などの複数部品を製作して完成させるためのプロジェクト方式訓練の教材は，複数工

程や多種多様な要素作業が混在して複雑となる．このため体系的に整理して把握しやすくし

た教材については，著者が知る限りこれまでに見当たらない．そこで，金型クラブでは，そ

の教材開発を行うことにした．教材開発を通じて，金型の設計・製作・組立・射出成形の生

産工程を実際に経験する．また，経験の浅い学生の視点で作成することにより，今後プロジ
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ェクト方式による職業訓練システムを導入する全国の能開施設での教材標準とするためであ

る． 

 (1) 教材開発の方法 

教材開発では，教材の作成方法を体系的に捉えて構造化するために訓練開発と教材設計と

して整理する．訓練開発により訓練の全体像を掴み，それに基づいて教材設計から，教材の

作成をする．訓練開発は，経験のある教員が行う．教材設計や教材の作成は教員と学生の協

力で行う．実技テキスト等の学習者が使用する教材は，利用する立場でもある学生らが，試

行実技による形成的な評価（検証しながら進行していく）をする．そこで，改善・見直し，

場合によっては再試行をして完成させる．  

(2) 教材コンクールへの応募 

教材コンクールには，「実習教材設計マニュアル～初学者による金型製作～」として，締切

日の 2012 年 7 月 9 日に応募した．表 5-3 に応募した教材の一覧を示す． 

図 5-3 は，みがき作業のトライアルである．経験のある学生と未経験の学生が，みがきの

基準サンプルを目指して，みがき作業を行っているところである．この後，作業時間や仕上

がり程度を測定して，最適な作業方法や訓練に必要な時間を算出する．図 5-4 は，効率的で

けがの起きにくい組み立て方法や組み立て順序を検討しているところである．それらの結果

を実技作業票や実技テキスト（表 5-3 ⑦⑧）などに盛り込んでいる． 

2012 年 11 月の結果発表では，プロジェクト方式訓練での教材開発手法を体系化できたこ

とが評価され，厚生労働大臣賞を受賞した． 

教材開発手法や，その活用方法は，後述の第 6 章で説明する． 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-3 みがき作業のトライアル[5-9]       図 5-4 金型組立のトライアル 
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表 5-3 教材の一覧 

 

5.4.2  企業見学会の企画・実施 

2012 年 8 月に学生が中心となり，企業見学会の企画をし訪問した．訪問先は，神奈川県

の企業で，主に自動車のライトや電動格納ドアミラーなどを製作している．金型は，大型で

精密，かつ高機能なものであった．午前と午後に分けて説明して頂いた． 

 午前中は，役員や管理部門の方から，会社の歴史や現在の課題などを説明された．人材と

して応用力を身に付けるために基礎学力の必要性を話された．また，現在は，製品が現地生

産になっており生産技術者の不足，グローバルな視点を持った人材の必要性を説明された． 

午後は，生産現場に入り，金型生産の工程全体や熟練工による技能的な金型製作作業を見

せて頂いた．手仕上げやみがきなどのノウハウを実際の作業により，教えて頂いた． 

作成教材 使用目的 

①教材設計マニュアル プロジェクト方式訓練による教材開発の手順書 

②実技課題分析図 訓練工程の全体図 

③教材作成企画書 教材作成の方針を共有化 

④作業分解表 作業の内容の把握 

⑤前提知識チェックシート 

⑥前提知識習得テキスト 

必要知識の確認 

前提知識の習得 

⑦実技作業票 技能習得の方法を明示 

⑧実技テキスト 模範実技を明示 

⑨確認テスト・応用テスト 習得度・応用力の確認 

⑩見本金型 分解・組立による金型構造の理解 

⑪みがき見本（キャビティ・コアー） みがき基準 

⑫成形品 設計製作金型の評価に使用 
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5.4.3 研究発表会 

金型クラブのメンバーには，2011 年の第 4 回金型グランプリに参加した 3 年生が 1 人だけ

いる．研究発表は，その時の取組みを中心に今までの研究内容を盛り込んだ．予稿集や発表

資料は，メンバー全員で作成した．発表会の様子を図 5-5 に示す． 

2012 年 9 月に，2012 実践教育研究発表会が，神奈川県立産業技術短期大学校で行われた．

「総合制作実習においての学生金型グランプリの取組について」という実践報告を行った．

金型を専門としている教員等に対しての発表となったので，設計方法や専門的な加工方法に

ついて質問があった[5-10]． 

2012 年 11 月に職業大相模原キャンパスで行われた，第 20 回職業能力開発研究発表講演会

でも発表を行った．「第 4 回日中韓学生金型グランプリへの挑戦」という発表テーマであり，

経験の浅い学生が，どのように金型の設計製作をしたのかを報告した．他校の学生は，金型

を専攻する大学院生が多いが，職業大では学生が通常のカリキュラムのもとで実践的な訓練

を受けており，専門課程（2 年制）の学生でも充分通用することを述べた[5-11]． 

 

 

 

 

 

 

図 5-5 発表の様子 

 

5.4.4 技術者や学生との交流 

  2012 年 11 月に東京ビックサイトで行われた JIMTOF2012 に参加した．普段では見るこ

とのできない，最新の工具や工作機械などの説明を受けた．その後に学生セミナーに参加し

た．メーカの経営者やユーザ，若手技術者から，ものづくりの重要性と魅力について聴くこ

とができた． 

その後の懇親会では，企業の技術者や他校の学生と情報交換をしていた．職業大の学生ら

は，最初は気後れしていたが，職業大「金型クラブ」の名刺を交換することで，相手に興味

を示して頂き，学生は自信をもって対応できるようになっていった． 
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5.4.5 展示会への出展・説明 

2012 年 11 月に地元の「小平市産業まつり」に出展した．金型のほかに 3 次元 CAD と 3D

プリンターで製作した電車の模型を展示した． 

2013 年 2 月に東京都立多摩職業能力開発センターで行われた「たま工業交流展」に出展

した．教材や金型を展示し，まだ試作段階ではあったが，後述する（5.4.7 節）金型グランプ

リ用の成形品を配布した．当初 100 個を準備したが，好評で 200 個追加した．地域の方に職

業大と金型クラブを知ってもらう恰好の機会となった．  

   

5.4.6 成果物の提供 

職業大では，他大学の教員や企業の方の来校，行政の方の視察が頻繁にある．教員は視察

のおりに，金型クラブがまとめた設計図書等の研究成果物を提供し，説明をしている．図 5-6

は，金型クラブの学校内での展示スペースである．また，大学校祭や学校見学会，指導員研

修で訪れた受講者に対して，金型の組立図面やその成形品などを提供している．それらを図

5-7 に示す成果物用のパッケージに入れて配布している． 

また，教材開発で作成した実技課題分析図や実技テキストは，全国の能開施設に提供して

いる．ポリテクセンター6 施設や職業能力開発大学校 5 校に提供した． 

 

 

 

 

 

 

 

 

図5-6金型クラブの展示スペース      図5-7成果物配布用のパッケージ [5-1] 
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5.4.7 日中韓大学金型グランプリ 

(1) 概要と日程 

金型クラブでは，第５回日中韓大学金型グランプリに参加した．日本・中国・韓国の大学

11 校において，金型を学ぶ学生が同じ課題（製品）で金型の設計製作を行い，東京ビッグサ

イトで開催される「INTERMOLD2013」（2013 年 4 月 17 日～20 日）で完成した金型とその成

形品の展示や説明および発表を行う．課題は，2012年9月中旬に製品図面と仕様が提示され，

その後に金型の設計製作を行い，成形品 500 セットを開催初日までに提出する[5-12]．表 5-4

に日程計画を示す． 

なお，神奈川県相模原市にある相模原キャンパスとの統合のための改修工事により，1 月

から 3 月までは，工作機械や成形機が使用できない． 

 

表 5-4  日程計画 

 

 (2) 提示課題 

提示課題は，Top と Bottom からなる「手をつなぐ動物」である．Top と Bottom の図面

とともに製品仕様が，提示される．図 5-8 に Top の図面を示す． 

提示された仕様は，図 5-9 に示すように，Top と Bottom をボスと穴ではめあわせる．それ

を手の部分同士で平面的にはめ合わせ，3 つ繋げると６角形になり，さらに上下に立体的に

スタッキングさせる[5-9]． 

大分類 エリア 

稼働月 10 11 12 1 2 3 4 

月別稼働日数 

（トータル日数） 

22 

 

21 

(43) 

19 

(62) 

0 

 

0 

 

0 

 

10 

(72) 

金型設計 

初期検討 

計 

画 

日 

数 

27 

12 
                                   

改修工事 

 

設計 15 
    

金型製作 

生産計画 

35 

7 
    

入子加工 14 
    

モールド 

ベース加工 
5 

                    

組立 4 
    

評価 5 
    

予稿集，展示・発表準備 10 
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T o p 

Bottom 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-8  提示図面（Top）（日本金型工業会）[5-9] 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-9 3 次元 CAD で作成した成形品モデル [5-9] 

 

(3) 金型の設計製作の結果 

10 月から設計をスタートさせたが，改修工事で中断が計画されていた．6 ヵ月を想定した

課題であるが，3 ヵ月で完成させなければならず，プロジェクト方式生産システムを活用し，

緻密な計画を組んだ．PERT を参考にして表計算ソフトと連動させて，クリティカル・オペ

レーションを重点管理した（図 5-10）．途中で，工作機械の故障や加工ミスも発生したが，

表計算ソフトを利用して，その都度，計画の見直しをしていた. 

実際には，計画通りとはならず，12 月中には試作成形に留まり，量産成形は改修工事を挟
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んで 4 月の第 1 週まで延期された．しかし，迅速に計画を見直して，遅れを取り戻し，金型

グランプリの開催に間に合わせていた．学生達は，今までに学んだ知識や技能を活かして，

習得した能力を実際の生産工程に結びつけていた． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-10  PERT による生産計画（抜粋）[5-1] 

 

(4)  展示・説明，発表 

金型グランプリでの展示・説明，発表の様子を図 5-11 に示す．参加学生は，今までに得

た知識を駆使して，金型の専門技術者の質問に対応していた．最初は，上級生中心であっ

たが，いつの間にか下級生もその輪の中に加わっていた．発表は，他の大学が，金型を専

攻している経験豊富な大学院生が多かったにもかかわらず，当校がいちばん充実した内容

と思えた．  

図 5-12 には，成形品とその組立状態を示す．何段でも組合せ可能な良好なはめあい状態

となった．他のすべての大学は，Top と Bottom の 2 個取りとしている．金型クラブは，6

個取りとして，それを組み立てると前掲の図 5-9 の真ん中の図になるようにした．しかも

成形サイクルは，金型業界が一般的に目指す 10 秒には及ばないものの，12 秒までに短縮

することができる高性能な金型となった．通常 6 ヵ月かかる課題を 3 ヵ月で完成したこと，

高性能な金型になったことは，4 章で説明したプロジェクト方式生産システムを活用した

からであると言える．緻密な訓練計画を立て，また計画の組替えを簡単にできたため，効

率的な生産工程を維持できたと考えられる[5-13]． 
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図 5-11  金型グランプリでの展示・説明，発表の様子 [5-1] 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-12  成形品とその組立状態 [5-1] 

 

5.5 学生へのアンケートによる評価 

1 年間の課外活動に対して，金型グランプリの終了後にアンケート調査を行った．その結

果を表 5-5 に示し，以下で説明する．アンケートの内容は，5.3 節の課外活動の計画に基づい

て， (1)～(6)までの 6 項目とした．評価は，4 段階で a の高評価から d に向かい低い評価と

し，回答人数を記入した．たとえば，項目(1)では，a「とてもよくできた」，b「よくできた，

c「あまりよくできなかった」，d「よくできなかった」，の 4 段階で評価を行っている． 

(1) 金型製作を完成に導く教材を作成できましたか 

ｂ 評価が半分の 5 人，ｃ・ｄが 2 人となった．「大臣賞で自信はついたが，金型製作の難

しさを知らされた」，「まだまだ，完成度を上げたい」と述べている学生もいた．これらの自

己評価は，今後の金型クラブのライフワークになることが期待される． 

(2) 学外の方との交流は有効でしたか 

全員が，ａ・ｂ 評価であり，実施による効果は高いと推測される．なかでも，一般には接
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することのできない熟練工による技能的作業の体験に高い評価を示していた．今後，「ものづ

くりマイスター制度」（厚生労働省）[5-14] 等の活用を検討する必要があると考えられる． 

(3) 展示・説明は自信をもてましたか 

全員が，ａ・ｂ 評価であり，実施による効果は高いと推測される．工科系の特徴であるた

めか社交的な学生は，少なく感じる．しかし，どの展示・説明であっても学生は，最初は消

極的だが，すぐに自分から進んで説明するようになっていた． 

(4) 研究発表は自信をもてるようになりましたか 

ａの 2 人は，発表を経験している．過去の発表経験が必要であることが示唆される．学協

会等での発表の機会を増やすことが必要であろう． 

(5) 履修科目の必要性を感じるようになりましたか 

全員が，ａ・ｂ 評価であった．活動のテーマを金型の設計・製作・評価としたことで，履

修科目が生産工程に直結することが示され，新たに提案した生産技術者の育成法の必要性が

明確に理解された． 

(6) 生産技術者を目指しますか 

ａ評価は，全員の 10 人であった．元々，生産技術者を目指すという学生の集まりであるが，

本活動により，方向性がさらに固まったものと確信できる． 

 

表 5-5  アンケート結果  

評 価 項 目 
各評価の人数 

a b c d 

(1) 金型製作を完成に導く教材を作成できましたか． 3 5 1 1 

(2) 学外の方との交流は有効でしたか． 7 3 0 0 

(3) 展示・説明は，自信をもてましたか． 8 2 0 0 

(4) 研究発表は，自信をもてるようになりましたか． 2 6 1 1 

(5) 履修科目の必要性を感じるようになりましたか． 8 2 0 0 

(6) 生産技術者を目指しますか． 10 0 0 0 
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5.6 まとめ 

本章では，金型クラブの設立から教材開発に始まり，日中韓大学金型グランプリに至るま

での約 1 年間の研究実践活動を示した．また，生産技術者を目指すための金型クラブの適用

効果を確認した． 

(1) 金型の設計・製作・評価の生産工程は，専攻学科・専攻実習と結び付いていることを示

した．そのことで，履修科目の必要性を明確にした． 

(2) 授業ではできない実践的な研究活動を学外の活動で計画した．その学外の活動に生産技

術者を目指すための役割や目的をもたせた． 

(3) 課外活動でのすべての研究成果に対して，外部の評価を求めることにして，日々の研究

活動に緊張感をもたせ動機付けをした． 

(4) 学生へのアンケート調査では，全員が生産技術者を目指すという結果となった．最終目

標とした金型グランプリでは，完成度の高い金型を製作できた．研究実践活動を通じて，

金型クラブでの生産技術者育成方法の有効性を確認できた． 

(5) 通常 6 ヵ月をかけて取り組む金型グランプリの課題を 3 ヵ月で完成することができた．

第 4 章で示した，プロジェクト方式生産システムを活用したからである．プロジェクト方

式生産システムは，実習職業訓練での適用効果が高いことを再確認できた．
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第 6章 プロジェクト方式訓練における教材開発手法の提案 

 

6.1  はじめに 

職業大は，職業能力開発の向上に関する調査・研究を行っている．その中には，職業訓練

システムの開発や受講生に合わせた教材開発も行っている[6-1]． 

職業訓練システムには．モジュール訓練方式とプロジェクト方式訓練の 2 つがある．離職

者訓練で採用されているシステム・ユニット訓練などのモジュール訓練方式については，研

究が進められ，既存の教材も多く作成方法も確立されてきた[6-2][6-3]．一方，プロジェクト

方式訓練の教材は，複数工程や要素作業が混在することから複雑となるため，作成方法や評

価技法も確立されておらず研究が遅れている． 

そこで，複数部品を製作して，組み立てて完成させるプロジェクト方式訓練での実技教材

開発を金型クラブの学生とともに行った．本章では，その開発手法を金型製作の事例により

説明し，提案する． 

 

6.2 教材開発の背景と実施体制 

最近では，指示待ち人間が多いと言われている．教えられたことはできるが自分で考えて

工夫することができない．たとえば，難易度の高い技能検定の実技課題などは，教えられた

通りに行うので合格する．ところが，その習得したはずの技能を用いて簡単にできるレベル

の訓練課題でも工程や手順を指示しないとできない．したがって，プロジェクト方式訓練に

みられる，受講者が思考して作り上げられることができるようになる訓練システムや教材が

求められている． 

また一般には，教材を作成するのは指導者（教員や指導員）であり,使用するのが受講者（学

生や訓練受講生）である．従来より教材は指導者の視点で作成され，訓練実施後のアンケー

ト調査などで受講者の意見を取り入れて改善していく．しかし，このような方法は，指導者

が主体となった改善であり，受講者の立場での大きな見直しは難しいと言える[6-4]．  

以上のことを踏まえ，プロジェクト方式訓練の開発とその教材作成を行う．訓練開発は教

員が行い，教材作成は教員と学生が協力して行い，試行実技（トライアル）は別の学生が行

う．教員は，金型製作や機械加工に関連した専門性を持つ 5 人とした．学生は，金型製作経

験のある 3 人と技能検定機械加工 2 級程度の 3 人および機械加工経験の浅い 4 人とし，授業
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Step1   受講対象者    -訓練全体の入口 

・受講要件を決める 

 

 

Step2    仕上り像     -訓練全体の出口 

・実技課題(完成品) 

・評価方法(精度・品質など)  

 

Step3 実技課題分析図  -訓練範囲 

・各工程(製作部品別等) 

・作業の到達目標(加工機械別等) 

 

Step4 教材作成企画書  -作成方針の共有 

 

 

 

      教材設計  
       

の空き時間に一連の作業を行う．このような人員構成としたのは，様々な教員とレベルの異

なる学生により，実証的な判断を多面的に行うためである[6-5]． 

 

6.3  教材開発 

教材開発では，作成方法を体系的に捉えて構造化するためにステップごとに行う．Step1～

4 からなる訓練開発と Step5～10 からなる教材設計として整理する[6-6]． 

6.3.1 訓練開発の手順 

まず，以下のように Step1～4 からなる訓練開発を行う．図 6-1 に訓練開発のステップを示

す．Step1 では，訓練全体の入口である受講対象者により受講要件を決める．Step2 では，訓

練全体の出口である仕上り像（訓練での職務目標）を決め，対応する実技課題（完成品）を

選定し，評価方法も決める．Step3 では，入口と出口から訓練の範囲および実技課題が決ま

ったので課題分析をする．各工程（製作部品などで分ける）を決めて，それぞれの工程の各

作業（加工機械などで分ける）の到達目標を検討して，持ち時間から作業時間を割り振り実

技課題分析図にまとめる．そして，Step4 では，設備や訓練時間および受講者レベルなどに

より Step1～3 を調整し，教材作成企画書にまとめる．その後に Step5 以降となる教材設計に

取り組む[6-7]．  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-1 訓練開発のステップ 
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6.3.2 金型製作での訓練開発事例 

以下の(Step1)～(Step4)が，ステップごとに決められていく金型製作での訓練開発の事例で

ある． 

(Step1) 受講対象者 

受講要件と受講対象者は，金型構造の基礎知識や機械加工の基本技能を身に付けている指

導員・学生・訓練生とする． 

(Step2) 仕上り像  

 仕上り像は，「金型を完成させる工程において，以前に学んだ基本技能を実際の製品に結び

付け（実践力），未経験の案件にも対応できるようになる（応用力）」．実技課題は，様々な工

程や要素作業を含み，初歩的技能から未経験の技能までも含むことができる射出成形用金型

の製作とする．その評価方法は，金型の組立精度や成形品の品質とする． 

(Step3) 実技課題分析図 

実技課題分析図は，訓練のスタートから仕上り像（金型の完成）にたどり着くまでの工程

を明らかにする．図 6-2 に４単位 72 時間とする実技課題分析図の例を示す．本事例では，各

作業の到達目標が，重複しないような金型構造にした． 

金型製作では，金型構造や成形品形状の変更により使用機械や到達目標の調整が容易であ

る．たとえば，入子を角ブロックから円柱形状にしてフライス盤作業を旋盤作業に切り替え

ることが可能である．入子を角ブロックで購入して製作する，または黒皮素材から製作する

などで到達目標を調整することができる．また，数人からなるグループごとに実施する場合

は，グループの能力や人数により，上記のように到達目標を調整して工程別に受講者に配分

できる．  

(Step4) 教材作成企画書 

教材作成企画書では，上記 Step1～3 の訓練開発やこれから行う教材作成の方針や条件を盛

り込み，教材作成者と協力者全員で作成方針を一致させる．図 6-3 に教材作成企画書を示す． 
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Ⅱ 入子加工 42H 

3 キャビティ加工工程 

3-1  MC作業 (7h) 
 

到達目標 

HRC40程度の高硬度材の曲面凹加工を、３次元Ｃ

ＡＭによりＮＣデータを作成して、ＭＣで高速

加工できるようになる。 

3-2 ボール盤作業 (2h) 

到達目標 

汎用工作機械により、HRC40程度の高硬度材の穴

加工やねじ切り加工ができるようになる。 

3-3 みがき作業 (12h) 

到達目標 

手みがき作業により、凹形状の調質鋼(HRC40程

度)を鏡面状態にまで仕上げられる。また、作業

時間とみがき基準片に基づいた仕上り程度の予

測ができるようになる。 

 

4 コアー加工工程 

4-1  旋盤・フライス盤作業 (2h) 

到達目標 

汎用工作機械で寸法許容差h6程度の高精度加工

及び、その精密測定をできるようになる 

4-2 MC作業 (7h) 

到達目標 

S50C相当の鋼材の凸加工を、３次元ＣＡＭによ

りＮＣデータを作成して、ＭＣで高速加工でき

るようになる。 

4-3 みがき作業 (12h) 

到達目標 

手みがき作業により、曲面凸形状のS50C相当の

鋼材を鏡面状態にまで仕上げられる。また、作

業時間とみがき基準片に基づいた仕上り程度の

予測ができるようになる。 

 

Ⅰ 計画 5H 
 

1   生産計画工程 

1-1  生産計画作成作業 (2h) 

到達目標 

作業内容、設備、生産期間の予測からPERTによ

り生産計画を作成して、重点管理工程（クリテ

ィカルパス）を探すことができるようになる。 

 

2   発注工程 

2-1 ﾓｰﾙﾄﾞﾍﾞｰｽの発注作業(1h) 

到達目標 

図面とカタログから適合したモールドベースを

選択し、注文管理システムにより、発注できる

ようになる。 

2-2  部品の発注作業 (2h) 

到達目標 

図面とカタログから適合した部品や素材を選択

し、注文管理システムにより、コストや納期を

考慮して発注できるようになる。 

 

Ⅲ モールド･ベース加工 21H 

5  固定側型板加工 

5-1 NCフライス盤作業 (6h) 

到達目標 

NC工作機械の手入力により、ポケット加工での

寸法許容差H6程度の高精度加工及び、その精密

測定ができるようになる。 

5-2 ボール盤作業 (2h) 
到達目標 

汎用工作機械により、ロング･ドリルでの水穴加

工、テーパーのねじ切り加工、重量物の座グリ

加工が寸法公差どおりにできるようになる。 

 

6  取付板加工工程 

6-1 ジグフライス盤作業 (2h) 

到達目標 

汎用工作機械により、中心間ピッチ±0.02mm・

表面粗さ Ra1.6 程度の穴あけ加工およびリーマ

加工ができるようになる。 

 

7 可動側型板加工工程 

7-1 NCフライス盤作業 (6h) 
到達目標 

NC工作機械の手入力により、穴加工での寸法許

容差H5程度の高精度加工及び、その精密測定が

できるようになる。 

 

8 受板加工工程 

8-1 ボール盤作業 (3h) 
到達目標 

汎用工作機械により、ﾛﾝｸﾞドリルでの水穴加

工・テーパーのねじ切り加工が寸法公差どおり

にできるようになる。 

 

9  エジェクタープレート加工工程 

9-1 ジグフライス盤作業 (2h) 
到達目標 

汎用工作機械により、ドリル加工での普通公差

および深ザグリでの深さ±0.02以内の加工をス

ムーズにできるようになる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅳ 組立・評価  4H 

10  金型組立加工 

10-1  機械組立作業 (2h) 

到達目標 

基本的な金型について、図面で確認しながら各

部品を組み付け、調整して完成できるようにな

る。 

 

11  成形加工  

11-1 射出成形作業 (2h) 

到達目標 

2プレートタイプの金型を成形機に取り付けて、

指導者のアドバイスにより条件を出して成形で

きるようになる。 

 

 

仕上がり像 
 

金型を完成させる工程において，以前に

学んだ基本技能を実際の製品製作に結び

付け，未経験の案件でも対応できるよう

になる。 

 

図 6-2 実技課題分析図 

金型の完成 
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図 6-3 教材作成企画書 [6-6] 

 

教材作成企画書（抜粋） 

 

1.テーマ 

機械加工の基本技能を習得した「初学者による金型製作」教材作成 

 

2. 訓練での仕上り像 

金型を完成させる工程において，以前に学んだ基本技能を実際の製品製作に結び

付け，未経験の案件にも対応できるようになる． 

 

3. 訓練の受講対象者と受講要件 

① 職業訓練指導員は，１年以上の機械生産系の指導員経験を有する． 

② 能開大機械系 3 年生は，制作実習，総合制作実習の単位を取得している． 

③ 能開大機械系 2 年生は，技能実習の単位を取得または取得予定である． 

④ 離職者訓練受講生は，機械製図，CAM 応用，MC 加工基礎を履修している． 

 

4.  受講対象者と目的 

① 職業訓練指導員は，教材を使用することにより金型製作を指導できる．また，

教材を評価し，改善することができる． 

② 能開大 3 年生は，教材を使用することにより独学で金型を完成できる．また，

教材を評価し，指導者のｱﾄﾞﾊﾞｲｽにより改善することができる． 

③ 能開大 2 年生は，ポイントを指導してもらうことにより金型を完成できる．ま

た，教材の評価をすることができる． 

④ 離職者訓練生は，修了課題で指導員が指導することにより金型を完成できる．

また，訓練課題の報告書を作成できる． 

 

5. 教材作成の条件 

① 熟練教員が主体 

金型設計や治工具設計および機械加工のエキスパート教員が，協力体制を構築

することにより多種多様な作業要素の教材作成に対応する． 

② 協力（検証）者の存在 

金型製作を経験した学生や未経験の学生の協力を得て多面的に形成的評価を

する． 

③ 短時間の訓練に対応 

昨今，時間割配当や独学による短時間の訓練を求められている．職務分析をす

ることにより工程別・作業別に分けて，それらに対応できる訓練教材を作成す

る． 

④ 独学でできるか 

受講対象者が，自習により自分のペースで実践力・応用力を身に付けられるこ

とができるようになる教材の作成を最終目標にする． 
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到達目標 -各作業の出口（Step3） 

                           

Step5 前提知識 -各作業の入口 

・前提知識を決める 

・前提知識の習得方法 
      

Step6 作業分解 -各工程の範囲・内容 

        ・作業分解票の作成（要素作業,手順,時間） 

 

Step7 教材決定 -運用方法の考究 

・資料の事前提供 

・作業研究など 
 

Step8 教材作成 -形成的評価 

・前提知識ﾁｪｯｸｼｰﾄ，前提知識習得ﾃｷｽﾄ， 

・実技作業票･実技ﾃｷｽﾄ，確認ﾃｽﾄ･応用ﾃｽﾄ 
 

Step9 試行実技 -形成的評価 

・教材の改良 

  

Step10 事後評価 -総括的評価 

・訓練,教材の見直し 

 

 

想定する授業科目との対応については，指導員・学生・訓練受講生は，それぞれ「指導員

研修」・「機械加工制作実習（6 単位）」・「修了課題（1 システム）」とし，訓練時間はいずれも

108 時間とする．本事例の実技課題分析は，4 単位 72 時間とした．残りの 36 時間を「振り返

り訓練」として，金型製作報告書等の作成に 18 時間，習得度を評価してのフォローアップ訓

練に 18 時間を割り当てる． 

 

6.3.3 教材設計の手順 

訓練開発での実技課題分析を受けて，Step5～Step10 からなる教材設計を行う．図 6-4 に教

材設計のステップを示す．すでに決まっている各作業の出口である到達目標と Step5 で入口

である前提知識を決めることにより作業の範囲が明らかになり，Step6 で作業分解をして作

業分解票を作成する．Step7 で教材とその効果的な運用方法を探り，Step5～6 を調整して作

成する教材を決定する．それに基づき Step8 で実技テキスト等の教材を作成する．Step8 およ

び Step9 の試行実技では，作成者や協力者により形成的な評価をしながら教材の完成度を高

めていく．Step10 の事後評価では，訓練開発や教材設計を総括的に評価する．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-4 教材設計のステップ 
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6.3.4 金型製作での教材設計事例 

以下の(Step5)～(Step10)が，ステップごとに決められていく金型製作での教材設計の事例で

ある[6-8]．なお，作成する教材は，前章の 5.4.1 教材開発の表 5-3 教材の一覧に示している． 

(Step5) 前提知識 

到達目標に向かうための入口である前提知識を決める．例えば，生産計画作成作業を行う

には，「金型の基本構造や加工方法」を知っている必要があり前提知識となる．なお前提知識

は，後述する前提知識チェックシートと前提知識習得テキストをセットにして，受講生が予

習により習得する． 

(Step6) 作業分解 

各作業の分解をする．前提知識から到達目標に向かって作業手順や作業時間を決める．後

述する実技作業票作成の準備になる．表 6-1 が，生産計画作成作業の作業分解票である．こ

の分析作業は，前掲の図 6-2 の実技課題分析図に示す「1-1 生産計画作成作業」から「11-1

射出成形作業」までの 17 種類の作業について行われた． 

 

表 6-1 作業分解票 (1-1 生産計画作成作業) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工 程 名 １．生産計画工程 時間 

作 業 名 1-1 生産計画作成作業 
 

合計２ 

到達目標 

作業内容，設備，生産期間の予測から PERT により生産計画を作

成して，重点管理工程（クリティカルパス）を探すことができる

ようになる 

作業分解 

１．作業工程を検討する 

２．工程順を検討する 

３．工程名，作業名の入力 

４．作業時間の入力 

５．各工程経路の作業時間の確認 

６．クリティカルパスをみつける 

７．同時並行作業，生産期間，納期を把握する 

８．購入品の納入時期を把握する 

 

0.5 

 

0.5 

 

0.5 

 

0.5 
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(Step7) 教材決定 

教材決定では，教材の効果的な運用方法を考究して教材を決定する．本事例では，教材構

成を前提知識チェックシート・前提知識習得テキストと実技作業票・実技テキストおよび確

認テスト･応用テストとした．運用方法は，下記(Step8)の教材作成で述べる． 

(Step8) 教材作成 

上記(Step7)で決定された教材を学生とともに考究し，以下の a)～ d)に基づいて作成する． 

a) 前提知識チェックシート及び前提知識習得テキストは，今まで受講生が学んできた範囲

で，これからの訓練でポイントとなる部分や理解のヒントとして提供される．受講者へ

は，予習をするために 1～2 週間前に提供するが，他の学習への影響を及ぼさない程度の

ボリュームとする．表 6-2 に前提知識チェックシート，図 6-5 に前提知識習得テキストの

抜粋を示す． 

 

 

表 6-2 前提知識チェックシート  

 

 

 

 

 

前提知識 

チェックシート 

「初学者による金型製作」を読んで技量水準を把握し，得点が８割以上になる

まで精読すること． 

射出成形金型 
技量水準 得点 

64 以上 2 4 6 8 10 

金型構造 

1.1 金型基本構造を説明できる             

1.2 構成要素の機能が分かる             

1.3 標準部品の部品名が分かる             

突き出し 

システム 

2.  突き出しの役割が分かる             

2.1 突出しの種類を知っている             

温調 

システム 

3.  温調システムの役割を説明できる 
      

3.1 冷却の要点を知っている 
      

2.1 冷却方式の種類を知っている 
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図 6-5 前提知識習得テキスト[6-9] 

 

b) 実技作業票は，技能要素を身に付ける方法を検討し，実技での取り組み方を示している．

到達目標やその先にある到達すべき目的，作業時間，使用器具や材料，作業内容と作業

の要点，参考資料，評価方法が記述される．この票は，到達目標ごとの各作業について

１枚ずつ作成される．受講生に考える余地を残し，作業法や取組み方を研究する資料と

もなる．実際の訓練では，実技作業票を基に受講生が考えた方法を指導者に提案して，

了承の上に実施することもある．表 6-3 に 3-3 みがき作業での実技作業票を示す． 

「初学者による金型製作」 

 

1.  金型構造 

1.1 金型基本構造 

プラスチック射出成形金型の基本構造は，一般に以下のようになっている．金型①は，パーテ

ィングライン(PL)②で，固定側金型③と可動側金型④に分割されている．成形機のシリンダーで

加熱溶融された材料は，ノズルを経てランナーシステム⑤から空洞になっているキャビティ部⑥

に「流し」，⑦温調システムで「固め」，成形機の可動側プラテンの後退により PLが開かれて，

突き出しシステム⑧で成形品を「取り外す」，この一連の工程を担当する機械装置である．図が

基本となるダイレクトゲートによる金型構造である．            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

―以下省略― 

前提知識習得テキスト 
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表 6-3  実技作業票 

 

実技作業票  3 キャビティ加工工程 

作 業 名 3-3 みがき作業 

到達目標 
手みがき作業により，凹形状の調質鋼を鏡面状態にまで仕上げられる．また，

作業時間とみがき基準片に基づいた仕上り程度の予測ができるようになる 

目   的 手みがき作業についての計画をし，準備をして指導ができるようになる 

使用器具 

 

キャビティ（HRC40 程度），スティック砥石(#600,#800,#1000)，ﾀﾞｲﾔﾓﾝﾄﾞﾍﾟｰ

ｽﾄ(#800,#1000,#1500)，磨き用木材（ﾁｰｸ･ﾗﾜﾝ），磨き用フェルト，磨き油，希

釈液，洗浄剤，木綿ウェス，顕微鏡（×１０程度），みがき基準ワーク 

作業内容 作業の要点 時間 

  12 H 

０．準備 ・手順研究・作業研究 1  

１．ﾜｰｸをﾊﾞｲｽで締め付ける ・ﾊﾞｲｽを準備して締付部に注意  0.5 

２．最適な砥石でみがく ・スティック砥石でスタートする 

・角をダラサないようにする 

・磨き油を使用して目つまりを防ぐ 

・力を抜いてみがく 

 2 

３．加工変質層を除去する 

 

・カッターマークを除去する 

・縞模様の加工変質層が現れる 

・縞模様がなくなるまでみがき込む 

 2 

４．みがき砥石の番手を上げ

ていく 

 

・ワークを清掃し完全にスラッジを除去する 

・手を洗浄し、スラッジを除去する 

・#800 のスティック砥石でみがく 

・前回の目が完全にとれていることを確認する 

・次に#1000 にして、上記をくり返す 

2 

５．ダイヤモンド・ペースト

でみがく 

 

・硬めの木材に#800 のペーストを微量つける 

・希釈液を 2 滴ほど垂らし、ランダムにみがく 

・洗浄する 

・柔らかい木材に#1000 のペーストを微量付ける 

・希釈液を 2 滴ほど垂らし、ランダムにみがく 

・洗浄する 

2 

６．鏡面状態までに仕上げる 

 

・フェルトに#1500 のペーストを微量付ける 

・希釈液を 2 滴ほど垂らし、ランダムにみがく 

・最後は乾式でみがいて光沢を出す 

・洗浄する 

2 

参考資料 機械加工実技教科書、みがき作業実習テキスト 

評価方法 加工傷の確認、光沢状態の比較 （みがき基準ワーク） 
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c) 実技テキストには，実技作業票よりも作業のノウハウをさらに詳しく説明してあり，模

範となる内容を記述している．受講生にとっては実技作業票を補完し，指導者にとって

は訓練を進める上での指導書に該当する．図 6-6 に，キャビティ加工工程の 3-3 みがき作

業での実技テキストの抜粋を示す．
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#600 

溝用砥石 

スティック砥石 

#800 

テープ 砥石 

 

3-3 みがき 

 

１．自在バイスにはさみ、締め付ける 

２．加工粗さにより最適なみがき砥石を決める 

  ・スティック砥石 PKSC(炭化ケイ素質砥粒)＃600からスタートする 

  ・パーティング面の角にテープなどを貼り、だらさないようにする 

  ・磨き油を十分に使用して、スラッジを洗い流すようにする 

  ・力を加えすぎると深い傷が残るので、力を抜き回数でみがく 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

３．加工変質層を完全に除去する 

  ・カッターマークを落とす 

  ・カッターマークを落とすと縞模様の加工変質層が現れる 

  ・縞模様がなくなるまでみがき込む 

 

４．みがき砥石の番手を上げていく 

  ・ワークや周辺をアルコールで清掃し完全にスラッジを除去する 

  ・手を洗浄し、スラッジを除去する 

  ・#800のスティック砥石で、前回のみがき目に対して角度をつけてみがく 

  ・顕微鏡又は目視で前回の目が完全にとれていることを確認する 

  ・次に#1000にして、上記をくり返す 

 

５．ダイヤモンドペーストでみがく 

  ・チーク材（固い木材）に#800のダイヤモンドペーストを微量付ける 

  ・希釈液を 2滴ほど垂らし、ランダムにみがく 

  ・洗浄する 

    ・ラワン材（柔らかい木材）に#1000のダイヤモンドペーストを微量付ける 

  ・希釈液を 2滴ほど垂らし、ランダムにみがく 

  ・洗浄する 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-6  実習テキスト（抜粋）[6-9] 

木材 

フェルト 

希釈液 

ダイアモンドペースト 

実技テキスト 
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d) 確認テストは，受講生が教材を使用した結果，到達目標に達したかどうかを確認するも

のである．応用テストは，失敗した場合の対処方法などを想定して未経験案件から出題

し，受講生主体で思考力を強化するためのものである．両テストの点数が低い場合は，

教材に問題があると考えて，教材を見直す手がかりとなる．図 6-7 にキャビティ加工工

程での各到達目標と仕上り像を勘案した確認テストと応用テストの抜粋を示す． 

 

3. キャビティ加工工程 

 

確認テスト１． 

各測定器を用意して，寸法を測定し，合否の判断をすること．否の場合は，対処方法を

考え別紙に記述すること． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

確認テスト 2． 

みがき面をチェックすること 

みがきの判定 名前 

項 目 ｺﾒﾝﾄ 合否(○×) 

砥石のキズが9割以上と

れていること 
  

製品部が鏡面であるこ

と 
  

みがき基準片と比較し

#800 以上であること 

  

 

応用テスト１． 

マシニングセンタでのセッテイングをミスしてしまいキャビティの深さが 0.1mm ほど

深くなってしまった．固定側型板，キャビティ入子，スプルブッシュについてどう対応す

るか答えなさい．製品の形状変更や寸法変更は不可とし，キャビティの作り直しや部品交

換もしないこと． 

（組立図および部品図を参照） 

 

図 6-7 確認テスト・応用テスト（抜粋） 

キャビティの寸法測定 名前 

No 寸法 公差 測定器 測定値 誤差 合否(○×) 

1 50.25 ±0.01 ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾉｷﾞｽ    

2 70 ±0.3 ｽｹｰﾙ    

3 19.6 ±0.02 ﾃﾞﾌﾟｽﾏｲｸﾛ    

4 10 ±0.2 ﾉｷﾞｽ    

5 14 ±0.2 ﾉｷﾞｽ    

確認テスト 

応用テスト 
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(Step9) 試行実技 

試行実技では，学生が実技作業票または実技テキストを使用して自分の力で作業を行う．

実技中も教材を改良するためのデータ収集を行い，評価し改良をする．試行実技の結果につ

いては，後述の 6.4.1 で述べる． 

(Step10) 事後評価 

 事後評価では，確認テストや応用テスト，完成した製品などを総括的に評価して判断する．

専門家である教員と実技を行った学生や他の学生による実証的な評価により，訓練と教材の

見直しをする． 

 

6.4 作成した教材の評価 

6.4.1 試行実技の結果 

 試行実技を通して，到達目標や仕上り像に向かうことができる教材を作り込んだ．金型製

作のポイントとなる製品部であるキャビティとコアは，2 個ずつ製作した．まず１個を 1 人

目の学生が製作して，そこで評価して改善点を盛り込み，もう 1 個を他の学生が製作した．     

各作業を専門とする教員と学生のペアで放課後などの空き時間に製作を行った．1 日の作

業時間は．短時間の訓練を想定して 2 時間程度とした．総作業時間は試行を繰り返したため

120 時間となった．延べ期間は，同時に複数組実施することもあり 3 か月で終了した．図 6-8

に完成した金型と射出成形により得られた成形品を示す． 

 

 

 

 

 

 

図 6-8 完成した金型・成形品 [6-9] 

 

失敗も何度かあり，多くは測定ミスや工具の装着不良など単純な不注意だったが，大きな

過ちになった．その過ちの対応策とした内容を応用テストなどに活かすために蓄積した．以

下に試行実技の結果と評価を述べる．  
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① 加工経験の浅い学生が，コア（以下入子とする）加工の旋盤作業で，直径 49.24mm とす

るところをマイクロメータの測定ミスで 0.5mm 小さくなった．プラスチック成形用金型

の入子は，挿入ラインを目立たなくするために角 R の末端で分割する．外側の角 R の末

端直径 49.24mm を内側の角 R の末端直径 47.19mm に変更した．入子の入る可動側型板

の穴は，後工程のため直径 47.19mm とし，問題なく対応できた．金型製作の基本知識を

活かしてミスに対応できた．図 6-9 に入子の変更前と変更後の寸法を示す． 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-9 入子の寸法 [6-9] 

 

② みがき経験のある学生が，「作業を効率的に行いたいため，振動を利用した専用みがき工

具を使用したい」と提案してきたので了承した．作業時間は，予定の半分ほどの６時間

になったが，表面に凹凸ができてしまい不良品となってしまった．技能レベルが低かっ

たためであり，基本的な作業の習得をしていなかった．受講生のレベルをより一層見極

めて課業する必要がある． 

③ 作業を開始してから知識不足のため作業を中断することがあった．前提知識の予習を指

示したが怠っていた．いつも指導を受けられるのが当たり前という認識から抜けきれて

いないことが判明した．前提知識の習得にテストもセットとするなどの再考を要する． 

 

6.4.2  今後の訓練において期待する効果と方向性 

作成した教材を活用することにより．今後の訓練で期待する効果を以下で述べる[6-10]． 

(1) 指導者と受講者に対しては次の通りである． 

実技課題分析図，教材作成企画書，実技作業票は，訓練の背景や全体像とともに仕上

り像や到達目標が示され，訓練の価値を明確にし，期待感を喚起する． 

(2) 指導者に対しては次の通りである． 
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実技課題分析図や実技作業票などにおいて，次の項目に基づいて緻密な訓練計画を立

てられる．a)到達目標，b)コマ割りの時間，c)受講者グループ，d)専門性を活かした指導

者の配置，e)設備や機器など． 

(3) 受講者に対しては次の通りである． 

a) 前提知識チェックシートおよび前提知識習得テキストは，受講生に対し訓練に必要な

知識の有無を確認させ，必要技能の想起や知識の整理を促がし，前提知識を習得させ

る効果がある． 

b) 実技作業票や実技テキストは，訓練の指針や新しい事項を提示して，作業の理解を促

進させる．また，実技作業票は，受講者が作業を研究する資料となり，自らの考えと

模範である実技テキストとの比較検討を行える役割をもつ． 

c) 実技での成果物は，見本教材として活用できるため，次回に行われる訓練の基準とする．

よい物をつくり伝承したいという動機付けにもつながる． 

 

6.5 本手法を用いた指導員研修でのアンケート結果 

プロジェクト方式訓練における教材開発手法は，沖縄県等から指導員研修としての要望が

あった．そのため，2013 年から 2015 年にかけて，定員 10 名で 4 回に渡り，計 39 人に対し，

訓練技法開発研修として実施した．表 6-4 にカリキュラムの一例を示す．研修実施後に研修

担当課で行ったアンケート調査では，質問により 34～35 人からの回答が得られた．図 6-11

にアンケート調査の結果の一例を示す．そのアンケート調査の結果を集計して，表 6-5 に示

す． 

①  研修目的の満足度 

回答のあった 35 人から，「十分満足できる（74%）」，「どちらかというと満足できる

（26%）」となった．全員が満足できることから，研修目的の満足度は，高いことが確認

できた． 

② 研修成果の現業への活用度 

回答のあった 34 人から，「十分活用できる（62%）」，「どちらかといえば活用できる

（35%）」となった．活用できないが 3%（1 人）であるものの，97%が活用できると回

答しており，研修成果の現業への活用度は高いと考えていることを確認できた．また，

機械製図科などの指導員の受講も多く，金型に関連しない訓練科での予備知識としての

活用も期待される． 
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自由記述の欄では，「総合制作実習に活用できる」（JEED では，卒業制作のことを言う）

等の回答が複数見られる．受講した指導員は，卒業制作などのプロジェクト方式の職業訓練

に活用できると判断していることが確認できる．また，「材料の性質を知れば，プレス金型に

も使える．基本は同じであることが分かった」等も記述されており，他の分野での活用も考

えられることから，今後の展開を期待できる． 
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表 6-4 訓練技法開発研修カリキュラム 

コース番号 コ ー ス 名 期     間 定 員 日 数 

4625 
”わかる”を支援する教材設計の進め方

と教材作成（射出成形金型設計製作編） 

平成 26 年 9 月 27 日(土) 

～9 月 28 日(日) 
10 2 

開催会場 沖縄職業能力開発大学校 
分類番号 

 

コース設定 

の背景 

近年、金型特に射出成形金型については、ものづくりの技能・技術及び生産プロセスを学べる

ツールとして、注目され、金型コースの創設や金型製作課題に取り組む指導員が多い。その導

入時の足掛かりとなる教材設計の進め方と教材作成のコースを設定した。 

研修のねらい 

到達目標 

職業訓練における金型コースや金型製作課題を実施する上で、分かり説明が困難な部分につい

て、”わかる”を支援する教材を作成することを研修のねらいとする。理論と実際を結び付ける

ことにより、プラスチックの概要や射出成形機の構造を学び、モデル金型の分解・組立を行う

ことで射出成形金型の基本的な構造を理解し、金型教材の作成方法を習得する。 

最低限 

必要な知識 
機械製図の知識 

研修内容 

項    目 （予 定） 学科 
実技 

演習 

 

１ 金型教材の開発目的 

２ プラスチック概要 

 （１）プラスチックとは 

 （２）プラスチックの種類と用途 

 （３）各種のプラスチック成形法 

 （４）射出成形法（成形サイクル） 

 （５）プラスチック成形品設計（肉厚、収縮率、抜き勾配など） 

３ 射出成形機とは 

 （１）射出成形機の構造 

 （２）射出成形の成形条件算出 

４ 金型構造・種類 

 （１）金型の基本構造 

 （２）金型の種類（ﾂｰﾌﾟﾚｰﾄ金型、ｽﾘｰﾌﾟﾚｰﾄ金型、ランナレス金型） 

５ モデル金型分解組立実習 

 （１）モデル金型構造の解説 

 （２）分解・組立の注意事項、安全作業 

 （３）分解・組立実習、構造把握 

６ ”わかる”を支援する教材開発 

 （１）訓練開発の手順 

 （２）金型製作での訓練開発 

 （３）教材設計の手順 

 （４）金型製作での教材設計 

７ 質疑応答、習得度確認 

 （１）訓練成果のまとめと展開方法のディスカッション 

 

 

1 
1 

 

 
 

 

 
1 

 

 
 

1 

 
 

1 

 
 

 

 
2 

 

 
 

 

1 

 

 
0.5 

 

 
 

 

 
0.5 

 

 
 

 

 
 

2 

 
 

 

 
1 

 

8 4 

担当教員から

ひとこと 

射出成形金型設計製作の訓練をこれから始めようという方の基礎コースです。実際の金型や射

出成形機を見ながら金型構造などを理解していただきます。その後に教材設計の進め方と教材

開発の方法を学びます。射出成形金型の設計製作に関する指導技法開発との同時受講をお勧め

します。 

担当教員 

(所属) 

太田          星野       

（基盤ものづくり系） （能力開発応用系）    

使用する 

機器・教材等 

パソコン、プロジェクタ、関数電卓、モデル金型、成形品見本、射出成形機、三角定規、スケ

ール「プラスチック射出成形技術・製品設計・金型設計・金型実技課題分析図」等の自作テキ

スト 
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図 6-11 アンケート調査の結果 （2014 年 9 月・沖縄県・受講者 10 人） 
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表 6-5 指導員へのアンケート調査の集計 (%) 

①研修目的の満足度 
n=35 

十分 

満足できる 

どちらかという

と満足できる 

どちらかといえ

ば満足できない 

満足 

できなかった 

74 26 0 0 

②研修成果の現業へ

の活用度 

n=34 

十分 

活用できる 

どちらかといえ

ば活用できる 

どちらかといえ

ば活用できない 

活用 

できない 

62 35 0 3 

 

 

6.6  まとめ 

本章の研究では，プロジェクト方式訓練での実技教材開発について，事例を交えてスター

トから完成までを提示した．以下にその内容をまとめる． 

(1) 教材開発を訓練開発と教材設計とに分けてステップごとに整理し体系化し提示した．プ

ロジェクト方式による職業訓練での教材開発の新たな指針を示した． 

(2) 教材開発を教員と学生により多面的に行った．作成方針を明確にし，受講者検証を基本

にして形成的評価・総括的評価を行い，完成度を高める方法を新たに提示した． 

(3) 本手法は，指導員研修としての要望も多く，受講希望者も多い．また，研修実施後のア

ンケートでは，研修目的の満足度および現業への活用度ともに高い評価となった．このこ

とから提案した手法の有効性が認められた． 
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第 7章 提案した職業訓練システムの訓練効果に関する総合的な検証 

 

本研究は，訓練課題に基づいて生産工程と生産技能を関連させて学ばせるプロジェクト方

式による職業訓練システムを開発し，実地訓練により検証した．離職者訓練の目的は，技能

を習得させて就職させることにある．そこで，本章では，表 7-1 に示した新旧 4 タイプの職

業訓練システムの就職率の比較とともに技能の習得レベルの比較を行う． 

 

表 7-1 職業訓練システム 

離職者訓練 訓練期間 訓練タイプ 訓練コース 

従来方式 

(モジュール訓練) 
短 期 課 程 6 ヵ月 

ｼｽﾃﾑ･ﾕﾆｯﾄ 

訓練 
CAD 設計コース 

新 方 式 

（プロジェクト方式） 

課 題 型 

（2 章） 
CAD/CAM コース 

短期課程拡

充システム 
8～10 ヵ月 

習 熟 型 

（3 章） 
機 械 加 工 コ ー ス 

活 用 型 

（3 章） 
金型設計製作コース 

 

 

7.1 短期課程訓練の就職率の比較 

  短期課程訓練（訓練期間 6 ヵ月）において，従来からのモジュール訓練と新しく開発した

プロジェクト方式訓練の就職率の比較を図 7-1 に示す． 

2章で説明したCAD/CAMコース（課題型）は，6期 90人全員が就職できた（就職率 100%）．

全国で実施されたモジュール訓練（従来方式）の就職率は，79.8%であった．CAD/CAM コ

ース（課題型）と同じ施設，ほぼ同じ指導員および設備で実施された CAD 設計コース（従

来方式）の就職率は，77.6%である． 

以上から， CAD/CAM コース（課題型）の就職率の高さが確認できた．  
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79.8 77.6

100

0

20

40
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100

従来方式

（モジュール訓練）

全国（92,557人）

従来方式

（モジュール訓練）

CAD設計コース

ポリテクセンター関東

（180人）

2章 課題型

（プロジェクト方式）

CAD/CAMコース

ポリテクセンター関東

（90人）

図 7-1 短期課程訓練の就職率( % )(JEED・2006～2009 年・6 期） 

 

7.2 短期課程拡充システム訓練の就職率の比較 

  全国のポリテクセンターで実施された，短期課程拡充システム訓練（期間 8～10 ヵ月）の

2 期試行実施において，新しく開発した習熟型および活用型の就職率の比較を図 7-2 に示す． 

活用型の就職率は 89.3%であり，習熟型訓練の就職率は 83.1%である． 

活用型の方が 6 ポイント以上高く，就職率の高さが確認できた． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7-2 短期課程拡充システム訓練の就職率 ( % ) 
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全国

2010年4科・2011年3科

（合計124人）

活用型

全国

2010年7科・2011年8科

（合計256人）
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7.3 訓練タイプによる習得レベルの比較 

  本研究で対象にした，従来からのモジュール方式・2 章の課題型・3 章の習熟型と活用型

の習得レベルを図 7-3 に示し，その比較を行う． 

 ここに示す，4 タイプの訓練は，いずれもシステム・ユニット訓練を利用しており，習得

度を測定している．習得度の平均は，モジュール方式（CAD 設計コース）：3.5，課題型

（CAD/CAM コース）：3.7，習熟型（機械加工コース）：3.9，活用型（金型設計製作コース）：

3.8 となった．以上より，システム・ユニット訓練での習得レベルは，習熟型がいちばん高い

ことを確認した． 

 その後に，習熟型と活用型は，応用的な訓練（企業の生産プロセスに沿った訓練）を行う

ため，習熟度または活用度を測定して，それが最終の習得レベルとなる．習熟型（機械加工

コース）は，3.9 から 4.2 となった．活用型（金型設計製作コース）は，3.8 から 4.4 となっ

た．以上より，最終の習得レベルは，習熟型よりも活用型の方が高いことを確認できた． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7-3 訓練タイプによる習得レベルの比較 

① 従来型 ＣＡＤ設計コース  2006～2009 年（6 期）受講生 180 人 

② 課題型 ＣＡＤ／ＣＡＭコース 2006～2009 年（6 期）受講生 90 人 

③ 習熟型 機械加工コース    2009～2011 年（2 期）受講生 30 人 

④ 活用型 金型設計製作コース 2010～2011 年（2 期）受講者 20 人 

方式 
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7.4 まとめ 

本章では,提案した職業訓練システムの訓練効果を検証するために，技能の習得レベルと就

職率を比較した．以下において，その結果を総合的に述べる． 

(1) 短期課程訓練（訓練期間 6ヵ月）「モジュール訓練」「課題型」の求人企業の評価 

   「課題型」訓練は，従来からの「モジュール訓練」よりも，明らかに就職率が高まる．

このことから，求人企業は，職業分析された個別の職業能力を習得していく「モジュー

ル訓練」よりも，訓練課題により生産工程とともに職業能力を習得していく「課題型」

訓練の方を求めていることを確認できた． 

(2) 短期課程拡充システム訓練（訓練期間8～10ヵ月）「習熟型」「活用型」の求人企業評価 

   企業の生産プロセスに沿った応用的な訓練である「活用型」訓練と「習熟型」訓練の

就職率を比較する．「活用型」は，「習熟型」よりも明らかに就職率が高い．このことか

ら，求人企業は，技能を習熟させていく訓練プロセス「習熟型」よりも，製品開発から

生産（技能を活用）していく訓練プロセス「活用型」の方を求めていることを確認でき

た． 

(3) 訓練タイプによる習得レベルの比較「モジュール訓練」「課題型」「習熟型」「活用型」 

4 訓練タイプのシステム・ユニット訓練による習得度平均は，「モジュール訓練（3.5）」，

「課題型（3.7）」，「習熟型（3.9）」，「活用型（3.8）」となり，習熟型がいちばん高いこと

を確認した．指導員は，従来からの経験に裏付けられた訓練課題を選択できるため，効

果的に教え込んだからであろうと認められる． 

その後，応用的な訓練へと続く 2タイプについて，「習熟型」は習得度 3.9 から習熟度

4.2 となり，活用型は習得度 3.8 から活用度 4.4 となった．「活用型」は，0.6 ポイントも

伸びており，訓練効果の高いことを確認できた． 

このことから，基本技能を習得している受講生による応用的な訓練は，指導員が教え

込んで技能を習熟させていく訓練プロセス「習熟型」よりも，受講生が主体となって生

産（技能を活用）していく訓練プロセス「活用型」の方が，習得レベルを上げられると

言える． 
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第 8章 結  論 

 

8.1 訓練課題を活用した離職者訓練システム（課題型） 

第 2 章は，受講生自ら企画・設計・製作・評価できる段階的な訓練課題を設定して，グル

ープワークを活用し生産工程に踏み込んでいく「課題型」の訓練システム（CAD/CAM コー

ス）を新構築し，実地訓練により検証した． 

（1）その結果，新しく提案した「課題型」の訓練システムの有効性を確認できた． 

① 「課題型」の習得度は，従来からのモジュール訓練（CAD 設計コース）より，（0.2/5）

アップさせることができた． 

② 受講生は，6 ヵ月の短期課程の訓練であっても，金型を完成できる職業能力を習得で

きることを確認できた． 

（2）特に，訓練課題による成果物は， PR ツールとして有効に作用する． 

① 訓練受講希望者は，応募者数 1 期の 40 人超から 4 期以降の 80 人超となり，成果物の

効果により訓練に魅力を感じていることを確認できた． 

② 受講生たちは，成果物を就職支援ツールとすることにより，全員の就職を達成した．

また，受講目的である常用雇用（90%）と関連就職（87%）を達成できる可能性が高

いことを確認できた． 

 

8.2 企業の生産プロセスに沿った離職者訓練システム（習熟型・活用型） 

第 3 章は，「課題型」の訓練を踏まえて，企業の生産プロセスに沿った応用的な訓練を追

加した「習熟型」および「活用型」の 2 タイプの訓練システムを新構築し，実地訓練により

検証した．  

（1）その結果，「活用型」は，応用的な訓練での訓練効果が高いことを確認できた（7-3 節，

図 7-3 参照）．  

① 習熟型は，習得度 3.9 から，応用的な訓練での習熟度 4.2 となり，0.3 アップしている． 

② 活用型は，習得度 3.8 から，応用的な訓練での活用度 4.4 となり，0.6 アップしている． 

③ 以上から，応用的な訓練では，「活用型」の方が活用度のアップ量が 0.6 と大きく，訓

練効果が高いと判断できる． 

（2）「習熟型」は，求人企業へのアピールに乏しく，就職率の向上につながらない．  

① 2 期の訓練での就職率は，習熟型 83.1%となり，従来からのモジュール訓練 83.7%（表
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3-4，2010・2011 年の平均）とほぼ変わらない．  

② 習熟型は，従来からのモジュール訓練との違いの表現が難しく，求人企業へのアピー

ルにつながらない．  

  ③ 習熟型の訓練課題（成果物）は，指導員が選定して定型化しており，受講生自身のア

ピールにつながらない． 

（3）特に，「活用型」（金型設計製作コース）の訓練課題報告書は，訓練内容や習得レベル

を就職先企業に端的に伝えることができたため，企業は受講生の適材適所への配置をも

可能となることが認められた． 

① 入職先企業は，「求めていた人材の採用」に対して，「あてはまる（83%）」，「ややあて

はまる（17%）」と回答している． 

② 「職務に必要な知識の習得」に対しては，「あてはまる（83%）」，「ややあてはまる（17%）」

と回答している． 

 

8.3 卒業制作におけるプロジェクト方式生産システム 

第 4 章は，訓練課題の工程分解に基づいて，プロジェクトスケジューリングをしてから生

産を行うプロジェクト方式生産システムを新構築し，実地訓練により検証した． 

（1）第 4 回金型グランプリでは，プロジェクト方式生産システムを実地検証した結果，コ

ンカレントな進行に効果を発揮した． 

① 生産工程や要素作業が整理され，重点管理工程の把握が容易となった． 

② 多種多様な設備を使用するための計画や他の訓練コースとの調整が容易となった． 

（2）プロジェクト方式生産システムは，十分普及を期待できる． 

① 場当たり的な進行になりやすい卒業制作のスケジューリング手法に活用できる． 

② 習熟型・活用型での応用的な訓練は，生産計画や生産統制に問題を残していた．本シ

ステムを活用することにより，解決できると考えられる． 

 

8.4 専攻科目と課外活動を結び付けた生産技術者育成方法 

第 5 章は，ものづくりを主体とする学卒者訓練の特徴を活かして，生産工程と履修科目の

関係を明らかにし，それを意識した実践研究活動を通じて，生産技術者の素養を身につける

ことを目的とした，課外活動の一つのあり方を示した． 

（1）第 5 回日中韓大学金型グランプリの生産工程において，プロジェクト方式生産システ
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ムの有効性を確認した．(４章の検証） 

① 第 4 回大会までは，6 ヵ月の生産期間を要したが，3 ヵ月間で完成させることができ

た． 

② 精度の高い生産計画の作成，工程のトラブルによる生産計画の見直しに効果を発揮し

た． 

（2）課外活動において，授業ではできない実践研究活動を行い，学外での評価を得られた．  

① プロジェクト方式訓練の教材開発により，厚生労働大臣賞を受賞した．(6 章) 

② 金型クラブにより，生産技術者育成方法の提案をした． 

a. 学協会での発表 ：職業能力開発研究発表講演会「金型クラブの実践報告」 

b. 論文誌に掲載 :工学教育「課外活動を通じた生産技術者の育成」 

（3）以上より，課外活動は，生産技術者の育成とともに，実践研究活動の場として十分活

用できることを検証できた． 

 

8.5 プロジェクト方式訓練における教材開発手法 

第 6 章は，プロジェクト方式による職業訓練においての教材開発手法を訓練開発と教材設

計に分けて体系化し提案した．  

（1）本教材開発手法の研修開催の要望も多く，受講者からの評価も高い． 

① 2015～2017 年に指導員研修として 4 回実施し，39 人が受講した． 

② 指導員研修実施後のアンケートでは､「研修成果の現業への活用について」という質問

に対して「十分活用できる(62%)」，「どちらかと言えば活用できる(35%)」となり，現

業での活用度が高いことを確認した．(39 人受講中 34 人から回答を得られた) 

（2）全国の職業能力開発施設では，本研究により作成した教材を活用するようになった． 

 ① 短期課程訓練（訓練期間 6 月）を実施する全国のポリテクセンター6 施設に提供した．

② 卒業制作を実施する全国の職業能力開発大学校 5 校に提供した． 

（3）以上より，プロジェクト方式訓練における教材開発手法は，十分普及を期待できる． 

 

8.6 まとめ・今後の展望 

職業訓練は，受講生に対して，職業の現場に高く評価される職業能力を形成させなければ

ならない．それには，職業訓練と職業の現場をどのように結び付けるかと言うことになる．

また，職業能力の成果を具体的に表現し，どのようにアピールするのかが問題となる． 
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そこで，訓練課題を活用することにより，受講生の将来の就職先となる生産現場を連想さ

せて，作品の完成という明瞭な目標をもたせ，成果物により表現しアピールする．そのため

に，図 8-1 に示すように訓練課題に基づいて生産工程と生産技能を関連させて学ばせる，プ

ロジェクト方式による職業訓練システムを開発した． 

このように訓練課題に意図をもたせた職業訓練システムは， 2 章～6 章の実地訓練を検証

することにより，訓練効果の高いことを確認できた．また，職業訓練の現場まで踏み込んで，

訓練システムについて論じることにより，訓練課題の活用方法を具体的に明示できた． 

  

 

 

 

 

 

図 8-1 プロジェクト方式による職業訓練システム 

 

また「活用型」は，訓練効果が高いことを検証できた．「活用型」の応用的な訓練のカリキ

ュラムは，4章および 6章で示した工程分解や課題分析の手法を用いて，システムおよびユ

ニットとして標準化してしまえば，訓練効果が高く・利用しやすい拡充システム訓練になる

と考えられる．また，「活用型」は，電気・電子・制御・機械など広範な訓練系のコース設定

となっているため，汎用性が高いと言える（2010年度 7コース，2011年度 8コース）．この

ことから，様々な教育訓練分野においても，教育訓練効果が高く・利用しやすい教育訓練シ

ステムに成り得る可能性が高いと考えられる． 

今後は，職業能力開発施設と工科系大学や高等専門学校との連携を探り，本研究を突破口

として協力関係を結び，訓練現場での実践力と理論に基づいた科学技術を融合することによ

り，さらなる教育訓練効果の高い教育訓練システムの開発を目指す．そして，教育訓練機関

が一体となり，わが国の人材育成に貢献することにより，経済および社会の発展に寄与でき

ると考える． 
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題解決型協調学習支援システム - 第 1 報 ケース学習教材の学習内容の検討‐，第

22 回職業能力開発研究発表講演会 講演論文集，pp.80-81,2014-10，（科研費 C） 

５． ○星野実，訓練設計と教材設計を融合させるプロジェクト型訓練の開発提案，実践教

育研究発表会 東京大会 CD 版予稿集 B16，（2 頁）,2014-8 

６． 加藤朗人・長谷川育哉・長谷川遼平・小山田孝輔・寺山拓也・○星野実，金型倶楽部

の実践報告～授業で学んだことを活かすために～，第 21 回職業能力開発研究発表講

演会 講演論文集，pp.220-22, 2013-11 

７． 國谷恭平・安武蒼一郎・本田 雄一・吉澤雄貴・江川剣太・太田和良・前田晃穂・○

星野実，第５回日中韓大学金型グランプリにおいての金型設計製作技法，第 21 回職

業能力開発研究発表講演会 講演論文集，pp.222-223, 2013-11 

８． ○星野実，実技教材の体系的な開発手法についての研究，第 21 回職業能力開発研究

発表講演会 講演論文集，pp.128-129, 2013-11 
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９． ○星野実，技能活用型訓練から教材開発へ～金型製作での事例～，第 4 回職業能力開

発研究会，全 51 頁（発表 60 分，質疑 30 分），2013-1 

１０．○星野実・藤浪栄一・宮下英明・津嶋一之・千葉周治，技能活用型訓練「射出成形金

型設計製作科」の訓練手法について，第 20 回職業能力開発研究発表講演会 予稿集， 

pp144-145，2012-11 

１１． 國谷恭平・竹下悟・久岡健太・鈴木良之・○星野実，第 4 回日中韓学生金型グラン

プリへの挑戦，第 20 回職業能力開発研究発表講演会 予稿集，pp146-147，2012-11 

１２．○星野実，神奈川センターと職業大で連携して実施した離職者訓練「射出成形金型設

計製作科」の訓練手法について，実践教育研究発表会神奈川大会 予稿集，pp72-73, 

2012-8 

１３．國谷恭平・鈴木良之・○星野実，総合制作実習においての学生金型グランプリの取組

について，実践教育研究発表会神奈川大会 予稿集 pp36-37, 2012-8 

１４． ○星野実，訓練課題を活用した離職者訓練～神奈川センターでの離職者訓練の特色～，

第 28 回 VET 政策プロジェクト，全 26 頁，2011-10，（講演 60 分，質疑 30 分） 

１５．○星野実，金型製作を訓練課題の最終目標とした離職者訓練～６期９０人全員就職の

要因～，実践教育研究発表会 千葉大会 CD 版予稿集 B-16 （ 2 頁），2011-9 

１６．○星野実，訓練課題を活用した離職者訓練の実践～５期連続就職率 100%の要因～，

第 18 回職業能力開発研究発表講演会 講演論文集,  pp.92-93, 2010-11 

１７．○星野実，「離職者訓練の実際」～機械 CAD/CAM コースでの職業訓練と就職支援を

通して～，第 13 回総合的ものづくり研究会，全 20 頁，2010-9（講演 60 分，質疑

30 分） 

 

【報告書・資料】 

１． 鈴木翔平，○星野実，鈴木良之，太田和良ほか，第 5 回日中韓学生金型グランプリ資

料集 射出成形用金型「手をつなぐ動物」，㈳日本金型工業会，（全 144 頁）pp.63-71，

2013-4 

２． 國谷恭平，○星野実，鈴木良之，太田和良ほか，第 4 回日中韓学生金型グランプリ資

料集 射出成形用金型「連結小物入れ」，㈳日本金型工業会，（全 130 頁）pp.21-29，2012-4 

３． 横山知子・岡田政文・村上智広・○星野実・榊原充ほか，生産用機械器具製造業（金

属プレス用金型製造業)に係わる総合的かつ体系的な職務分析の推進に関する調査研
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究，職業能力開発総合大学校 調査研究資料 130-2（全 97 頁），2012-3 

４． 横山知子・岡田政文・村上智広・○星野実・榊原充ほか，生産用機械器具製造業（プ

ラスチック成形用金型製造業)に係わる総合的かつ体系的な職務分析の推進に関する

調査研究，職業能力開発総合大学校 調査研究資料 130-3（全 101 頁）， 2012-3 

５． 久米篤憲・榊原充・中村佳史・○星野実ほか，中小ものづくり企業における人材育成

（OJT）指導者の養成の実施・検証-計画的･意図的･効率的･継続的な OJT の標準化-，

職業能力開発総合大学校 調査研究報告書 145 号（全 158 頁）， 2010-7 

６． 嶋野智章・池田久孝・中村佳史・○星野実ほか，事業主の人材育成能力の強化-企業の

教育訓練担当者育成するための訓練プログラムの開発・実施-，職業能力開発総合大学

校 調査研究資料 123 号（全 100 頁）， 2009-3 

 

【学協会活動】 

１．㈳日本機械学会正会員，2014 年 2 月～現在に至る 

２．㈳日本工学教育協会正会員，2012 年 4 月～現在に至る 

３．職業能力開発研究会（企画・運営委員）2012 年 4 月～現在に至る 

４  ㈳型技術協会，2011 年 7 月～現在に至る 

５．㈳実践教育訓練研究協会（機械系幹事）2007 年 7 月～現在に至る 

 

【社会的活動】 

１．技能グランプリ「フライス盤職種」競技委員, 2016 年 4 月～現在に至る 

２．ものづくりマイスター，厚生労働省，2015 年 5 月～現在に至る 

３．技能審査中央試験委員（機械系），中央職業能力開発協会，2014 年～現在に至る 

４．職業能力開発専門調査員（職業訓練基準の見直し），厚生労働省，2012 年 10 月～2013

年 3 月 

５．技能評価技法検討委員会委員，中央職業能力開発協会，2012 年 

６．技能評価技法研修講師（インド・ベトナム・カンボジア・ラオス），厚生労働省，2012

年 11 月 

７. 技能五輪全国大会「フライス盤職種」競技委員, 2012 年 5 月～現在に至る 

８. 日中韓大学金型グランプリ，日本金型工業会, 2011 年～2014 年 

９. 職務分析の推進に関する調査研究メンテナンス委員（日本金型工業会等）2011 年 
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１０. 職業能力開発総合大学校オープンカレッジ 金型製作による人材育成～未経験者でも

ここまでできる金型製作～，創業サポートセンター，2009 年 8 月 

１１. 人材育成研究会（SIC，相模原市）2008 年～2010 年 

１２. 人材育成(OJT)指導者養成実施検証委員（プラスチック工業会等）2007 年～2009 年 

１３. 人材高度化研究会（高津工友会，川崎市）2006 年～2007 年 

 

【その他】 

１．科学研究費助成授業 基礎研究(C), 発達障害者への対応を学ぶ問題解決型協調学習支援

システム，研究代表者：藤田紀一，研究分担者：星野実，村上智広，松本和重，岩永可

奈子，2014 年～2016 年 

２．職業訓練教材コンクール厚生労働大臣賞，2012 年 11 月 

３．職業能力開発論文コンクール厚生労働大臣賞，2011 年 11 月 

４．神奈川センター統括所長表彰，2010 年 3 月 

５．職業能力開発論文コンクール厚生労働大臣賞（特選），2009 年 11 月 

６．職業訓練指導員免許（機械科）2003 年 3 月 

７．技能検定 金型製作 特級，1998 年 3 月 
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